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1 

1. 評価方法 

取水槽は，耐震重要施設及び常設重大事故防止設備である原子炉補機冷却海水ポンプ等

を間接支持する支持機能，非常時における海水の通水機能及び浸水防止のための止水機能

が要求される。 

取水槽については，基準地震動Ｓｓによる耐震評価として，構造部材の曲げ・軸力系の

破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持性能に対する評価を実施する。 

構造部材の健全性評価については，鉄筋コンクリ－ト部材のひずみ，せん断力，壁部材

の面内せん断変形に伴う面内せん断ひずみが要求機能に応じた許容限界を下回ることを

確認する。基礎地盤の支持性能評価については，基礎地盤に発生する応力（接地圧）が極

限支持力に基づく許容限界を下回ること，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）

に発生する応力（接地圧）が支圧強度を下回ること及びＭＭＲの健全性を確認する。 
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2. 評価条件 

2.1 適用規格 

取水槽の耐震評価に当たっては，コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学

会，2002 年制定）（以下「コンクリート標準示方書 2002」という。）及び原子力発電

所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（社団法人日本電気協会電気技術基準調

査委員会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１－1987」という。）を適用するが，鉄筋コンクリ

ート部材の曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊の許容限界の一部については，原子力発

電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会原子力土木委員会，

2005 年 6 月）（以下「土木学会マニュアル」という。）を適用する。 

３次元静的材料非線形解析（以下「３次元構造解析」という。）に用いる材料定数に

ついては，コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）（以下「コンク

リート標準示方書 2017」という。）を適用する。 

また，３次元構造解析に用いる地盤反力係数については，道路橋示方書（I 共通編・

IV 下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）（以下「道示・下部

構造編」）及び道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月）（以下「道示・耐震設計編」）を適用する。 

表 2－1 に適用する規格・基準類を示す。 
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表 2－1（1） 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 確認項目 

使用材料及
び材料定数 

・コンクリート標準示
方書［構造性能照査
編］（土木学会，2002
年制定） 

・鉄筋コンクリートの材料諸
元（γ，E，ν） 

－ 

・コンクリート標準示
方書［設計編］（土木
学会，2017 年制定） 

・コンクリートの材料定数
（３次元構造解析に用い
る材料定数） 

－ 

荷重及び荷
重の組合せ 

・コンクリート標準示
方書［構造性能照査
編］（土木学会，2002
年制定） 

・永久荷重，偶発荷重等の適
切な組合せを検討 

－ 

許容限界 

・原子力発電所屋外重
要土木構造物の耐震
性能照査指針・マニ
ュアル（土木学会，原
子 力 土 木 委 員 会 ，
2005 年 6 月） 

・曲げ・軸力系の破壊に対す
る照査において，圧縮縁コ
ンクリートひずみが 1.0%
を下回ることを確認＊ 

・構造強度を有する
こと 

・せん断破壊に対する照査
は，発生せん断力がせん断
耐力を下回ることを確認＊ 

・構造強度を有する
こと 

・止水機能を損なわ
ないこと 

・コンクリート標準示
方書［構造性能照査
編］（土木学会，2002
年制定） 

・曲げ・軸力系の破壊に対す
る照査においておおむね弾
性範囲として，発生ひずみ
が限界ひずみ（コンクリー
ト圧縮 2000μ，主筋ひずみ
1725μ）以下であることを
確認＊ 

・止水機能を損なわ
ないこと 

・原子力発電所耐震設
計技術指針ＪＥＡＧ
４６０１－1987 （社
団法人，日本電気協
会 電気技術基準調
査委員会） 

・面内せん断破壊に対する照
査において，面内せん断ひ
ずみが 2/1000（2000μ）を
下回ることを確認＊ 

・構造強度を有する
こと 

・面内せん断破壊に対する照
査において，スケルトンカ
ーブの第一折れ点を下回る
ことを確認＊ 

・止水機能を損なわ
ないこと 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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表 2－1（2） 適用する規格，基準類 

  

項目 適用する規格，基準類 備考 確認項目 

地震応答 
解析 

・原子力発電所耐震設
計技術指針ＪＥＡＧ
４６０１－1987 ・有限要素法による２次元

モデルを用いた時刻歴非
線形解析 

－ ・道路橋示方書（Ⅴ耐
震設計編）・同解説
（（社）日本道路協
会，平成14年3月） 

構造解析 

・道路橋示方書（Ⅰ共
通編・Ⅳ下部構造編
）・同解説（（社）
日本道路協会，平成
14年3月） 

・地盤反力係数（３次元構
造解析に用いる係数） 

－ 

・道路橋示方書（Ⅴ耐
震設計編）・同解説
（（社）日本道路協
会，平成14年3月） 
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2.2 構造及び補強の概要 

取水槽の位置図を図 2－1 に，平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3～図 2－7 に，概

略配筋図を図 2－8～図 2－12 に示す。 

取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプエリア及

びストレーナエリアの３エリアに分かれている。下部は水路となっており，除じん機エ

リアの下部は６連のボックスカルバート構造，海水ポンプエリアの下部は３連のボック

スカルバート構造となっている。また，上部は各エリアが隔壁により仕切られ，各エリ

アによって開口部の存在や中床版の設置レベルが異なる等の構造となっている。 

取水槽は，加振方向に平行に配置される妻壁や隔壁等の面部材を耐震部材として考慮

する箱形構造物である。 

設計当時からの基準地震動Ｓｓの増大により，取水槽の耐震性を確保するため，耐震

補強を実施する。土圧低減を目的として，取水槽周辺の埋戻土の地盤改良を実施する。

地盤改良範囲を図 2－13 に示す。 

せん断破壊に対する補強として，後施工せん断補強工法（ポストヘッドバー工法，以

下「PHb 工法」という。）によるせん断補強を実施する。PHb 工法適用範囲を図 2－14～

図 2－19 に示す。 

除じん機エリアにおける北妻壁の曲げ・軸力系の破壊に対する補強として，北妻壁の

増厚補強（部材厚 1,200mm を 1,800mm に増厚）を実施するとともに，控壁を追設（5 枚）

する。補強範囲を図 2－20 に示す。 

併せて，波及的影響を防止するため原子炉補機海水ポンプ棚（RSW ポンプ棚）の撤去

を実施する。撤去範囲を図 2－21 に示す。  
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図 2－1 取水槽 位置図 
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図 2－2 取水槽 平面図  
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図 2－3 取水槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 2－4 取水槽 断面図 (Ｂ－Ｂ断面)  

 

 

図 2－5 取水槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面）   

（単位:mm） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－6 取水槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面）  

 

 

 

図 2－7 取水槽 断面図（Ｅ－Ｅ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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□ ：PHb 工法適用箇所 

図 2－8 取水槽 概略配筋図（Ａ－Ａ断面）

（
単

位
:
m
m
）
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□ ：PHb 工法適用箇所 

図 2－9 取水槽 概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（
単

位
:
m
m
）
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□ ：PHb 工法適用箇所 

図 2－10 取水槽 概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面） 

  

（
単

位
:
m
m
）
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□ ：PHb 工法適用箇所 

図 2－11 取水槽 概略配筋図（Ｄ－Ｄ断面）  

（
単

位
:
m
m
）
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図 2－12 取水槽 概略配筋図（Ｅ－Ｅ断面） 

  

（
単

位
:
m
m
）
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15 

 

 

（平面図） 

 

 

（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

（Ｄ－Ｄ断面） 

図 2－13 地盤改良概略図  

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

（単位:mm） 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 2－14 補強計画図（断面図（Ａ－Ａ断面）） 

 

 

 

■：PHb 工法適用箇所 

図 2－15 補強計画図（断面図（Ｂ－Ｂ断面））  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 2－16 補強計画図（断面図（Ｃ－Ｃ断面）） 

 

 

 

図 2－17 補強計画図（断面図（Ｄ－Ｄ断面）） 

 

■：PHb 工法適用箇所 

■：RSW ポンプ棚撤去箇所 

■：部材追加箇所 

■：PHb 工法適用及び部材追加箇所 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－18 補強計画図（断面図（Ｆ－Ｆ断面）） 

  

■：PHb 工法適用箇所 

■：部材追加箇所（控壁） 

■：PHb 工法適用及び部材追加箇所（北妻壁増厚） 

（単位:mm） 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 2－19 補強計画図（断面図（Ｇ－Ｇ断面）） 

  

（単位:mm） 
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（平面図） 

 

（Ｈ－Ｈ断面） 

    

（鳥瞰図） 

図 2－20 取水槽妻壁補強概要図  

控壁追加 

北妻壁増厚 

Ｈ Ｈ 
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（平面図） 

 

（Ｈ－Ｈ断面） 

図 2－21 RSW ポンプ棚撤去概要図  
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2.3 耐震評価フロー 

取水槽の地震応答解析フロー及び耐震評価フローを図 2－22 及び図 2－23 に示す。 

取水槽は，加振方向に平行に配置される妻壁や隔壁を有する箱形構造物であることか

ら，３次元非線形シェル要素を用いた３次元構造解析による耐震評価を実施する。図 2

－23 の赤破線内に示す範囲について，地震動 1 波に対する評価内容を具体化したフロ

ーを図 2－24 に示す。 

さらに，３次元構造解析における基本ケースから水平２方向載荷に至る一連の評価プ

ロセスを図 2－25 に示す。３次元構造解析に当たっては，２次元有限要素法を用いた地

震応答解析により地震時荷重を算定し，その荷重を３次元構造解析モデルに作用させて

耐震評価を実施する。 

地震応答解析により抽出する応答値は，３次元構造解析モデルに作用させる地震時土

圧及び慣性力並びに基礎地盤等に発生する接地圧である。また，機器・配管系，浸水防

護施設及び竜巻防護対策設備が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するた

めに応答値を抽出する。 

取水槽の基礎地盤の支持性能については，地震応答解析により得られた応答値を用い

て耐震評価を行う。 
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図 2－22 取水槽の地震応答解析フロー 

  

検討開始 

解析方針 

地震時荷重算出断面及び解析方法の選定  

荷重及び荷重の組合せの選定 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮）  

常時応力解析 

地震応答解析 

（２次元時刻歴応答解析） 

基準地震動Ｓｓ及び 

弾性設計用地震動Ｓｄ  

入力地震動の算定 

（一次元波動論による  

地震応答解析） 

耐震評価に用いる 

地震時土圧，慣性力及び接地圧 
機器・配管系，浸水防護施設 

及び竜巻防護対策設備への応答加速度 
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 図 2－24 に示す範囲 

 

図 2－23 取水槽の耐震評価フロー 

  

Ⅵ-2-2-18 

取水槽の地震応答計算書 

接地圧の算定 

３次元構造解析モデル 

及び諸元の設定 

評価終了 

照査時刻の選定 

地震時荷重の算定 

３次元構造解析 

構造部材の健全性評価 

許容限界の設定 

評価方針 

評価開始 

基礎地盤の支持性能評価 
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図 2－24 基本フロー（地震動１波に対する評価フロー） 

  

地震動１波に対する評価開始 

地震応答解析 
（２次元時刻歴応答解析） 

地震時荷重の算定 

３次元構造解析： 
照査時刻に対応する除じん機エリア，海水ポンプエリア 

及びストレーナエリアの各々の荷重を載荷 

構造部材の健全性評価 
Ａ：曲げ・軸力系の破壊に対する照査 

（照査時刻：地震動１波当たり 26 時刻） 

Ｂ：せん断破壊に対する照査 

（照査時刻：地震動１波当たり 26 時刻） 

終了 

照査時刻の選定： 
損傷モード毎及び部材毎に評価が厳しくなる時刻を選定 

（地震動１波当たり 26 時刻） 

Ｃ：基礎地盤の支持力照査 
（照査時刻： 

接地圧が最大となる時刻） 
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図 2－25 取水槽の３次元構造解析フロー  
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2.4 地震時荷重算出断面の選定 

地震時荷重算出断面は，「補－026－01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価につ

いて」の「4.4 取水槽」で記載したとおり，東西方向では各エリアにおける剛性の違

いが地震時荷重及び床応答に及ぼす影響を考慮し，除じん機エリア（Ａ－Ａ断面），海

水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）及びストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）の各エリアの構造

モデルを使用し，各エリアの中心を地震時荷重算出断面とし，地震時応答解析に反映す

る。 

また，南北方向（Ｄ－Ｄ断面）については，構造的特徴や周辺状況を踏まえ，構造物

中心を地震時荷重算出断面とする。 

なお，漸拡ダクト部（Ｅ－Ｅ断面）については，弱軸方向であるが，他断面と比較し

て範囲が限定的であり，部材が厚く内空が小さいことに加えて，機器・配管系も支持し

ていないため，地震時荷重算出断面及び床応答算定断面として選定しない。 

取水槽の地震時荷重算出断面図を図 2－26～図 2－29 に示す。 
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図 2－26 取水槽 地震時荷重算出断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

図 2－27 取水槽 地震時荷重算出断面図（Ｂ－Ｂ断面）  
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図 2－28 取水槽 地震時荷重算出断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

図 2－29 取水槽 地震時荷重算出断面図（Ｄ－Ｄ断面） 
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2.5 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 2－2 に，材料の物性値を表 2－3 に示す。評価部位を図 2-30

に示す。 

 

表 2－2 使用材料 

材料 仕様 

コンクリート 

底版，側壁，隔壁，妻壁＊， 

導流壁，中床版＊ 

設計基準強度 

23.5 N/mm2 

分離壁，控壁 
設計基準強度 

24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

注記＊：妻壁及び中床版の一部の部材は，設計基準強度 24.0N/mm2 である。 

 

表 2－3 材料の物性値 

材料 
設計基準強度 

(N/mm2) 

ヤング係数

(N/mm2) 

単位体積重量

(kN/m3) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 
23.5 2.475×104 24.0 

0.2 
24.0 2.500×104 24.0 
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図 2－30 評価部位の位置＊ 

注記＊：部材を説明するための図であり，解析モデルではない。 
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2.6 地盤物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物性

値を用いる。地盤の物性値を表 2－4 に示す。 

 

表 2－4（1） 地盤の解析用物性値（岩盤） 

注記＊：入力地震動の算定においてのみ用いる解析用物性値 

 

表 2－4（2） 地盤の全応力解析における解析用物性値（埋戻土） 

 解析用物性値 

物理特性 密度 ρ (g/cm3) 2.11 

強度特性 

初期せん断強度 τ０ (N/mm2) 0.22 

内部摩擦角 φ (°) 22 

動的変形特性 

初期せん断弾性係数 Ｇ０ (N/mm2) 
G0=749σ0.66 

G/G0=1/(1+γ/0.00027) 

動ポアソン比 νｄ  0.45＊ 

減衰特性 減衰定数 ｈ  h=0.0958×(1-G/G0)0.85 

注記＊：常時応力解析においては，土木学会マニュアル 2005 に基づき，静止土圧（Ｋ０＝ν

／(1－ν)＝0.5）を作用させるため，ν＝0.333 とする。 

  

層番号 

Ｓ波速度 

Ｖｓ

（m/s） 

Ｐ波速

度 

Ｖｐ

(m/s) 

単位体積重

量 

γ

（kN/m3） 

ポアソン

比 

ν 

せん断弾性係

数 

Ｇ（×

105kN/m2） 

減衰定

数 

ｈ

（％） 

第１層 250 800 20.6 0.446 1.31    3 

第２層 900 2100 23.0 0.388 19.0    3 

第３層 1600 3600 24.5 0.377 64.0    3 

第４層 1950 4000 24.5 0.344 95.1    3 

第５層 2000 4050 26.0 0.339 105.9    3 

第６層＊ 2350 4950 27.9 0.355 157.9    3 
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表 2－4（3） 地盤の有効応力解析における解析用物性値（埋戻土） 

 解析用物性値 

物理特性 

密度 ρ＊1 (g/cm3) 
2.11 

【2.00】 

間隙率 ｎ  0.45 

変形特性 

動せん断弾性係数 Ｇｍａ
＊2

 (kN/m2) 156,900 

基準平均有効拘束圧 ρｍａ
’＊2 (kN/m2) 98.0 

ポアソン比 ν  0.33 

減衰定数の上限値 ｈｍａｘ  0.095 

強度特性 

粘着力 ｃ’ (N/mm2) 0.00 

内部摩擦角 φ’ (°) 40.17 

液状化特性 

変相角 φｐ (°) 28.0 

液状化パラメータ 

Ｓ1 0.005 

ｗ1 4.150 

Ｐ1 0.500 

Ｐ2 0.990 

Ｃ1 2.015 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

  ＊2：動せん断弾性係数，基準平均有効拘束圧及び液状化パラメータは代表的数値を示

す。 
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表 2－4（4） 地盤の全応力解析における解析用物性値（改良地盤） 

 解析用物性値 

物理特性 密度 ρ (g/cm3) 2.11 

強度特性 

初期せん断強度 τ０ (N/mm2) 1.25 

内部摩擦角 φ (°) 0.00 

動的変形特性 

初期せん断弾性係数 Ｇ0 (N/mm2) 
G0=1135 

G/G0=1/(1+γ/0.0011) 

動ポアソン比 νｄ  0.33 

減衰特性 減衰定数 ｈ  h=0.0958×(1-G/G0)1.007 

 

表 2－4（5） 地盤の有効応力解析における解析用物性値（改良地盤） 

 解析用物性値 

物理特性 

密度 ρ＊1 (g/cm3) 
2.11 

【2.00】 

間隙率 ｎ  0.45 

変形特性 

動せん断弾性係数 Ｇｍａ
＊2

 (kN/m2) 1,135,000 

基準平均有効拘束圧 ρｍａ
’＊2 (kN/m2) 98.0 

ポアソン比 ν  0.33 

減衰定数の上限値 ｈｍａｘ  0.095 

強度特性 

粘着力 ｃ’ (N/mm2) 1.25 

内部摩擦角 φ’ (°) 0.00 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

＊2：動せん断弾性係数，基準平均有効拘束圧及び液状化パラメータは代表的数値を 

示す。 
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2.7 評価構造物諸元及び要求機能の考え方 

2.7.1 評価構造物諸元 

取水槽の諸元を表 2－5 に，評価部位を図 2－31 示す。 

 

表 2－5 評価部位とその仕様 

部位 

仕 様*1 

要求機能 部材厚 

（mm） 

コンクリート 

設計基準強度 

f'ck（N/mm2） 

鉄筋 

底版 1900，2000 23.5 SD345 通水機能 

側壁 

700，2000（側壁①） 23.5 SD345 通水機能 

止水機能 

支持機能 
700，1000，2000（側壁②） 23.5 SD345 

隔壁 

700（隔壁①） 23.5 SD345 
通水機能 

止水機能 

支持機能 

1000（隔壁②） 24.0 SD345 

1300（隔壁③） 23.5 SD345 

1500（隔壁④，隔壁⑤） 23.5 SD345 

妻壁 
1200（妻壁①） 23.5*2 SD345 

支持機能 
700，2000（妻壁②） 23.5 SD345 

導流壁 1200（導流壁①～⑤） 23.5 SD345 通水機能 

分離壁 1000（分離壁①～⑤） 24.0 SD345 止水機能 

控壁 1200（控壁①～⑤） 24.0 SD345 － 

中床版 

1000（中床版①） 23.5 SD345 通水機能 

止水機能 

支持機能 

1000（中床版②） 23.5*3 SD345 

3500（中床版③） 23.5 SD345 

注記＊1：補強部材の位置は図 2－14～図 2－19 に示す。 

＊2：増厚部の設計基準強度は 24.0N/mm2 

＊3：開口閉塞部の設計基準強度は 24.0N/mm2 
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図 2－31 評価部位の位置(再掲)＊ 

注記＊：部材を説明するための図であり，解析モデルではない。 
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2.7.2 取水槽の要求機能の考え方 

「2.7.1 評価構造物諸元」の表 2－5 に示した取水槽の要求機能について，その

考え方を以下に記載する。 

（1）通水機能 

取水槽の通水断面を構成する各部材について，通水機能を要求するものとする。

図 2－32 に通水機能が要求される部材の範囲を示す。 

 

 

 

図 2－32 通水機能が要求される部材の範囲(上:壁部，下:床部) 
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（2）止水機能 

止水機能は，津波の押し波時における外郭防護，屋外タンク損傷時における内郭

防護及び循環水系配管破壊時における内部溢水に対し，部材からの漏水によりＳク

ラスの機器・配管等の安全機能を損なうことがないよう要求される機能である。 

図 2－33 に止水機能が要求される部材の範囲を示す。 

 

 

 

図 2－33 止水機能が要求される部材の範囲(上:壁部，下：床部) 
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（3）支持機能 

耐震重要施設及び常設重要重大事故等対処施設である原子炉補機冷却海水ポン

プ等を間接支持する部材を図 2－34 に示す。支持機能における曲げに対する許容限

界は，構造物全体で終局状態に対する限界ひずみを下回ることに加え，アンカー定

着部周辺においては，部材降伏に対する限界ひずみを下回ることを確認する。なお，

上位の要求機能（通水機能，止水機能）が求められる部材は図示していない。 

 

 

図 2－34 支持機能が要求される部材の範囲(上:壁部，下：床部) 
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2.8 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。設計

地下水位の一覧を表 2－6 に，設計地下水位を図 2－35～図 2－38 に示す。 

 

表 2－6 設計用地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

取水槽 

Ａ－Ａ断面 

4.50 
Ｂ－Ｂ断面 

Ｃ－Ｃ断面 

Ｄ－Ｄ断面 

 

  

44



 

41 

 

 

図 2－35 設計用地下水位（Ａ－Ａ断面） 

 

 

  

図 2－36 設計用地下水位（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 2－37 設計用地下水位（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

       

図 2－38 設計用地下水位（Ｄ－Ｄ断面） 
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3. 地震応答解析 

3.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法により，基

準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間積

分の時刻歴応答解析により行うこととし，解析手法については，図 3－1 に示す解析手

法の選定フローに基づき選定する。解析手法は，「補－026－01 屋外重要土木構造物

の耐震安全性評価について」の「4.4 取水槽」に示すとおり，東西方向については有

効応力解析，南北方向については全応力解析とする。なお，東西方向は有効応力解析に

加え，液状化しない場合の影響を確認するため，全応力解析も実施する。 

構造部材については，中床版，底版及び地震時荷重算出断面に垂直な壁部材を線形は

り要素，断面に平行な壁部材は平面応力要素とし，構造物の奥行方向の長さと各部材の

奥行方向の長さの比率や３次元構造解析モデルとの変位を整合させるためのヤング係

数の調整を行い，３次元解析モデルと等価な剛性となるようモデル化する。 

地盤については平面ひずみ要素でモデル化することとし，このうち岩盤，ＭＭＲ及び

埋戻コンクリートについては，線形でモデル化する。埋戻土及び改良地盤については，

地盤の剛性及び減衰のひずみ依存性を適切に考慮できるマルチスプリング要素でモデ

ル化することとし，ばね特性は双曲線モデル（有効応力解析では H-D モデル，全応力解

析では修正 GHE モデル）を用いて非線形性を考慮する。 

地震応答解析については，有効応力解析は解析コード「ＦＬＩＰ」，全応力解析は解

析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要

については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

地震応答解析手法の選定フローを図 3－2 に示す。 
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図 3－1 解析手法の選定フロー  

土木構造物の代表断面 

 

 施設周辺に地下水位以深の液状化対象層が存在する 

施設周辺の設計地下水位が底版より高い 

液状化検討対象施設 

 地表面が傾斜している等，液状化による側方流動 

の影響を受ける可能性がある 

YES 

YES 

YES 

有効応力解析 

NO 

全応力解析 

NO 

全応力解析＊2 

NO 

有効応力解析＊1,＊ 3 

注記＊1：不確かさケースとして，液状化しない場合の全応力解析を実施する。 

＊2：地下水位以深の液状化対象層の分布が局所的である断面のため全応力解析を実施するが，液状化の影響が構造物に

及んでいないことを有効応力解析により確認する。  

＊3：土木構造物の耐震評価の追加解析ケースとして，液状化しない場合の全応力解析を実施する。また，全応力解析に

ついて，有効応力解析の解析コードとの差異による影響を代表構造物（例：取水槽）で確認する。 

YES 

NO 
 

地下水位以深の液状化対象層が施設と 

接する又は施設側方に広範囲に分布する 

Ａ－Ａ断面 

Ｂ－Ｂ断面 

Ｃ－Ｃ断面 

Ｄ－Ｄ断面 
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図 3－2 地震応答解析の選定フロー 

  

【解析手法①】 

【解析手法②】 

【構造モデル】 

ＳＴＡＲＴ 

質点系解析 ２次元有限要素解析 

線形解析 等価線形解析 

はり要素 

（線形モデル） 

【地盤モデル】 

双曲線モデル 

（H-D モデル，修正 GHE モデル） 

指数関数モデル 

（修正 R-O モデル） 

非線形解析 

はり要素 

（Ｍ－φモデル） 

はり要素 

（ファイバーモデル） 

〇屋外重要土木構造物と地盤の動的 

 相互作用を考慮できる連成系の 

 地震応答解析手法を用いること。 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地震応答解析手法は，線形，等価線 

形，非線形のいずれかによること。 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地盤の地震時における非線形性を 

 考慮する。 

〇線形はり要素でモデル化する。 

〇地盤の応力－ひずみ関係をモデル 

化する。 
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3.2 地震応答解析モデルの設定 

3.2.1 解析モデル領域 

地震応答解析モデルのモデル化領域を図 3－3 に示す。 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう十分広い領域とする。具体的には，「ＪＥＡＧ４６０１－1987」を参

考に，モデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，モデル高さを構造物基礎幅の 1.5 倍～

2 倍確保している。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波長

の 5 分の 1 程度を考慮し，要素高さを 1ｍ程度まで細分割して設定する。 

構造物の要素分割については，「土木学会マニュアル」に従い，要素長さを部材

の断面厚さ又は有効高さの 2.0 倍以下とし，1.0 倍程度まで細分して設定する。 

 

 

 

図 3－3 モデル化領域の考え方 
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3.2.2 境界条件 

（1）固有値解析時 

Rayleigh 減衰の設定に用いる固有周期を求めるための固有値解析を実施する際

の境界条件は，境界が構造物を含めた周辺地盤の振動特性に影響を与えないよう設

定する。ここで，底面境界は地盤のせん断方向の卓越変形モードを把握するために

固定とする。境界条件の概念図を図 3－4 に示す。 

 

 

図 3－4 固有値解析における境界条件の概念図 
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（2）常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常時

応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は底面固定とし，

側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーとする。

境界条件の概念図を図 3－5 に示す。 

 

 

図 3－5 常時応力解析における境界条件の概念図 
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（3）地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬

するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降波がモデ

ル底面境界から半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッシュポットを

設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不整形地盤側方の地

盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自由地盤の側方にダッシ

ュポットを設定する。取水槽の地震時荷重算出断面図及び地震応答解析モデルを図

3－6～図 3－9 に示す。 
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（a）地震時荷重算出用地質断面図 

 

 

 

（b）地震応答解析モデル図 

図 3－6 取水槽の地震時荷重算出断面及び地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面） 
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（a）地震時荷重算出用地質断面図 

 

 

 

（b）地震応答解析モデル図 

図 3－7 取水槽の地震時荷重算出断面及び地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面） 
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（a）地震時荷重算出用地質断面図 

 

 

（b）地震応答解析モデル図 

図 3－8 取水槽の地震時荷重算出断面及び地震応答解析モデル図（Ｃ－Ｃ断面） 
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（a）地震時荷重算出用地質断面図 

 

 

（b）地震応答解析モデル図 

図 3－9 取水槽の地震時荷重算出断面及び地震応答解析モデル図（Ｄ－Ｄ断面） 
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3.2.3 構造物のモデル化 

（1）東西方向 

取水槽の東西方向は，構造的特徴を踏まえ，妻壁や隔壁の配置が異なることによる

剛性差を考慮して，除じん機エリア（Ａ－Ａ断面），海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）

及びストレ－ナエリア（Ｃ－Ｃ断面）を通る断面とし，エリアごとに等価剛性モデル

を作成する。漸拡ダクト部（Ｅ－Ｅ断面）については，他の３エリアと比べ内空が小

さく，また，頂版，側壁及び底版に十分なせん断補強筋が入っており，剛な構造物で

あると考えられることから，地震時荷重算出断面には含めないこととする。 

解析モデルの作成に当たり，除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）については，加振に対

して面外変形で抵抗する部材として，底版，側壁，角落し部に梁状に存在する中床版，

除じんスクリーンが設置される中床版及び５枚の導流壁は線形はり要素にてモデル

化し，加振に対して面内変形で抵抗する部材として，妻壁及び隔壁は平面応力要素に

てモデル化する。海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）については，底版，側壁，中床版

及び２枚の導流壁は線形はり要素にてモデル化し，妻壁及び隔壁は平面応力要素にて

モデル化する。ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）については，底版，側壁は線形はり

要素にてモデル化し，妻壁及び隔壁は平面応力要素にてモデル化する。なお，除じん

機エリア（Ａ－Ａ断面）の解析モデル化については，構造が複雑であることから，モ

デル化に使用する部材を図 3－10 示す。 

等価剛性モデルについて，側壁，底版及び中床版のような加振に対して面外変形で

抵抗する部材は，線形はり要素にてモデル化し，隔壁及び妻壁のような加振に対して

面内変形で抵抗する部材は，平面応力要素にてモデル化する。 

等価剛性の設定は，「補足 026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価につい

て」に記載の方針に基づき，以下の 2 つの手順に基づき行う。 

手順１として，エリア奥行長さに対する部材の奥行長さの比率から補正係数αを線

形はり要素及び平面応力要素それぞれに設定する。 

手順２として，線形の３次元構造解析モデルに水平荷重として単位荷重（100kN/m2）

を作用させ，構造物の奥行方向の平均的な水平変位を算定する。さらに，補正係数α

を設定した２次元モデルに同じ単位荷重を作用させ，剛性変化部における両側壁の平

均変位を算定し，３次元構造解析モデルの水平変位と等しくなるように補正係数βを

算定する。各エリアの等価剛性モデル概念図を図 3－11～図 3－13 に，各エリアにお

ける３次元構造解析モデルとの水平変位の比較位置を図 3－14～図 3－16 に示す。コ

ンクリ－トの弾性係数Ｅｃに補正係数α，βを乗じ，等価剛性モデルの弾性係数（剛

性）を設定する。剛性の調整方法を図 3－17 に，剛性調整結果を図 3－18 に，補正係

数の計算結果を表 3－1～表 3－6 に示す。また，補正係数βは平面応力要素に対して

のみ設定する。なお，単位荷重を載荷させる３次元モデル及び２次元モデルの底面の

境界条件は，構造物の変位に着目するため固定境界としている。 
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等価剛性モデルは，地震時荷重を保守的に評価するよう線形モデルとする。 

 

（2）南北方向 

取水槽の南北方向断面であるＤ－Ｄ断面は，底版，隔壁，妻壁及び中床版のような

加振に対して面外変形で抵抗する部材は，線形はり要素にてモデル化し，側壁のよう

な加振に対して面内変形で抵抗する部材は，平面応力要素にてモデル化する。 

Ｄ－Ｄ断面は，土圧を直接受ける妻壁と各エリアに配置される隔壁が上方向で拘束

されず地震時に一体として挙動しないことから，補正係数βについては調整せず，エ

リア奥行長さに対する部材奥行長さの比率から求める補正係数αのみ設定する。 

 

 

（平面図）               （縦断図） 

 

 

（解析モデル図） 

図 3－10 線形はり要素でモデル化する部材（除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）） 
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図 3－11 各エリアの等価剛性モデル（Ａ－Ａ断面） 
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図 3－12 各エリアの等価剛性モデル（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 3－13 各エリアの等価剛性モデル（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 3－14 等価剛性モデルと３次元構造解析モデルの変位比較概念図（Ａ－Ａ断面） 

  

＊
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図 3－15 等価剛性モデルと３次元構造解析モデルの変位比較概念図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

＊
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図 3－16 等価剛性モデルと３次元構造解析モデルの変位比較概念図（Ｃ－Ｃ断面） 

＊
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図 3－17 剛性の調整方法 

 

 

図 3－18 剛性調整結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３次元モデルと等価剛性モデル（海水ポンプエリア）の変位比較 

剛性の設定手順 

各部材の剛性は，以下の式に基づき設定する。 

  Ｅ＝ＥＣ×α×β 

   ここで， 

   Ｅ：等価剛性モデルの弾性係数 

   ＥＣ：コンクリートの弾性係数 

α：構造物の奥行長さに対する各部材の奥行長さの比率（Ｌｅ／Ｌ） 

Ｌｅ：部材の奥行長さ 

Ｌ：構造物の奥行長さ 

β：変位を合わせるための弾性係数の補正係数 

剛性調整 
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表 3－1 補正係数の計算結果（はり要素）（Ａ－Ａ断面） 

要素番号 α 

① 1.000 

② 0.333 

③ 0.333 

④ 0.333 

⑤ 0.333 

⑥ 0.333 

⑦ 1.000 

⑧ 1.000 

⑨ 0.896 

⑩ 0.896 

⑪ 0.896 

⑫ 0.896 

⑬ 0.896 

⑭ 1.000 

⑮ 1.000 

⑯ 1.000 

⑰ 1.000 

⑱ 1.000 

⑲ 1.000 

⑳ 1.000 

○21  1.000 

○22  0.641 

○23  0.525 

○24  0.238 

○25  1.000 
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表 3－2 補正係数の計算結果（はり要素）（Ｂ－Ｂ断面） 

要素番号 α 

① 1.000 

② 1.000 

③ 1.000 

④ 1.000 

⑤ 1.000 

⑥ 1.000 

⑦ 1.000 

⑧ 0.847 

⑨ 1.000 

 

表 3－3 補正係数の計算結果（はり要素）（Ｃ－Ｃ断面） 

要素番号 α 

① 1.000 

② 1.000 

③ 1.000 
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表 3－4 補正係数の計算結果（平面応力要素）（Ａ－Ａ断面） 

要素番号 α β 

１ 0.229 0.063 

２ 0.220 2.969 

３ 0.145 0.268 

３’ 0.145 0.134 

 

表 3－5 補正係数の計算結果（平面応力要素）（Ｂ－Ｂ断面） 

要素番号 α β 

１ 0.238 0.200 

２ 0.244 0.148 

３ 0.118 2.274 

４ 0.118 0.535 

 

表 3－6 補正係数の計算結果（平面応力要素）（Ｃ－Ｃ断面） 

要素番号 α β 

１ 0.2920 0.2117 

２ 0.2983 0.2358 
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3.2.4 隣接構造物のモデル化 

南北方向において，タ－ビン建物及び防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は取水槽の隣

接構造物に該当する。タービン建物については取水槽と近接しており，防波壁（多

重鋼管杭式擁壁）については取水槽との間が地盤改良され隣接構造物の地震応答が

剛性の大きい改良地盤を介して取水槽に伝達することが考えられるため，「補－026

－01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」の「8.1 隣接構造物のモ

デル化方針」に従い，タ－ビン建物及び防波壁（多重鋼管杭式擁壁）をモデル化す

る。 

以下に，それぞれの構造物のモデル化方針を示す。 

 

（1）タ－ビン建物 

タービン建物は「Ⅵ-2-2-7 タービン建物の地震応答計算書」における多質点系

モデル（多軸床柔多質点系モデル（水平）及び多軸多質点系モデル（鉛直））を基

に図 3－19 に示す手順で有限要素モデルを作成する。まず，多質点系モデルのフロ

ア毎に重量を，層毎に剛性を集約し，多質点系モデルと振動的に等価な単軸モデル

（水平，鉛直）を作成し，１次モードの固有周期が同等となるよう単軸モデルのせ

ん断断面積及び断面２次モーメントを補正する。その後，図 3－20 に示す関係式を

用いて，単軸モデルの水平剛性ＫＨ，鉛直剛性ＫＶ及び曲げ剛性Ｋφを有限要素モデ

ルのせん断剛性Ｇ，ポアソン比ν及びばね定数ｋｓに変換し，単軸モデルと有限要

素モデルが振動的に等価となるよう一致させる。なお，重量については，各節点の

分担長に応じて層毎に設定する。 

タービン建物の有限要素モデルを図 3－21 に，有限要素モデルの平面ひずみ要素

の物性値及び断面諸元を表 3－7 に，１次モードの固有周期の調整結果を表 3－8 に

示す。 

 

 

図 3－19 タービン建物の有限要素モデル作成の考え方 
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図 3－20 質点系モデルから有限要素モデルへのモデル化概要 

（原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価技術＜技術資料＞ 

（土木学会，原子力土木委員会，2009 年 2 月）より抜粋） 
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図 3－21 タービン建物 有限要素モデル図 

 

表 3－7 タービン建屋（平面ひずみ要素）の物性値 

物性 

番号 

せん断弾性係数G 

(kN/m2) 

ヤング係数E 

(kN/m2) 
ポアソン比ν 

① 1.221×105 3.453×105 0.41375 

② 2.174×105 6.120×105 0.40735 

③ 4.004×105 1.186×106 0.48175 

④ 4.060×105 1.203×106 0.48125 

⑤ 4.487×105 1.328×106 0.47987 

⑥ 6.592×105 1.705×107 0.29326 

 

表 3－8 固有周期（１次モード）の調整結果 

 有限要素モデル 
多質点系モデル 

（地盤ばねなし） 

水平方向 0.1729 0.1713 

鉛直方向 0.0558 0.0548 

 

（2）防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，Ⅵ-2-10-2-3-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

の耐震性についての計算書」に基づき，線形はり要素（ビ－ム要素）でモデル化す

る。  
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3.2.5 地盤のモデル化 

岩盤，ＭＭＲ及び埋戻コンクリートは線形の平面ひずみ要素でモデル化する。ま

た，埋戻土及び改良地盤は，地盤の非線形性をマルチスプリング要素で考慮した平

面ひずみ要素でモデル化する。岩盤（速度層）境界は，南北断面では速度層断面図

の北傾斜をモデル化し，東西断面では速度層断面図が概ね水平であることから水平

成層としてモデル化するが，取水槽下部において速度層境界が傾斜しているため，

保守的に低速度層が厚く分布するようモデル化する。 

 

3.2.6 ジョイント要素の設定 

地震時の地盤と構造体の剥離とすべりを考慮するため，地盤と構造体の接合面に

ジョイント要素を設ける。 

ジョイント要素は，隣接する要素の接合面で法線方向及びせん断方向に対して設

定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及び応

力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造体の接合面に

おけるせん断抵抗力以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロとし，すべ

りを考慮する。なお，せん断強度は次式により設定する。 

 

τf＝ｃ＋σ’tanφ 

 

ここで， 

 τf：せん断強度 

 ｃ：付着力 

 φ：摩擦角 

 

粘着力ｃ及び内部摩擦角φは，周辺地盤のｃ，φとし，「補足－023－01 地盤の

支持性能について」に基づき表 3－9 のとおりとする。また，接合面に設定するジ

ョイント要素のせん断強度は，表 3－10 に示すとおり，隣り合う地盤等の各せん断

強度のうち小さい値を採用する。 
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表 3－9 周辺地盤の強度特性（粘着力ｃ及び摩擦角φ）  

地盤 
粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 

岩盤（ＣＨ級） 1.62 53.0 

岩盤（ＣＭ級） 1.23 52.0 

岩盤（ＣＬ級） 0.56 37.0 

埋戻土 0.22 22.0 

改良地盤 1.25 0 

埋戻コンクリート 3.10 40.0 

ＭＭＲ 
f'ck=15.6* 3.10 40.0 

f'ck=18.0* 3.58 40.0 

注記＊：ＭＭＲの分布及び設計強度を図 3-21 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3－22 取水槽の周辺地盤（ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 
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表 3－10 ジョイント要素間の粘着力ｃと摩擦角φ  

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 材料１ 材料２ 

構造物 

無筋コンクリート*1 材料２のｃ 材料２のφ 

改良地盤 材料２のｃ 材料２のφ 

埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 材料２のｃ 材料２のφ 

改良地盤 

無筋コンクリート*1 材料１のｃ 材料１のφ 

埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

ＣＨ・ＣＭ級岩盤 材料１のｃ 材料１のφ 

ＣＬ級岩盤 材料２のｃ 材料２のφ 

無筋コンクリート＊1 

無筋コンクリート*1 
設計基準強度が 

小さい材料のｃ 

設計基準強度が 

小さい材料のφ 

埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 －*2 －*2 

注記＊1：ＭＭＲ，置換コンクリート及び埋戻コンクリートの総称。 

＊2：表面を露出させて打継処理が可能である箇所については，ジョイント要素を設定し 

ない。 
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また，ジョイント要素のばね定数は，「土木学会マニュアル」を参考に，数値計

算上，不安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値とし

て，表 3－11 のとおり設定する。ジョイント要素の力学的特性を図 3－23 に，ジョ

イント要素の配置を図 3－24～図 3－27 に示す。 

 

表 3－11 ジョイント要素のばね定数 

せん断剛性ｋｓ 

（kN/m3） 

圧縮剛性ｋｎ 

（kN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

 

 

図 3－23 ジョイント要素の力学的特性 
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(全体図) 

 

 

 

(ジョイント要素拡大) 

図 3－24 ジョイント要素の配置（Ａ－Ａ断面） 
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(全体図) 

 

 

 

(ジョイント要素拡大) 

図 3－25 ジョイント要素の配置（Ｂ－Ｂ断面） 

  

78



 

75 

 

 

 

(全体図) 

 

 

 

(ジョイント要素拡大) 

図 3－26 ジョイント要素の配置（Ｃ－Ｃ断面） 
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(全体図) 

 

 

 

(ジョイント要素拡大) 

図 3－27 ジョイント要素の配置（Ｄ－Ｄ断面） 
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3.3 減衰定数 

減衰定数は，「補－026－01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」の「9. 

地震応答解析における減衰定数」に基づき，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる解析モデル全体の固有周期と各材料の減衰比

に基づき，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の

Rayleigh 減衰を解析モデル全体に与える。Rayleigh 減衰の設定フローを図 3－28 に示

す。 

 

［ｃ］＝α［ｍ］＋β［ｋ］ 

［ｃ］：減衰係数マトリックス 

［ｍ］：質量マトリックス 

［ｋ］：剛性マトリックス 

α，β：係数 

  

81



 

78 

 

図 3－28 Rayleigh 減衰の設定フロー 

  

 

注：添字の 1 次及び 2 次のモードは固有値解析にて求める。 
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（1）全応力解析で設定する Rayleigh 減衰 

全応力解析における Rayleigh 減衰の係数α，βは，低次のモードの変形が支配的

となる地中埋設構造物に対して，その特定の振動モードの影響が大きいことを考慮し

て，固有値解析結果より得られる卓越するモードの減衰と Rayleigh 減衰が一致する

ように設定する。なお，卓越するモードは全体系の固有値解析における刺激係数及び

モード図にて決定するが係数α，βが負値となる場合は，当該モードを選定しない。 

 

ｈi＝α／２ωi＋βωi／２  

ｈi：固有値解析により求められた i 次モードの減衰定数 

ωi：固有値解析により求められた i 次モードの固有円振動数 

 

固有値解析結果の一覧を表 3－12～表 3－15 に，固有値解析におけるモード図を図

3－29～図 3－32 に，係数α，βを表 3－16 に，固有値解析結果に基づき設定した

Rayleigh 減哀を図 3－33～図 3－36 に示す。 

 

表 3－12 固有値解析結果（Ａ－Ａ断面） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 3.841 40 0 3.652 0.000 1 次として採用 

2 4.137 0 1 0.001 -0.788 － 

3 5.399 17 0 -3.355 0.000 － 

4 5.972 0 0 -0.004 -0.173 － 

5 6.730 13 0 2.023 0.000 － 

6 7.502 6 0 2.260 -0.001 － 

7 7.664 0 9 -0.004 2.875 － 

8 7.734 0 6 0.004 1.294 － 

9 8.337 0 0 -0.136 0.000 － 

10 9.060 0 2 0.030 1.236 － 

11 9.111 5 0 -2.248 0.024 － 

12 9.488 2 0 1.115 -0.235 － 

13 9.488 1 0 -1.074 -0.308 2 次として採用 

14 9.868 0 0 -0.234 -0.001 － 
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表 3－13 固有値解析結果（Ｂ－Ｂ断面） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 3.863 40 0 3.581 0.000 1 次として採用 

2 4.146 0 1 0.000 0.766 － 

3 5.466 17 0 -3.362 0.000 － 

4 5.947 0 0 0.001 0.186 － 

5 6.764 16 0 -2.201 0.000 － 

6 7.547 4 0 1.845 -0.001 － 

7 7.638 0 1 -0.002 0.771 － 

8 7.706 0 14 -0.001 -1.490 － 

9 8.420 0 0 -0.272 -0.002 － 

10 8.986 0 2 -0.005 1.301 － 

11 9.087 3 0 1.738 -0.001 － 

12 9.465 0 0 -0.001 -0.228 － 

13 9.631 3 0 0.849 0.001 2 次として採用 

14 9.834 0 0 0.369 0.005 － 

 

表 3－14 固有値解析結果（Ｃ－Ｃ断面） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 3.841 39 0 3.643 0.000 1 次として採用 

2 4.113 0 1 0.000 -0.773 － 

3 5.452 19 0 -3.619 0.000 － 

4 5.893 0 0 0.000 0.178 － 

5 6.660 18 0 -2.318 0.000 － 

6 7.530 2 0 -1.384 0.000 － 

7 7.555 0 1 0.000 -0.700 － 

8 7.679 0 15 0.000 1.522 － 

9 8.410 1 0 -0.422 0.000 － 

10 8.902 0 2 0.000 -1.170 － 

11 8.990 2 0 -1.290 0.000 － 

12 9.374 0 0 0.000 -0.436 － 

13 9.699 1 0 0.550 0.000 2 次として採用 

14 9.780 39 0 -1.095 0.000 － 
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表 3－15 固有値解析結果（Ｄ－Ｄ断面） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 2.685 29 0 6.273 0.630 1 次として採用 

2 3.412 41 0 -7.215 0.367 2 次として採用 

3 4.171 2 5 -1.047 1.813 － 

4 4.752 1 0 -0.764 -0.576 － 

5 5.316 0 0 -0.539 -0.480 － 

6 5.429 2 5 1.654 -2.785 － 

7 5.640 0 0 1.239 3.715 － 

8 5.938 6 1 -4.463 -1.764 － 

9 6.393 0 5 -0.105 1.505 － 

10 6.671 0 2 0.088 1.737 － 
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１次モード（f1=3.841Hz） 

（刺激係数 βx：3.652） 

２次モード（f2=4.137Hz） 

（刺激係数 βx：0.001） 

  

３次モード（f3=5.399Hz） 

（刺激係数 βx：-3.355） 

４次モード（f4=5.972 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.004） 

図 3－29（1） 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面） 
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５次モード（f5=6.730 Hz） 

（刺激係数 βx：2.023） 

６次モード（f6=7.502 Hz） 

（刺激係数 βx：2.260） 

  

７次モード（f7=7.664 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.004） 

８次モード（f8=7.734 Hz） 

（刺激係数 βx：0.004） 

図 3－29（2） 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面） 
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９次モード（f9=8.337 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.136） 

１０次モード（f10=9.060 Hz） 

（刺激係数 βx：0.030） 

  

１１次モード（f11=9.111 Hz） 

（刺激係数 βx：-2.248） 

１２次モード（f12=9.488 Hz） 

（刺激係数 βx：1.115） 

図 3－29（3） 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面） 
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１３次モード（f13=9.488 Hz） 

（刺激係数 βx：-1.074） 

１４次モード（f14=9.868 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.234） 

図 3－29（4） 固有値解析結果（モ－ド図）（Ａ－Ａ断面） 
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１次モード（f1=3.863 Hz） 

（刺激係数 βx：3.581） 

２次モード（f2=4.146 Hz） 

（刺激係数 βx：0.000） 

  

３次モード（f3=5.466 Hz） 

（刺激係数 βx：-3.362） 

４次モード（f4=5.947 Hz） 

（刺激係数 βx：0.001） 

図 3－30（1） 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面） 
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５次モード（f5=6.764 Hz） 

（刺激係数 βx：-2.201） 

６次モード（f6=7.547） 

（刺激係数 βx：1.845） 

  

７次モード（f7=7.638 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.002） 

８次モード（f8=7.706 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.001） 

図 3－30（2） 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面） 
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９次モード（f9=8.420 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.272） 

１０次モード（f10=8.986 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.005） 

  

１１次モード（f11=9.087 Hz） 

（刺激係数 βx：1.738） 

１２次モード（f12=9.465 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.001） 

図 3－30（3） 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面） 
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１３次モード（f13=9.631 Hz） 

（刺激係数 βx：0.849） 

１４次モード（f14=9.834 Hz） 

（刺激係数 βx：0.369） 

図 3－30（4） 固有値解析結果（モ－ド図）（Ｂ－Ｂ断面） 
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１次モード（f1=3.841 Hz） 

（刺激係数 βx：3.643） 

２次モード（f2=4.113） 

（刺激係数 βx：0.000） 

  

３次モード（f3=5.452 Hz） 

（刺激係数 βx：-3.619） 

４次モード（f4=5.893 Hz） 

（刺激係数 βx：0.000） 

図 3－31（1） 固有値解析結果（モード図）（Ｃ－Ｃ断面） 
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５次モード（f5=6.660 Hz） 

（刺激係数 βx：-2.318） 

６次モード（f6=7.530 Hz） 

（刺激係数 βx：-1.384） 

  

７次モード（f7=7.555 Hz） 

（刺激係数 βx：0.000） 

８次モード（f8=7.679 Hz） 

（刺激係数 βx：0.000） 

図 3－31（2） 固有値解析結果（モード図）（Ｃ－Ｃ断面） 
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９次モード（f9=8.410 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.422） 

１０次モード（f10=8.902 Hz） 

（刺激係数 βx：0.000） 

  

１１次モード（f11=8.990 Hz） 

（刺激係数 βx：-1.290） 

１２次モード（f12=9.374 Hz） 

（刺激係数 βx：0.000） 

図 3－31（3） 固有値解析結果（モード図）（Ｃ－Ｃ断面） 
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１３次モード（f13=9.699 Hz） 

（刺激係数 βx：0.550） 

１４次モード（f14=9.780 Hz） 

（刺激係数 βx：-1.095） 

図 3－31（4） 固有値解析結果（モ－ド図）（Ｃ－Ｃ断面） 

  

97



 

94 

 

  

１次モード（f1=2.685 Hz） 

（刺激係数 βx：6.273） 

２次モード（f2=3.412 Hz） 

（刺激係数 βx：-7.215） 

  

３次モード（f3=4.171 Hz） 

（刺激係数 βx：-1.047） 

４次モード（f4=4.752 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.764） 

図 3－32（1） 固有値解析結果（モード図）（Ｄ－Ｄ断面） 
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５次モード（f5=5.316 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.539） 

６次モード（f6=5.429 Hz） 

（刺激係数 βx：1.654） 

  

７次モード（f7=5.640 Hz） 

（刺激係数 βx：1.239） 

８次モード（f8=5.938 Hz） 

（刺激係数 βx：-4.463） 

図 3－32（2） 固有値解析結果（モード図）（Ｄ－Ｄ断面） 

  

99



 

96 

  

９次モード（f9=6.393 Hz） 

（刺激係数 βx：-0.105） 

１０次モード（f10=6.671 Hz） 

（刺激係数 βx：0.088） 

図 3－32（3） 固有値解析結果（モ－ド図）（Ｄ－Ｄ断面） 

 

  

100



 

97 

表 3－16 全応力解析で設定する Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－33 設定した Rayleigh 減衰（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 3－34 設定した Rayleigh 減衰（Ｂ－Ｂ断面）  

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面 0.674 2.017×10-4 

Ｂ－Ｂ断面 0.674 1.986×10-4 

Ｃ－Ｃ断面 0.708 1.240×10-4 

Ｄ－Ｄ断面 0.609 1.377×10-3 
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図 3－35 設定した Rayleigh 減衰（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

図 3－36 設定した Rayleigh 減衰（Ｄ－Ｄ断面） 
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（2）有効応力解析で設定する Rayleigh 減衰 

有効応力解析における Rayleigh 減衰は，地震力による時系列での地盤剛性の軟化

に伴う１次固有振動数の低振動数側へのシフトに応じて，地盤応答の保守的な評価が

行われるよう係数αを 0 として設定し，低振動数帯で減衰α［m］の影響がない剛性

比例型減衰としている。また，係数βは，「FLIP 研究会 14 年間の検討成果のまとめ

［理論編］」に基づきβ=0.002 と設定する。 

有効応力解析で設定する Rayleigh 減衰における係数α，βを表 3－17，設定した

Rayleigh 減衰を図 3－37 に示す。 

 

表 3－17 有効応力解析で設定する Rayleigh 減衰における係数 α，β の設定結果 

 

 

 

 

 

 

図 3－37 設定した Rayleigh 減衰 

  

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面 0.000 0.002 

Ｂ－Ｂ断面 0.000 0.002 

Ｃ－Ｃ断面 0.000 0.002 
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3.4 荷重の組合せ 

耐震評価にて考慮する荷重は，通常運転時の荷重（永久荷重）及び地震荷重を抽出し，

それぞれを組み合せて設定する。地震荷重には，地震時土圧，機器・配管系からの反力

及び動水圧による荷重が含まれるものとする。 

なお，取水槽の運転時，設計基準事故時及び重大事故時の状態における荷重条件は同

一であり，評価は設計基準対象施設の評価結果に包括されることから，設計基準対象施

設の評価結果を用いた重大事故等対処施設の評価を行う。 

荷重の組合せを表 3－18 に示す。 
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表 3－18 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法の概要 

永久荷重 

（常時荷重） 

固定 

荷重 

躯体自重 〇 

・設計図書に基づいて，対象構造

物の体積に材料の密度を乗じて

設定する。 

機器・配管荷重 〇 
・機器・配管系の重量に基づいて

設定する。 

浸水防護施設荷重 〇 
・防水壁及び防水扉の重量に基づ

いて設定する。 

竜巻防護対策 

設備荷重 
〇 

・竜巻防護壁，竜巻防護鋼板及び

竜巻防止ネットの重量に基づい

て設定する。 

積載 

荷重 

静止土圧 〇 ・常時応力解析により設定する。 

外水圧 〇 

・地下水位に応じた静水圧として

考慮する。 

・地下水の密度を考慮する。 

内水圧 〇 

・内水位に応じた静水圧として考

慮する。 

・海水の密度を考慮する。 

積雪荷重 
〇 ・地表面，躯体表層及び中床版の

一部に考慮する。 

土被り荷重 〇 ・常時応力解析により設定する。 

永久上載荷重 ― 
・地表面に恒常的に置かれる設備

等はないことから考慮しない。 

偶発荷重 

（地震荷重） 

水平地震動 〇 ・基準地震動Ｓｓによる水平・鉛

直同時加振を考慮する。 鉛直地震動 〇 

動水圧 〇 

・水位条件及び密度は，永久荷重の

うち内水圧と同様とする。 

・地震時動水圧を付加質量により

考慮する。 
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3.4.1 機器・配管荷重 

地震時に取水槽に作用する機器・配管の荷重図を図 3－38～図 3－41 に，荷重を

考慮する主要な機器・配管を表 3－19 に示す。機器・配管の荷重は，機器・配管位

置にダミー（剛性０）のビーム要素もしくはシェル要素を作成し，密度を与えるこ

とで考慮する。循環水ポンプや原子炉補機冷却水ポンプ等の主要な機器設置範囲に

荷重を載荷し，配管荷重は，部材全体に分布荷重として考慮する。 

 

 

図 3－38 機器・配管の荷重図（除じん機エリア） 
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図 3－39 機器・配管の荷重図（海水ポンプエリア） 
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図 3－40 機器・配管の荷重図（ストレーナエリア） 

 

 

図 3－41 機器・配管の荷重図（南北断面） 

 

表 3－19 荷重を考慮する主要な機器・配管等 

部位 主な考慮する機器・配管荷重 

除じん機 

エリア 

中床版 除じん機：421.7kN/基 

底版 除じん機：156.9kN/基 

海水ポンプ 

エリア 

隔壁 循環水ポンプモータ：872.8kN/基 

中床版 

循環水ポンプ：837.5kN/基 

原子炉補機海水ポンプ：161.8kN/基 

タービン補機海水ポンプ：122.6kN/基 

ストレーナ 

エリア 
中床版 

原子炉補機海水ストレーナ：176.5kN/基 

タービン補機海水ストレーナ：98.1kN/基 

  

除じん機基礎 
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3.4.2 浸水防護施設荷重 

「Ⅵ-2-10-2-8 防水壁の耐震性についての計算書」及び「Ⅵ-2-10-2-9 水密扉

の耐震性についての計算書」に示す取水槽上部に設置されている浸水防護施設の自

重を荷重として考慮する。 

浸水防護施設の位置図を図 3－42 に，荷重図を図 3－43～図 3－45 に示す。 

 

: 浸水防護施設 

  

図 3－42 浸水防護施設 位置図 
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図 3－43 浸水防護施設 荷重図（除じん機エリア） 

 

 

 

図 3－44 浸水防護施設 荷重図（海水ポンプエリア） 
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図 3－45 浸水防護施設 荷重図（南北断面） 
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3.4.3 竜巻防護対策設備荷重 

「Ⅵ-2-11-2-5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の耐震性についての計算

書」及び「Ⅵ-2-11-2-6-3 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の耐震性につ

いての計算書」に示す取水槽上部に設置されている竜巻防護対策設備の自重を荷重

として考慮する。 

竜巻防護対策設備の位置図を図 3－46 に，荷重図を図 3－47～図 3－50 に示す。 

 

 

 

: 竜巻防護対策設備 

図 3－46 竜巻防護対策設備 位置図 
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図 3－47 竜巻防護対策設備 荷重図（除じん機エリア） 

 

 

図 3－48 竜巻防護対策設備 荷重図（海水ポンプエリア） 
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図 3－49 竜巻防護対策設備 荷重図（ストレーナエリア） 

 

 

図 3－50 竜巻防護対策設備 荷重図（南北断面） 
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3.4.4 外水圧 

外水圧は，地下水位に応じた静水圧を設定する。地下水位については，「2.8 地

下水位」のとおりとし，地下水の密度として，1.00g/cm3 を考慮する。 

外水圧図を図 3－51～図 3－54 に示す。 

 

 

図 3－51 外水圧図（除じん機エリア） 

 

 

図 3－52 外水圧図（海水ポンプエリア） 
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図 3－53 外水圧図（ストレーナエリア） 

 

 

図 3－54 外水圧図（南北断面） 
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3.4.5 内水圧 

取水槽の内部には，朔望平均干潮位 EL -0.02m からポンプ通常運転時の水位低

下を加味した EL-0.30m を内水位として設定する。設定の際は，海水の密度として，

1.03g/cm3 を考慮する。 

内水圧図を図 3－55～図 3－57 に示す。 

 

 

図 3－55 内水圧図（除じん機エリア） 

 

 

図 3－56 内水圧図（海水ポンプエリア） 

 

 

図 3－57 内水圧図（南北断面）  
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3.4.6 積雪荷重  

取水槽に作用する積雪荷重図を図 3－58～図 3－61 に示す。 

積雪荷重は，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された

観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を

考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，

積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

中床版への積雪荷重は，開口部，壁及び梁の面積を除いた範囲とする。 

 

 

図 3－58 積雪荷重図（除じん機エリア） 

 

 

図 3－59 積雪荷重図（海水ポンプエリア） 
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図 3－60 積雪荷重図（ストレーナエリア） 

 

 

図 3－61 積雪荷重図（南北断面） 
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3.4.7 動水圧 

動水圧は Westergaard 式から算定する。 

(1) 水平方向の動水圧 

取水槽内部の水を固定水として扱い，次式で算定する。水平方向動水圧の概要図

を図 3－62 に示す。 

pw =
7

8
× c × γw × √(h × y) × kH  

pw：動水圧 

ｃ：補正係数 

Ｌ／ｈ＜1.5 の場合，ｃ＝Ｌ／(1.5ｈ) 

Ｌ／ｈ≧1.5 の場合，ｃ＝1.0 

Ｌ：水路幅 

ｈ：水深 

γw：水の単位体積重量 

ｙ：水面から動水圧を求める点までの深さ 

kH：水平震度 

 

 

図 3－62 水平方向の動水圧分布図 
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(2) 鉛直方向の動水圧 

取水槽内部の水を固定水として扱い，次式で算定する。鉛直方向動水圧の概要図

を図 3－63 に示す。 

pw = kV × γw × h 

pw：動水圧 

kV：鉛直震度 

γw：水の単位体積重量 

ｈ：水深 

 

 

図 3－63 鉛直方向の動水圧分布図 
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3.5 地震応答解析の解析ケース 

3.5.1 耐震評価における解析ケース 

（1） 地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース 

取水槽は，構造物の大部分が地中に埋設された鉄筋コンクリート構造物であり，

構造物の耐震性に支配的な損傷モードは地盤のせん断変形を伴う構造部材の曲げ・

軸力系の破壊及びせん断破壊となる。 

Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面周辺には，動的変形特性にひずみ依存性

がある埋戻土が主に分布しており，埋戻土が地震時に構造物への応答に大きく影響

を与えると判断されることから，埋戻土のばらつきについて影響を確認する。ばら

つきを考慮する物性値は地盤のせん断変形を定義するせん断弾性係数とし，平均値

を基本ケース（表 3－20 に示すケース①）とした場合に加えて，平均値±1.0×標

準偏差（σ）のケース（表 3－20 に示すケース②及び③）について確認を行う。さ

らに，非液状化の条件を仮定したケース④及び⑤を実施することにより，地盤物性

のばらつきの影響を網羅的に考慮する。 

Ｄ－Ｄ断面は，耐震評価における３次元構造解析の条件をそろえるため，埋戻土

のばらつきを考慮することとする。平均値を基本ケース（表 3－21に示すケース⑥）

とした場合に加えて，平均値±1.0×標準偏差（σ）のケース（表 3－21 に示すケ

ース⑦及び⑧）について確認を行う。 

地盤のばらつきの設定方法の詳細は，「補足-023-01 地盤の支持性能について」

に示す。 
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表 3－20 取水槽の耐震評価における解析ケース 

（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値 

ケース② 有効応力解析 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 有効応力解析 平均値－１σ 平均値 

ケース④ 全応力解析 平均値 平均値 

ケース⑤ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値 

 

表 3－21 取水槽の耐震評価における解析ケース（Ｄ－Ｄ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん 

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース⑥ 

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 平均値 

ケース⑦ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値 

ケース⑧ 全応力解析 平均値－１σ 平均値 
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（2） 耐震評価における解析ケースの組合せ 

取水槽の耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（6 波）及びこれらに位相反

転を考慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波を用いて基本ケース（Ａ－Ａ断面，Ｂ

－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面の場合はケース①，Ｄ－Ｄ断面の場合はケース⑥）を実施

する。 

基本ケースにおいて，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び地盤の支持力照査の

照査項目ごとに照査値が 0.5 を超えるすべての照査項目に対して，最も厳しい地震

動＊を用いて，Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面の場合は表 3－22 に示すケ

ース②～⑤を，Ｄ－Ｄ断面の場合は表 3－23 に示すケース⑦及び⑧を実施する。す

べての照査項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しくなる地

震動を用いて，Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面の場合はケース②～⑤を，

Ｄ－Ｄ断面の場合はケース⑦及び⑧を実施する。 

また，上記解析ケースの結果を踏まえ，更に照査値が大きくなる可能性がある場

合は，追加解析を実施する。 

追加解析ケースを実施する地震動の選定フローを図 3－64 に示す。 

注記＊：各要求機能（支持機能，通水機能，止水機能）により許容限界は異なるが，

各照査項目に対して，照査値が最大となる地震動を選定する。 
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表 3－22 取水槽の耐震評価における解析ケース（基本ケース：有効応力解析） 

 

注
記

＊
：

地
震

動
の

位
相

に
つ

い
て

，
＋

＋
の

左
側

は
水

平
動

，
右

側
は

鉛
直

動
を

表
し

，
「

－
」

は
位

相
を

反
転

さ
せ

た
ケ

ー
ス

を
示

す
。
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表 3－23 取水槽の耐震評価における解析ケース（基本ケース：全応力解析） 

解析ケース 

ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相

を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波に
対し，ケース⑥（基本ケース）を実施し，
曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び基
礎地盤の支持力照査の各照査項目ごとに
照査値が 0.5 を超える照査項目に対し
て，最も厳しい（許容限界に対する裕度
が最も小さい）地震動を用いてケース⑦
及び⑧を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース⑦及び⑧を実
施する。 
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図 3－64 追加解析を実施する地震動の選定フロー（Ｄ－Ｄ断面の例） 

  

START 

12 波＊を用いて 

ケース⑥（基本ケース）の 

耐震評価を実施 

ケース⑥（基本ケース）を用

いた 12 波に対する照査値が 

曲げ・軸力系の破壊＞0.5 

せん断破壊＞ 0.5 

基礎地盤の支持力照査＞ 0.5 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

の照査値のうち最も照査値

が厳しい地震動 1 波を選定 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

に対する,それぞれの照査項

目について,照査値が最も厳

しい地震動 1 波を選定 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

値のうち照査値が 0.5 を超

える照査項目について,照査

値が最も厳しい地震動 1 波

を選定 

選定した地震動を用い, 

ケース⑦及び⑧の耐震評価を実施 

曲げ,せん断,支持性能に対するそれぞれの照査項目について ,

上記解析ケースの結果を踏まえ ,さらに照査値を大きくなる可

能性がある場合は,追加解析及び耐震評価を実施 

END 

注記＊：基準地震動 Ss 波（6 波）に位相反転を考慮した地震

動（6 波）を加えた 12 波 

YES 

NO 

ケース⑥（基本ケース）を用い

た 12 波に対する照査値が 

曲げ・軸力系の破壊≦0.5 

せん断破壊≦ 0.5 

基礎地盤の支持力照査≦ 0.5 

NO 

YES 
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3.5.2 機器・配管系の耐震評価に適用する解析ケース 

（1） 材料物性のばらつきを考慮した解析ケース 

材料物性のばらつきについては，剛性を定義するコンクリートのヤング係数が，コ

ンクリートの設計基準強度に対応して定まることを踏まえ，コンクリートの設計基準

強度を基本ケースとし，ヤング係数をコンクリートの実強度に対応して定めたケース

について確認を行う（表 3－24 に示すケース⑨及び表 3－25 に示すケース⑪）。 

屋外重要土木構造物等の耐震性に支配的な要因である土圧は，構造物と周囲の地盤

の剛性差により生じることから，構造物の剛性が低下し，地盤との剛性差が小さくな

ることは，耐震裕度が向上することとなる。したがって，屋外重要土木構造物等のコ

ンクリートは設計基準強度に対応する剛性を基本とし，ばらつきの考慮としては，土

圧が大きく評価されるようコンクリートの実強度に対応する剛性について確認を行

う。なお，屋外重要土木構造物等は，屋外かつ湿潤した地盤に接して地中に埋設され

ていることから，建物と異なり乾燥する環境にはなく，点検においても乾燥収縮によ

る有害なひび割れは確認されておらず，コンクリートの剛性低下は顕在化していない。 

取水槽におけるコンクリート実強度は，図 3－65 及び図 3－66 に示す位置における

コア抜き強度ｆ’ｃｋの平均値とし，ヤング係数は実強度の平均値からコンクリート標

準示方書に基づき算出する。取水槽のコンクリート実強度及びヤング係数を表 3－26

及び表 3－27 に示す。 
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表 3－24 機器・配管系の耐震評価における解析ケース 

（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

備考 
埋戻土 

（Ｇ０：初期せん 

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値  

ケース② 有効応力解析 平均値＋１σ 平均値  

ケース③ 有効応力解析 平均値－１σ 平均値  

ケース④ 全応力解析 平均値 平均値  

ケース⑤ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値  

ケース⑨ 有効応力解析 平均値 平均値 
コンクリート 

実強度＊ 

ケース⑩ 有効応力解析 平均値 平均値 地下水位低下 

注記＊：既設構造物のコア採取による圧縮強度試験に基づき表 3－22 に示すとおりとする。 

 

表 3－25 機器・配管系の耐震評価における解析ケース（Ｄ－Ｄ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

備考 
埋戻土 

（Ｇ０：初期せん 

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース⑥ 

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 平均値  

ケース⑦ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値  

ケース⑧ 全応力解析 平均値－１σ 平均値  

ケース⑪ 全応力解析 平均値 平均値 
コンクリート 

実強度＊ 

ケース⑫ 全応力解析 平均値 平均値 地下水位低下 

注記＊：既設構造物のコア採取による圧縮強度試験に基づき表 3－22 に示すとおりとする。 

  

129



 

126 

 

図 3－65 コア採取位置図 

 

 

図 3－66 コア採取位置拡大図 
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表 3－26 取水槽のコンクリート実強度及びヤング係数 

コンクリート実強度 

（N/mm2） 

ヤング係数 

（kN/mm2） 

37.6 30.3 

 

表 3－27 取水槽のコア採取による圧縮強度試験結果 

採取位置＊ 採取年 
供試体数 

（本） 

コンクリート 

実強度（N/mm2） 

ヤング係数 

（kN/mm2） 

最大 最小 最大 最小 

気中帯①～③ 2016 3 40.9 32.3 29.0 28.5 

干満帯①～③ 2016 3 37.5 31.6 27.2 23.7 

海中帯①～③ 2016 3 41.8 41.6 35.3 31.1 

注記＊：採取位置は図 3－65 及び図 3－66 に示す。 
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（2） 地下水位の影響を考慮した解析ケース 

取水槽の耐震評価に用いる地下水位は，地下水位低下設備に期待せず，保守的に

高く設定していることから，機器・配管系の床応答への影響を確認するため，地下

水位が十分低下している（解析モデル内に地下水位を設定しない）状態での影響検

討を実施する（表 3－24 に示すケース⑩及び表 3－25 に示すケース⑫）。 

 

（3） 機器・配管系の耐震評価における解析ケースの組合せ 

取水槽に支持される機器・配管系の耐震安全性評価に適用する床応答への保守的

な配慮として，基準地震動Ｓｓ（全波（6 波）及びこれらに位相反転を考慮した地

震動（6 波）を加えた全 12 波）及び弾性設計用地震動Ｓｄ（全波（7 波）及びこれ

らに位相反転を考慮した地震動（9 波）を加えた全 16 波）を用いて，Ａ－Ａ断面及

びＢ－Ｂ断面においては表 3－28 及び表 3－29 に示すとおり有効応力解析（ケース

①～③）に加え，全応力解析（ケース⑤）を行う。また，Ｄ－Ｄ断面においては表

3－30 及び表 3－31 に示すとおり全応力解析（ケース⑥～⑧）を行う。 

上記に加え，Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面においては表 3－28 に示すとおり影響検

討ケース（ケース⑨及び⑩）を，Ｄ－Ｄ断面においては表 3－30 に示すとおり影響

検討ケース（ケース⑪及び⑫）を併せて実施する。なお，影響検討ケースは位相特

性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動Ｓｓ－Ｄ

に対して実施することとする。 
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表 3－28 取水槽の機器・配管系の耐震評価に適用する解析ケース 

（基準地震動Ｓｓ，Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

 注
記

＊
１

：
地

震
動

の
位

相
に

つ
い

て
，

＋
＋

の
左

側
は

水
平

動
，

右
側

は
鉛

直
動

を
表

し
，

「
－

」
は

位
相

を
反

転
さ

せ
た

ケ
ー

ス
を

示
す

。
 

＊
２

：
〇

は
設

計
に

用
い

る
解

析
ケ

ー
ス

を
示

し
，

△
は

影
響

検
討

ケ
ー

ス
を

示
す

。
影

響
検

討
ケ

ー
ス

に
つ

い
て

は
，

Ｓ
ｓ

－
Ｄ

（
＋

＋
）

に
よ

り
影

響
の

程
度

を
 

確
認

す
る

。
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表 3－29 取水槽の機器・配管系の耐震評価に適用する解析ケース 

（弾性設計用地震動Ｓｄ，Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位 

相を反転させたケースを示す。 

 

  

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ ケース⑤ 

基本ケース 

地盤物性のば

らつき（＋１

σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のば

らつき（－１

σ）を考慮し

た解析ケース 

非液状化の条

件を仮定した

解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 平均値＋１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｄ－Ｄ 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－１ 

＋＋＊ ○ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ ○ 
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表 3－30 取水槽の機器・配管系の耐震評価に適用する解析ケース 

（基準地震動Ｓｓ，Ｄ－Ｄ断面） 

 注
記

＊
１

：
地

震
動

の
位

相
に

つ
い

て
，

＋
＋

の
左

側
は

水
平

動
，

右
側

は
鉛

直
動

を
表

し
，

「
－

」
は

位
相

を
反

転
さ

せ
た

ケ
ー

ス
を

示
す

。
 

＊
２

：
〇

は
設

計
に

用
い

る
解

析
ケ

ー
ス

を
示

し
，

△
は

影
響

検
討

ケ
ー

ス
を

示
す

。
影

響
検

討
ケ

ー
ス

に
つ

い
て

は
，

Ｓ
ｓ

－
Ｄ

（
＋

＋
）

に
よ

り
影

響
の

程
度

を
 

確
認

す
る

。
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表 3－31 取水槽の機器・配管系の耐震評価に適用する解析ケース 

（弾性設計用地震動Ｓｄ，Ｄ－Ｄ断面） 

解析ケース 

ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ 

基本ケース 

地盤物性のばらつ

き（＋１σ）を考

慮した解析ケース 

地盤物性のばらつ

き（－１σ）を考

慮した解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｄ－Ｄ 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－１ 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相

を反転させたケースを示す。 
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4. ３次元構造解析 

4.1 解析手法 

取水槽は，加振方向に平行に配置される妻壁や隔壁を有する箱形構造物であることか

ら，構造部材の応答値の算出は，３次元構造解析により行い，構造物の各部材を非線形

シェル要素でモデル化し，耐震評価を行う。 

取水槽は，耐震重要施設及び常設重大事故等対処設備を支持する機能（間接支持機能），

非常時における海水の通水機能及び浸水防止のための止水機能が要求される。 

取水槽に作用する荷重は，２次元の地震応答解析において構造物の評価に支配的な荷

重が作用する時刻を選定し，当該時刻における地震時応答から設定する。３次元構造解

析には，解析コード「FINAS/STAR」を用いる。解析コードの検証及び妥当性確認の概要

については，Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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4.2 解析モデルの設定 

4.2.1 構造物のモデル化 

材料の非線形特性を考慮した非線形シェル要素でモデル化する。モデル概念図を

図 4－1 に，各部材の要素座標系を図 4－2 に示す。なお，開口部については，部材

厚程度以上の開口をモデル化することとする。 
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図 4－1 ３次元構造解析モデルの概念図(再掲)＊ 

注記＊：部材を説明するための図であり，解析モデルではない。  
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図 4－2（1） 各部材の要素座標系 

  

中床版①～③ 底版 
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黒（Ｘ，Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す。 

赤（Ｘ，Ｙ）：要素座標系を示す。 
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図 4－2（2） 各部材の要素座標系 

  

黒（Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す。 

赤（Ｘ，Ｙ）：要素座標系を示す。 
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図 4－2（3） 各部材の要素座標系 
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黒（Ｘ，Ｚ）：全体座標系を示す。 

赤（Ｘ，Ｙ）：要素座標系を示す。 
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非線形シェル要素は，部材高さ方向に平面要素を重ね合わせて構成する。主筋の

位置が層の中心となるよう上側，下側に鉄筋コンクリートの層を設定し，鉄筋コン

クリート層を除く範囲は，無筋コンクリート層としてモデル化する。鉄筋コンクリ

ート層の厚さは，「土木学会マニュアル」に示される一般的な分割方法に従い，か

ぶり厚さの 2 倍とする。各要素の鉄筋部分は，鉄筋の軸方向剛性のみを有する鉄筋

層としてモデル化する。図 4－3 に非線形シェル要素の概念図を示す。 

また，部材接合部の隅角部には剛域を設ける。剛域は，「コンクリート標準示方

書 2002」に基づき，図 4－4 のように設定する。ただし，剛域を設けることにより，

要素が過度に扁平となる場合には設定しないこととする。 

 

 

図 4－3 非線形シェル要素の概念図 

 

 

図 4－4 剛域の設定（「コンクリート標準示方書 2002」より引用） 

  

第2層

第3層

第4層

第5層

コンクリートと鉄筋の複合要素
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 主筋と配力筋のかぶり
厚の最小かぶり厚×2

 主筋と配力筋のかぶり
厚の最小かぶり厚×2

（板厚-第1層-第6層）/4

第1層
コンクリートと鉄筋の複合要素

コンクリート要素

コンクリート要素

コンクリート要素

コンクリート要素

第6層

板厚中心
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4.2.2 境界条件 

３次元構造解析における境界条件を表 4－1 に示す。取水槽南側のタービン建物

との接合面については，耐震ジョイントが設置されていることから東西方向及び鉛

直方向にはローラーを配置する。南北方向には，隣接するタービン建物により構造

物の変形が拘束されることから，固定とする。 

 

表 4－1 ３次元構造解析モデルにおける境界条件 

 南側面 北側面 東側面 西側面 底面 

常時 

荷重 

上部 面直固定 常時土圧 
常時土圧 常時土圧 線形ばね 

下部 常時土圧 フリー 

地震時 

荷重 

１方向 

上部 面直固定 非線形ばね 
地震時土圧 地震時土圧 非線形ばね 

下部 非線形ばね フリー 

２方向 

上部 面直固定 地震時土圧 
地震時土圧 地震時土圧 非線形ばね 

下部 地震時土圧 フリー 

 

4.2.3 剛域の設定 

取水槽の３次元構造解析モデルについては，部材接合部への剛域設定に当たり，

「コンクリート標準示方書 2002（図 4－4 参照）」に基づき，底版等部材厚が厚い

部材に剛域を設定することとし，本解析モデルでは底版の最小厚さである 1.9m 以

上の部材を対象として剛域を設定する。本解析モデルにおける剛域設定箇所を図 4

－5 に示す。 

 

 

図 4－5 取水槽 剛域設定範囲（赤範囲：剛域）  
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4.2.4 地盤ばね要素 

常時解析において，支持地盤に設定する地盤ばねは線形ばね＊でモデル化し，基

礎地盤に対する静的な載荷状態を想定して定義されている「道示・下部構造編」に

基づき設定する。 

地震時解析において，支持地盤及び側方地盤に設定する地盤ばねは地盤と構造物

間の剥離を考慮できる非線形ばねでモデル化し，「道示・耐震設計編」に基づき設

定する。解析フローごとの地盤ばね設定について図 4－6 に，地盤ばね設定のイメ

ージ図を図 4－7 に示す。 

1 方向載荷時には，構造物底面及び載荷方向と平行な妻壁に地盤ばねを設定する。

ただし，取水槽南側のタービン建物との接合面については，耐震ジョイントが設置

されていることから，面直固定とする。 

２方向載荷時には，構造物底面にのみ地盤ばねを設定する。ただし，取水槽南側

のタービン建物との接合面については，面直固定とする。 

    注記＊：非線形ばねに剥離，すべりを考慮しないばねとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－6 解析フローごとの地盤ばね設定 

  

常時解析データ 

・底面地盤：線形ばね 

常時解析 

地震時解析データ 

・底面地盤：非線形ばね 

・側方地盤：非線形ばね 

地震時解析 
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（１方向載荷） 

 

 

（２方向載荷） 

図 4－7 地盤ばね設定のイメージ図 

  

地震時荷重 

地盤ばね 

載荷方向 

地震時荷重 地盤ばね 

載荷方向 

地震時荷重 

面直固定 

面直固定 
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（1）常時 

常時における地盤ばねは，構造物の底面に面直ばねとせん断方向ばねを考慮する。

面直ばねに設定する鉛直方向地盤反力係数ｋＶ及びせん断方向ばねに設定する水平

方向せん断地盤反力係数ｋｓは，「道示・下部構造編」により算出する。 

 

a. 鉛直方向地盤反力係数 

ｋ
Ｖ
＝ｋ

Ｖ０
(
Ｂ

Ｖ

0.3
)

-
3
4

 

ｋ
Ｖ０

＝
1

0.3
αＥ

Ｓ
 

 

ｋＶ ：鉛直方向地盤反力係数（kN/m3） 

ｋＶ０：鉛直方向地盤反力係数の基準値（kN/m3） 

ＢＶ ：基礎の換算載荷幅（m）Bv＝√Av 

ＡＶ ：鉛直方向の載荷面積（m2） 

ＥＳ ：地盤の静的変形係数（kN/m2） 

α ：地盤反力係数の換算係数（α＝１） 

 

b. 水平方向せん断地盤反力係数 

ｋＳ＝λｋＶ 

ここで， 

ｋＳ  ：水平方向せん断地盤反力係数（kN/m3） 

λ ：鉛直方向地盤反力係数に対する水平方向せん断地盤反力係数の比で， 

λ＝0.3 とする。 

ｋＶ ：鉛直方向地盤反力係数（kN/m3） 
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（2）地震時 

地震時における地盤ばねは，構造物の底面に面直ばねとせん断方向ばねを考慮す

る。面直ばねに設定する鉛直方向地盤反力係数ｋＶ及びせん断方向ばねに設定する

水平方向せん断地盤反力係数ｋＳは，「道示・下部構造編」により算出し，面直方

向地盤反力係数の基準値ｋＶ０は「道示・耐震設計編」に準拠して算出する。 

 

ｋ
Ｖ
＝ｋ

Ｖ０
(
Ｂ

Ｖ

0.3
)

－
3
4

 

ｋ
Ｖ０

＝
1

0.3
Ｅ

Ｄ
 

Ｅ
Ｄ
＝2(1+ν

Ｄ
)Ｇ

Ｄ
 

 

ｋＶ  ：鉛直方向地盤反力係数（kN/m3） 

ｋＶ０ ：鉛直方向地盤反力係数の基準値（kN/m3） 

ＢＶ  ：基礎の換算載荷幅（m）Bv＝√Av 

ＡＶ  ：鉛直方向の載荷面積（m2） 

ＥＤ  ：地盤の動的変形係数（kN/m2） 

νＤ ：地盤の動的ポアソン比 

ＧＤ  ：地盤の動的せん断変形係数（kN/m2） 
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（3）側方地盤ばね 

側方地盤ばねは，構造物の側面に面直ばねを考慮する。側面の面直方向の地盤反

力係数ｋＨは，「道示・下部構造編」に基づき設定する。そのうちの面直方向地盤

反力係数の基準値ｋＨ０は「道示・耐震設計編」に準拠して算出する。 

 

ｋ
Ｈ
=ｋ

Ｈ０
(
Ｄ

Ｈ

0.3
)

-
3
4

 

ｋ
Ｈ０

=
1

0.3
Ｅ

Ｄ
 

Ｅ
Ｄ
=2(1+ν

Ｄ
)Ｇ

Ｄ
 

 

ＤＨ＝Ｄｅ 

ただし，  Ｄ
Ｈ
≦√Ｄ

ｅ
・Ｌ

ｅ  

 

ｋＨ  ：水平方向地盤反力係数（kN/m3） 

ｋＨ０ ：水平方向地盤反力係数の基準値（kN/m3） 

ＤＨ  ：基礎側面の換算載荷幅（m） 

ＡＶ  ：鉛直方向の載荷面積（m2） 

ＥＤ  ：地盤の動的変形係数（kN/m2） 

νＤ  ：地盤の動的ポアソン比 

ＧＤ  ：地盤の動的せん断変形係数（kN/m2） 

Ｄｅ  ：基礎の有効側面幅（m） 

Ｌｅ  ：基礎の有効根入れ深さ（m） 
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4.2.5 材料の非線形特性 

（1）コンクリート 

a. 圧縮応力下における応力－ひずみ関係 

図 4－8 に一軸圧縮応力下における応力－ひずみ関係を示す。圧縮応力下の応

力－ひずみの骨格曲線は，最大応力点までの硬化域と，最大応力点を超えた軟化

域で表され，残留塑性ひずみと除荷再載荷時の剛性低下を考慮している。また，

ひび割れ発生後のコンクリートの圧縮強度については，図 4－9 に示す，低減係

数を破壊パラメータに乗じることで，ひび割れ発生後の圧縮強度の低下を考慮す

る。 
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σ′ｃ＝Ｅ０Ｋ（ε'ｃ－ε'ｃ)≥０ 

Ｅ
０
＝

2･ｆ'ｃｄ

ε'ｐｅａｋ

 

Ｋ＝ｅｘｐ {−0.73
ε'ｍａｘ

ε'ｐｅａｋ

(1 − ｅｘｐ (−1.25
ε'ｍａｘ

ε'ｐｅａｋ

))} 

ε'ｐ＝ε'ｍａｘ − 2.86･ε'ｐｅａｋ {1 − ｅｘｐ (−0.35
ε'ｍａｘ

ε'ｐｅａｋ

)} 

 

ここに，ｆ'ｃｄ＝ｆ'ｃｋ／γｃ 

ε＇ｐｅａｋ ：圧縮強度に対応するひずみ（一般に，0.002 としてもよい） 

ε＇ｍａｘ  ：過去に受けた圧縮ひずみの最大値 

ε＇ｐ     ：塑性ひずみ 

Ｋ       ：弾性剛性残存率 

 

図 4－8 圧縮応力下におけるコンクリートの非線形特性 

（「コンクリート標準示方書 2017」より引用） 
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図 4－9 弾性剛性残存率の低減係数 

（「コンクリート標準示方書 2017」より引用） 
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b. 引張応力下における応力－ひずみ関係 

引張応力下における応力－ひずみ関係は，ひび割れ発生までは線形弾性とし，

ひび割れ強度以降は，鉄筋とコンクリートの付着の影響等を考慮し，図 4－10 に

示す骨格曲線を用いて，ひび割れ間のコンクリートに引張応力分担を考慮する。 

引張力を受ける無筋コンクリート要素では，引張軟化挙動は，破壊エネルギー

によって代表される。引張軟化挙動の考慮に当たっては，図 4－11 に示す引張軟

化曲線を設定する。 

 

 

 

ここに，ｆｔ  ：引張強度 

εｔｕ ：引張軟化開始ひずみ 

ｃ    ：引張軟化特性を表す係数 

図 4－10 引張応力下における鉄筋とコンクリートの 

付着効果を考慮した応力－ひずみ関係 

（「コンクリート標準示方書 2017」より引用） 

 

  

図 4－11 コンクリートの破壊エネルギ－（「コンクリート標準示方書 2017」より引用）  
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c. ひび割れ面でのせん断伝達関係 

コンクリートのひび割れ発生後にひび割れ角度を固定する固定ひび割れモデ

ルでは，ひび割れ面のずれによるせん断応力伝達特性を考慮する必要がある。 

ひび割れ面でのせん断伝達挙動は，斜めひび割れの発生に伴う剛性低下や破壊

を評価するため，図 4－12 に示すとおり，ひび割れ面におけるせん断ひずみγと

ひび割れ開口ひずみεの比をパラメータとし，コンクリートの剛性低下を考慮す

るモデルを用いる。 

 

 

ここに，β：ひび割れ面におけるせん断ひずみγとひび割れ開口ひずみεの 

比 (γ/ε) 

τ：ひび割れ面でのせん断応力 

τｍａｘ：除荷開始時せん断応力 

βｍａｘ：除荷開始時せん断ひずみγとひび割れ開口ひずみεの比 

 

図 4－12 ひび割れ面でのせん断伝達モデル 

（「コンクリート標準示方書 2017」より引用）  
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d. 鉄筋の非線形特性 

ひび割れを複数含む領域におけるコンクリート中の鉄筋の平均応力－平均ひ

ずみ関係は，単体鉄筋の応力－ひずみ関係と異なり，図 4－13 に示すひずみ硬化

特性を考慮する。 

 

σｓ̅̅ ̅̅ ̅＝Ｅｓεs̅̅ ̅̅                                   (εｓ̅̅ ̅̅ ̅≤εｙ̅̅ ̅̅ ̅) 

    ＝ｆ
ｙ

̅̅ ̅̅ ̅̅
＋Ｅ

ｓｈ
(ε

ｓ

̅̅ ̅̅ ̅̅
－ε

ｓ

̅̅ ̅̅ ̅̅
) (ε

ｙ

̅̅ ̅̅ ̅̅
< ε

ｓ

̅̅ ̅̅ ̅̅
) 

ここに，σｃ̅̅ ̅：コンクリート中における鉄筋の平均応力 

    εｃ̅̅̅：コンクリート中における鉄筋の平均ひずみ 

    ｆｙ：鉄筋単体の降伏強度 

    Ｅｓ：鉄筋のヤング率 

    ｃｃ
̅̅̅̅ ：コンクリート中における鉄筋の平均降伏強度 

    εｃ̅̅̅：コンクリート中における鉄筋の平均降伏ひずみ 

    Ｅ
ｓｈ

̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅
：コンクリート中における鉄筋の降伏後の二次勾配 

図 4－13 ひずみ硬化域を簡略化した鉄筋の平均応力－平均ひずみ関係 

（「コンクリート標準示方書 2012」より引用）  
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e. 鉄筋コンクリートとしてのモデル化 

コンクリートと鉄筋の界面の付着特性をテンションスティフニング効果（引張

特性が硬化する現象）として，鉄筋コンクリート要素の中心に取り込むことによ

り，鉄筋コンクリ－トの構成則を直接与える。 

鉄筋コンクリートの引張応力下の平均応力は以下の式で表される。 

 

σＲＣ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅  ＝
ＡＳ

ＡＲＣ
σＳ̅̅ ̅̅ ̅＋

ＡＳ

ＡＲＣ
σ

Ｃ

̅̅ ̅̅ ̅̅
 

 

ここに，σ
Ｓ

̅̅ ̅̅ ̅̅
，σ

𝐶

̅̅ ̅̅ ̅
 ：それぞれ鉄筋とコンクリートの平面応力 

       Ａ
ｓ
，Ａ

ｃ
：それぞれ鉄筋とコンクリートの断面積， 

                    Ａ
ＲＣ

＝Ａ
ｓ
＋Ａ

ｃ
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4.3 照査時刻の選定 

取水槽は，中床版以上の気中部（以下「上部構造」という。）及び中床版以下の通水

部（以下「下部構造」という。）の二層で構成され，下部構造には導流壁が設置されて

いる。また，取水槽の東西方向断面の地質状況は，取水槽の両側に厚い改良地盤及び埋

戻コンクリートが分布している。 

構造部材の健全性評価において，照査時刻は取水槽の構造的特徴を踏まえ，損傷モー

ドごと及び部材ごとに評価が厳しくなる照査時刻を地震応答解析の結果から複数選定

する。取水槽の照査時刻の考え方を表 4－2 に示す。除じん機エリア及び海水ポンプエ

リアは上部構造及び下部構造で構成されることから，1 断面当たり 9 時刻（時刻 1～時

刻 9）を，ストレーナエリアは上部構造のみで構成されることから，時刻 1 を除く 8 時

刻（時刻 2～時刻 9）を選定する。上記を踏まえ，地震動 1 波当たり 26 時刻の照査時刻

を選定し，３次元構造解析により耐震評価を実施している。 

各エリアで選定された照査時刻の組合せの考え方ついて，側壁のせん断破壊（面外）

に対する照査時刻（時刻 5，6）の選定例を図 4－14 に示す。地震応答解析の結果から，

エリア毎の側壁における水平荷重が最大となる時刻（照査時刻ｔ 1，ｔ2 及びｔ3）を選定

後，３次元構造解析に用いる照査時刻の組合せを設定する。 

３次元構造解析における照査時刻の組合せは，選定した時刻（照査時刻ｔ 1，ｔ2 及び

ｔ3）の前後 0.1 秒以内で，着目した断面以外の断面において保守的な荷重となる時刻

とする。なお，着目した断面以外の断面における時刻は，荷重の作用方向等を確認し，

大きく変わらないことを確認した上で選定している。 

取水槽の構造的特徴を踏まえ，損傷モードごと及び部材ごとに評価が厳しくなるよう

選定した照査時刻の妥当性について，照査時刻以外の荷重状態が，耐震評価に影響を及

ぼすことがなく時刻選定が妥当であることを検証した結果を参考資料 4 に示す。 
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表 4－2 照査時刻の考え方（1 断面当たり＊） 

 

注記＊：除じん機エリア及び海水ポンプエリアは時刻 1～時刻 9，ストレーナエリアは 

時刻 2～時刻 9 を選定しており，地震動 1 波当たり 26 時刻の照査を行う。  

照査
時刻

損傷
モード

荷重抽出時刻 抽出する応答値

時刻１
曲げ・軸力系

の破壊
壁

（面外）

下部構造における
頂底版間の層間変
位が最大となる時

刻

中部２節点，下部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻２

時刻３

時刻４
せん断破壊
（面外）

壁
（面外）

総水平荷重が最大
となる時刻

底面地盤せん断応
力の積算値

時刻５

時刻６

時刻７
せん断破壊
（面内）

壁
（面内）

面部材の層間変位
が最大となる時刻

上部２節点，中部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻８

時刻９

着目部位

上部構造における
各側壁の転倒曲げ
モーメントが最大

となる時刻

上部構造における
各側壁の水平荷重
が最大となる時刻

上部構造における
各側壁の上部荷重
が最大となる時刻

(上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧+上部構造側壁の
慣性力)×上部構造
のアーム長の積算

値

上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧と上部構造側壁
の慣性力の積算値

上部構造に隣接す
る側面地盤の上半
分の水平土圧と側
壁の慣性力の積算

値

曲げ・軸力系
の破壊及び
せん断破壊
（面外）

せん断破壊
（面外）

曲げ・軸力系
の破壊

壁
（面外）

壁
（面外）

壁
（面外）
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各エリアの荷重抽出時刻 

 

荷重抽出時刻 

ストレーナ 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

除じん機 

エリア 

上部構造における 

各側壁の水平荷重が 

最大となる時刻 

t1
＊1 t2

＊2 t3
＊3 

注記＊1：ストレーナエリアの地震応答解析結果により選定された時刻 

＊2：海水ポンプエリアの地震応答解析結果により選定された時刻 

＊3：除じん機エリアの地震応答解析結果により選定された時刻 

 

 

照査時刻＊1 

ストレーナ 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

除じん機 

エリア 

上部構造における 

各側壁の水平荷重が 

最大となる時刻 

t1 t1-1
＊2 t1-2

＊2
 

t2-1
＊3 t2 t2-2

＊3 

t3-1
＊4 t3-2

＊4 t3 

注記＊1：赤枠は，着目する断面における時刻を示す。 

＊2：t1±0.1 秒以内で保守的な荷重となる時刻 

＊3：t2±0.1 秒以内で保守的な荷重となる時刻 

＊4：t3±0.1 秒以内で保守的な荷重となる時刻 

 

図 4－14 照査時刻の組合せの考え方  

各エリアの照査時刻を選定後， 

選定された時刻の±0.1 秒以内で保守的な荷重となる時刻を 

組み合わせる。 
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4.4 入力荷重 

３次元構造解析の入力荷重は「4.3 照査時刻の選定」にて選定した照査時刻に対し，

地震応答解析から同時刻における水平荷重及び鉛直荷重の応答値を抽出し，算定する。

入力荷重の一覧を表 4－3 に，各入力荷重の算定フローを図 4－15 に示す。また，地震

応答解析から算出される荷重を３次元構造解析モデルへ載荷するまでのフローを図 4－

16 に示す。常時荷重は，表 3－18 に示す荷重を考慮する。 

 

表 4－3 入力荷重一覧 

入力荷重 
地震応答解析から抽出

する応答値 
載荷位置 

慣性力 

躯体の慣性力 応答加速度 躯体全体 

機器・配管の慣性力 応答加速度 設置位置 

浸水防護施設の慣性力 応答加速度 設置位置 

竜巻防護対策設備の慣性力 応答加速度 設置位置 

積載荷重の慣性力 応答加速度 作用位置 

内水圧・動水圧 応答加速度＊ 作用位置 

地震時土圧・水圧 土圧・水圧 作用位置 

周面せん断力 土圧・水圧 作用位置 

注記＊：動水圧は，地震時応答解析から抽出した応答加速度に基づき算定する。 
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図 4－15 各入力荷重の算定フロー 

  

照査時刻の選定 

慣性力 

（躯体，機器・配管系，

積載荷重，防護対策設

備，浸水防護施設） 

動水圧 

地震時応答の抽出 

・躯体の応答加速度 
地震時応答の抽出 

・躯体周辺の地震時土

圧・水圧及び周面せ

ん断力 

地震時応答の抽出 

・機器・配管系，躯

体，積載荷重位置

の応答加速度 

土圧・水圧 

周面せん断力 

３次元構造解析モデルに

作用させる荷重の算定 

３次元構造解析モデルに

作用させる荷重の算定 

３次元構造解析モデルに

作用させる荷重の算定 

３次元構造解析モデルへの荷重の入力 
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図 4－16 地震時増分荷重を３次元構造解析モデルへ載荷するまでのフロー図 

  

基準地震動 Ss 

入力地震動の算定 

２次元地震応答解析に用いる 

等価剛性モデルの作成 

２次元地震応答解析 

常時解析 

地震時増分荷重の算定 

３次元モデルの作成 

３次元構造解析 

（１方向載荷，２方向載荷） 

耐震安全性評価 

・地震時の要求性能に対する評価 

・通常運転時の荷重 

・変動荷重 
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4.4.1 常時荷重 

（1）躯体自重 

躯体の体積に鉄筋コンクリートの密度を乗じて設定する。 

 

（2）静止土圧及び外水圧 

地震応答解析の常時解析から求まる静止土圧及び外水圧を躯体側面に作用させ

る。静止土圧及び外水圧の載荷概念図を図 4－17 に示す。なお，各断面から算出し

た土圧及び外水圧は，各区間の奥行方向に一様に載荷する。 

 

 

図 4－17 静止土圧及び外水圧の載荷概念図 

 

（3）内水圧 

取水槽の内部には，EL-0.30m を静水面とした静水圧を作用させる。設定の際は，

海水の密度として，1.03g/cm3 を考慮する。内水圧の概念図を図 4－18 及び図 4－

19 に示す。 
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（水平方向） 

 

（鉛直方向） 

図 4－18 内水圧の概念図（東西方向） 
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（水平方向） 

 

（鉛直方向） 

図 4－19 内水圧の概念図（南北方向）  
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（4）機器荷重 

機器の重量に基づいて設定する。機器荷重載荷位置図を図 4－20 に示す。 

 

図 4－20 機器荷重載荷位置図 

 

（5）配管荷重 

配管の重量に基づいて設定する。配管荷重載荷位置図を図 4－21 に示す。 

 

図 4－21 配管荷重載荷位置図 
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（6）積載荷重 

積載荷重として，取水槽に作用する積雪荷重を考慮する。 

  

167



 

164 

4.4.2 慣性力（躯体） 

躯体の慣性力は，地震応答解析モデルにおける鉄筋コンクリート部材の各節点，

照査時刻における応答加速度から算定する。応答加速度の抽出位置を図 4－22 に示

す。 

水平方向（南北方向及び東西方向）及び鉛直方向の加速度の抽出位置は，各断面

の鉄筋コンクリート部材及び妻壁の位置に当たる全節点とする。 

算定した慣性力は，取水槽の 3 次元構造解析モデルに水平方向及び鉛直方向に同

時に入力する。入力する慣性力は，各照査時刻における水平方向及び鉛直方向の応

答加速度の正負の方向とする。 

 

   

除じん機エリア           海水ポンプエリア 

 

   

     ストレーナエリア              南北断面 

 

図 4－22 応答加速度の抽出位置 
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4.4.3 慣性力（機器・配管，浸水防護施設，竜巻防護対策設備） 

機器・配管，浸水防護施設，竜巻防護対策設備の慣性力は，地震応答解析モデル

における機器が設置されている各節点，照査時刻における応答加速度から算定する。

応答加速度の抽出位置を図 4－23 に示す。 

水平方向（南北方向及び東西方向）及び鉛直方向の加速度の抽出位置は，機器・

配管，浸水防護施設，竜巻防護対策設備が設置される節点とする。 

慣性力は，抽出した加速度に機器・配管，浸水防護施設，竜巻防護対策設備荷重

を乗じて算定する。算定した慣性力は，取水槽の３次元構造解析モデルに入力する。 

 

   

除じん機エリア           海水ポンプエリア 

 

   

ストレーナエリア              南北断面 

 

図 4－23 応答加速度の抽出位置 
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4.4.4 内水圧・動水圧 

取水槽の内部には，EL-0.30m を水位とした内水圧を設定する。設定の際は，海

水の密度として，1.03g/cm3 を考慮する。 

動水圧については，「3.4.7 動水圧」の考え方に基づき，自由水面のある開水

路として荷重を作用させる。「3 地震応答解析」より得られた側壁及び導流壁に

おける各節点の加速度を用いて動水圧を算定する。なお，取水槽の３次元構造解析

モデルに入力する。 

  

170



 

167 

4.4.5 地震時土圧・水圧及び周面せん断力 

躯体側面に作用する地震時土圧・水圧及び周面せん断力は，地震応答解析モデル

において各部位に接する地盤要素の，照査時刻における要素応力から算定する。地

震時土圧・水圧及び周面せん断力の抽出位置を図 4－24 に示す。また，算定した地

震時土圧・水圧及び周面せん断力は，取水槽の３次元構造解析モデルに入力する。 

 

   

除じん機エリア           海水ポンプエリア 

 

   

ストレーナエリア              南北断面 

 

図 4－24 地震時土圧・水圧及び周面せん断力の抽出位置 
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5. 評価内容 

5.1 入力地震動の設定 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ及び

弾性設計用地震動Ｓｄを一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価した

ものを用いる。なお，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の

支持性能に係る基本方針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」

を用いる。 

図 5－1 に入力地震動算定の概念図を，図 5－2～図 5－53 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード

「microSHAKE/3D」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，

Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

図 5－1 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｄ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｄ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｄ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）） 

  

193



 

190 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－23 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－24 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－25 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－26 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｄ－１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－27 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，鉛直成分：Ｓｄ－１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－28 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－29 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－30 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－31 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－32 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－33 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 

  

204



 

201 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－34 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－35 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－36 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－37 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－38 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－39 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－40 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－41 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－42 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｄ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－43 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－44 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｄ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－45 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－46 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｄ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－47 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－48 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－49 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－50 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－51 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－52 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｄ－１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 5－53 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，鉛直成分：Ｓｄ－１） 
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5.2 許容限界の設定 

5.2.1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認における曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，

「土木学会マニュアル」に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ：1.0%

（10000μ））とする。 

曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態については，「土木学会マニュアル」では

コンクリー卜の圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，圧縮縁コンクリー

トひずみ 1.0%の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態であることが，

屋外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュレーション

等の結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構造全体としての安

定性等が確保できるとして設定されたものである。 

各要求機能について，通水機能を有すること及び S クラスの施設を支持する機能

を損なわないことの確認においては，部材が終局状態に至らないことを目標性能と

することから，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0%）を許容限界とする。

止水機能を損なわないことの確認においては，「コンクリート標準示方書 2002」に

基づき，コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみについて，部材降伏に相当する

ひずみ（コンクリートの圧縮ひずみ 2000μ，主筋ひずみ 1725μ）とする。 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査に用いるコンクリート及び鉄筋の照査用ひずみ

は，３次元構造解析により得られた発生ひずみに安全係数（構造解析係数）1.2 を

乗じることにより，曲げ・軸力系の破壊に対する安全裕度を見込んだ評価を実施す

る。また，PHb 工法を適用する部材について，PHb 工法はおおむね弾性範囲となる

状況下で使用することから，コンクリート及び鉄筋のひずみが，部材降伏に相当す

る限界ひずみ（コンクリートの圧縮ひずみ：2000μ，主筋ひずみ：1725μ）を下回

ることを併せて確認する。 

照査用ひずみが限界ひずみを上回る場合，３次元構造解析において，細かい要素

分割を行っている部材の一部を部材厚程度の範囲で主筋ひずみを平均化した評価

を実施する。平均化及び平均化範囲の考え方を参考資料１に示す。 

取水槽において PHb 工法を適用する部材を図 5－54～図 5－59 に示す。 

取水槽の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 5－1 に示す。 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 5－54 PHb による耐震補強箇所（断面図（Ａ－Ａ断面））(再掲) 

 

 

■：PHb 工法適用箇所 

図 5－55 PHb による耐震補強箇所（断面図（Ｂ－Ｂ断面））(再掲)  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 5－56 PHb による耐震補強箇所（断面図（Ｃ－Ｃ断面））(再掲) 

 

 

 

図 5－57 PHb による耐震補強箇所（断面図（Ｄ－Ｄ断面））(再掲) 

 

 

■：PHb 工法適用箇所 

■：RSW ポンプ棚撤去箇所 

■：部材追加箇所 

■：PHb 工法適用及び部材追加箇所 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 5－58 PHb による耐震補強箇所（断面図（Ｆ－Ｆ断面））(再掲)  

 

■：PHb 工法適用箇所 

■：部材追加箇所 

■：PHb 工法適用及び部材追加箇所 

（単位:mm） 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 5－59 PHb による耐震補強箇所（断面図（Ｇ－Ｇ断面））(再掲) 

  

（単位:mm） 
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表 5－1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

要求機能 許容限界 

構造強度を有すること 

限界ひずみ 

圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ）＊1 

通水機能を有すること 
圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ）＊1 

止水機能を損なわないこと 
圧縮ひずみ：2000μ＊2 

主筋ひずみ：1725μ＊2 

Ｓクラスの施設を支持する

機能を損なわないこと 

圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ）＊1 

注記＊1：𝛾𝑖 ∙
𝜀𝑑

𝜀𝐿
< 1.0 

    ここで， 

     𝛾𝑖 ：構造物係数 （𝛾𝑖 = 1.0） 

     𝜀𝐿 ：限界ひずみ （圧縮縁コンクリートひずみ 10000μ） 

     𝜀𝑑 ：照査用ひずみ 𝜀d = 𝛾𝑎 ∙ 𝜀 

     𝛾𝑎 ：構造解析係数 （𝛾𝑎 = 1.2） 

     𝜀 ：圧縮縁の発生ひずみ 

＊2：𝛾𝑖 ∙
𝜀𝑑

𝜀𝑅
< 1.0 

    ここで， 

     𝛾𝑖 ：構造物係数 （𝛾𝑖 = 1.0） 

     𝜀𝑅 ：限界ひずみ （圧縮ひずみ：2000μ，主筋ひずみ：1725μ） 

     𝜀𝑑 ：照査用ひずみ 𝜀d = 𝛾𝑎 ∙ 𝜀 

     𝛾𝑎 ：構造解析係数 （𝛾𝑎 = 1.2） 

     𝜀 ：発生ひずみ 
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5.2.2 せん断破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認，通水機能を有することの確認，止水機能を損なわ

ないことの確認及びＳクラスの施設を支持する機能を損なわないことの確認にお

けるせん断破壊に対する許容限界は，「土木学会マニュアル」に基づくせん断耐力

とする。せん断耐力の評価式は部材の種類に応じて 2 種類を用いる。 

せん断耐力は，「土木学会マニュアル」に基づき「（1）棒部材式」を適用するこ

ととし，ディープビームとなる部材についても，「（1）棒部材式」を用いることで

安全側の評価とする。 

PHb 工法を用いる構造部材については「（2）PHb によりせん断補強された部材の

せん断耐力式」を用いる。 

鉄筋コンクリート部材のせん断照査に用いる照査用せん断力は，３次元構造解析

により得られたせん断力に安全係数（構造解析係数）1.05 を乗じることにより，せ

ん断破壊に対して安全余裕を見込んだ評価を実施する。 

照査用せん断力がせん断耐力を上回る場合，３次元構造解析において，細かい要

素分割を行っている部材の一部を部材厚程度の範囲でせん断力を平均化した評価

を実施する。平均化及び平均化範囲の考え方を参考資料１に示す。 

 

𝛾𝑖 ∙
Vd
Vyd

< 1.0 

 

  ここで，𝛾𝑖 ：構造物係数 （𝛾𝑖 = 1.0） 

       Vyd ：せん断耐力 

       Vd ：照査用せん断力 (V𝑑 = 𝛾a ∙ V) 

          𝛾a ：構造解析係数 （𝛾𝑎 = 1.05） 

      V ：発生せん断力 

 

また，「土木学会マニュアル」におけるせん断耐力式による評価においては，表

5－2 に示すとおり，複数の安全係数（材料係数，部材係数，構造解析係数）が見込

まれていることから，せん断破壊に対して安全余裕を見込んだ評価を実施すること

が可能である。 

  

231



 

228 

表 5－2 せん断耐力式による評価において考慮している安全係数 

安全係数 
せん断照査 

内容 
応答値算定 限界値算定 

材料係数 

コンクリート 𝛾mc 1.0 1.3 
コンクリートの特性値

（圧縮強度）を低減 

鉄筋 𝛾s 1.0 1.0 ― 

部材係数＊ 

コンクリート 𝛾bc ― 1.3 
コンクリートが負担する

せん断力を低減 

鉄筋 𝛾bs ― 1.1 
せん断補強筋が負担する

せん断力を低減 

構造解析係数 𝛾𝑎 1.05 ― 
応答値（断面力）の 

割り増し 

注記＊：「土木学会マニュアル」では，部材係数 𝛾b = 𝛾b1 × 𝛾b2 

𝛾b1 = { 
1.3
1.1

   
(コンクリート)

(鉄筋)
 

𝛾b2 = { 

1.0
100R+2

3
1.5

 
(𝑅 ≦ 0.01)

(0.01<R≦0.025)
(R>0.025)

 

ここで，Ｒ：応答層間変形角 

とされている。 

𝛾b2は層間変形角の値によらず，部材が降伏していない状態であれば，𝛾b2 = 1.0としてよい

とされている。解析結果から取水槽の鉄筋コンクリート部材については降伏が認められ

なかったため，𝛾b2 = 1.0とする。 
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（1）棒部材式 

Vyd = Vcd + Vsd 

ここで，Vyd ： せん断耐力 

    Vcd ： コンクリートが負担するせん断耐力 

    V𝑠𝑑 ： せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

Vcd = 𝛽d ∙ 𝛽p ∙ 𝛽n ∙ 𝛽a ∙ fvcd ∙ bw ∙ d∕𝛾bc 

 

f𝑣𝑐𝑑 = 0.203√f'cd ただし，f𝑣𝑐𝑑 > 0.72(N∕mm2)となる場合は f𝑣𝑐𝑑 = 0.72(N ∕ mm2) 

𝛽d = √1∕d4  (d[m]) ただし，𝛽d > 1.5 となる場合は𝛽d = 1.5 

𝛽p = √100𝑝𝑣
3    ただし，𝛽𝑝 > 1.5 となる場合は𝛽p = 1.5 

𝛽n = 1+2M0 ∕ M𝑢𝑑 (Nd ≥ 0) ただし，𝛽𝑛 > 2.0 となる場合は𝛽𝑛 = 2.0 

  = 1 + 4M0 M𝑢𝑑⁄  (Nd < 0) ただし，𝛽𝑛 < 0 となる場合は𝛽𝑛 = 0 

 𝛽a = 1 

 

ここで， 

f'𝑐𝑑 ：コンクリート圧縮強度の設計用値(N∕mm2)で設計基準強度f'𝑐kを材料係数 

𝛾mcで除したもの 

P𝑣 ：引張鉄筋比 𝑝𝑣 = A𝑠 ∕ (b𝑤 ∙ 𝑑) 

As ：引張側鋼材の断面積 

𝑏𝑤 ：部材の有効幅 

𝑑  ：部材の有効高さ 

N'𝑑 ：設計軸圧縮力 

M𝑢𝑑 ：軸方向力を考慮しない純曲げ耐力 

M0 ：M𝑑に対する引張縁において，軸方向力によって発生する応力を打ち消す

のに必要なモーメント（デコンプレッションモーメント）M0 = N'𝑑 ∙ D∕6 

D  ：断面高さ 

a∕d ：せん断スパン比 

𝛾bc ：部材係数 

𝛾mc ：材料係数 
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V𝑠𝑑 = {A𝑤f𝑤𝑦𝑑(sin 𝛼 + cos 𝛼) ∕ s }Ｚ∕𝛾bs 

 

ここで， 

A𝑤 ：区間 s におけるせん断補強筋の総断面積 

f𝑤𝑦𝑑 ：せん断補強筋の降伏強度の材料係数𝛾msで除したもので，400N/mm2以下と

する。ただし，コンクリートの圧縮強度の特性値 f′𝑐𝑘が 60N/mm2以上の時

は，800N/mm2以下としてよい。 

𝛼 ：せん断補強筋と部材軸のなす角度 

s ：せん断補強筋の配置間隔 

𝑧 ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で，d∕1.15とする。 

𝛾bs ：部材係数 

𝛾ms ：材料係数 
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（2）PHb によりせん断補強された部材のせん断耐力式 

取水槽において後施工せん断補強（ポストヘッドバー（PHb））を配置した構造

部材のせん断耐力については，「建設技術審査証明報告書 技術名称 後施工プレー

ト定着型せん断補強鉄筋「Post－Head－bar」，一般財団法人土木研究センタ一」

（以下「建設技術証明書」という。）に示されている以下の設計式により求める。 

 

V𝑝𝑦𝑑 = 𝑉𝑐𝑑 + V𝑠𝑑 + V𝑝ℎ𝑏 

V𝑝ℎ𝑏 = 𝛽aw ∙ Vawd = 𝛽aw{Aaw 𝑓𝑎𝑤𝑦𝑑(𝑠𝑖𝑛 𝛼𝑎𝑤 + 𝑐𝑜𝑠 𝛼𝑎𝑤) Saw⁄ }Ｚ∕𝛾𝑏 

𝛽aw = 1 − 𝐼𝑦  {2 ∙ (𝑑 − 𝑑`)}  ただし，  𝛽aw ≤ 0.9 

 

ここで， 

V𝑐𝑑 ：せん断補強鋼材を用いない RC 部材の単位長さ当たりのせん断耐力 

V𝑠𝑑 ：既存のせん断補強鋼材により受け持たれる壁部材の単位幅当たりのせん

断耐力 

𝑉𝑝ℎ𝑏 ：PHb により受け持たれる RC 部材の単位長さ当たりのせん断耐力 

V𝑎𝑤𝑑 ：PHb を通常のスターラップと見なして求められる単位長さ当たりのせん     

断耐力 

𝛽𝑎𝑤 ：PHb のせん断耐力の向上への有効性を示す係数 

A𝑎𝑤 ：単位長さ当たりの区間Sawにおける PHb の総断面積 

f𝑎𝑤𝑦𝑑 ：PHb の設計降伏強度で 400N/mm2以下とする。 

αaw ：PHb が部材軸となす角度 

S𝑎𝑤 ：PHb の配置間隔 

𝑧  ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で一般にd∕1.15と

してよい。 

𝛾b ：部材係数（一般に 1.10 としてよい） 

I𝑦 ：PHb の埋込側に必要な定着長 

d-d' ：補強対象部材の圧縮鉄筋と引張鉄筋の間隔（d-d'≧I𝑦） 
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PHb が負担するせん断耐力は，先端型定着体の定着長が 3.5D～5.5D であること

から，通常のせん断鉄筋に比べ補強効率が低下する。PHb が負担するせん断耐力は

同定着長と補強対象部材の主鉄筋間隔から算出される有効率βａｗを通常のせん断

補強鉄筋の負担分に乗じることにより考慮されている。図 5－60 に有効率算定にお

ける概念図を示す。 

 

 

 

図 5－60 ポストヘッドバー（PHb）の有効率算定の概念図 

 

なお，設計上の保守的な配慮として，ポストヘッドバー（PHb）によるせん断補

強を配置する場合は，対象とする構造部材の主鉄筋の降伏以下の場合に適用するこ

ととし，せん断破壊に対する照査値は 0.80 程度とする。 

また，面内せん断ひずみを 2000μ未満とする。  
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5.2.3 壁部材の面内せん断に対する許容限界 

壁部材の面内せん断に対する許容限界は，「ＪＥＡＧ４６０１－1987」に基づき，

面内せん断ひずみ 2000μ（2/1000）を許容限界とする。 

「ＪＥＡＧ４６０１－1987」において，限界せん断ひずみ 2000μ（2/1000）は，

耐震壁の終局耐力に相当する面内せん断ひずみ 4000μ（4/1000）に余裕を見込ん

だ許容限界として規定されている。 

壁部材の面内せん断照査に用いる照査用面内せん断ひずみは，３次元構造解析に

より得られた面内せん断ひずみに安全係数（構造解析係数）1.2 を乗じることによ

り，面内せん断破壊に対して安全余裕を見込んだ評価を実施する。 

各要求機能について，止水機能を損わないことの確認においては，面内せん断ひ

ずみが「ＪＥＡＧ４６０１－1987」で規定されているスケルトンカ－ブの第一折点

（γ1）を下回る場合は，水密性に影響のあるひび割れは生じないと考えられる（図

5－61 参照）。 

「5.2.1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界」で示す許容限界を下回る場合，

おおむね弾性範囲に収まっており，顕著な漏水は発生しないと評価できる。なお，

面内せん断ひずみがγ1 を超過する場合においては，念のため漏水量の算定を行う。 

また，図 5－54～図 5－59 に示す PHb 工法を適用する部材について，PHb 工法は

面内せん断ひずみが 2000μまでの範囲内において使用することから，面内せん断

ひずみが 2000μを下回ることを確認する。 

 

𝛾𝑖 ∙
γd

γR
< 1.0 

 

ここで， 

𝛾𝑖 ：構造部材係数 （𝛾𝑖 = 1.0） 

  𝛾𝑑 = 𝛾𝑎 ∙ 𝜀 

γ𝑎 ：構造解析係数 (𝛾𝑎 = 1.2) 

𝛾 ：発生する面内せん断ひずみ 

𝛾R ：せん断ひずみ度に関する許容限界の目安値 

  𝛾𝑅 = 𝛾𝑢 ∕ 2.0 

γ𝑢 ：終局せん断ひずみ度で4.0 × 10−3 
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図 5－61 耐震壁のトリリニア・スケルトンカーブ（τ－γ関係）と評価式 
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5.2.4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

（1）支持地盤 

取水槽のＡ－Ａ断面～Ｃ－Ｃ断面の地質図を図 5－62～図 5－64 に示す。Ａ－Ａ

断面については取水槽の直下にＣＭ級岩盤が，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面について

は取水槽の直下にＣＬ級岩盤及びＣＭ級岩盤が分布している。 

支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，VI-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，ＣＬ級岩盤の極限支持力度とする。支持地盤の接地圧に対

する許容限界を表 5－3 に示す。 

 

 

図 5－62 地質断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 5－63 地質断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 5－64 地質断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

表 5－3 支持地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＬ級岩盤 3.9 
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（2）ＭＭＲ 

a. 接地圧に対する許容限界 

取水槽のＤ－Ｄ断面の地質を図 5－65 に示す。ＭＭＲに発生する接地圧に対す

る許容限界は，「コンクリート標準示方書 2002」に基づき，コンクリートの支圧

強度とする。ＭＭＲの接地圧に対する許容限界を表 5－4 に示す。 

 

 

図 5－65 地質断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

 

表 5－4 ＭＭＲの支持性能に対する許容限界 

評価項目 ＭＭＲ 
許容限界 

（N/mm2） 

支圧強度 

コンクリート 

（f’ck=15.6(N/mm2)） 
f’ck=15.6 

コンクリート 

（f’ck=18.0(N/mm2)） 
f’ck=18.0 
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b. 健全性に対する許容限界 

ＭＭＲの健全性に対する許容限界は，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の

耐震安全性評価について」に基づき，表 5－5 に示すせん断強度及び引張強度と

する。 

 

表 5－5 ＭＭＲのせん断強度及び引張強度 

 評価項目 算定式 
許容限界 

（N/mm2） 

ＭＭＲ 

ｆ’ｃｋ＝15.6（N/mm2） 

せん断強度 1/5ｆ’ｃｋ 3.12 

引張強度 0.23ｆ’ｃｋ
2/3 1.44 

ＭＭＲ 

ｆ’ｃｋ＝18.0（N/mm2） 

せん断強度 1/5ｆ’ｃｋ 3.60 

引張強度 0.23ｆ’ｃｋ
2/3 1.58 
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6. 評価結果 

6.1 地震応答解析結果 

地震応答解析結果として，表 6－1 で設定した「照査時刻に対する各照査時刻におけ

る荷重抽出時刻の算定結果」，「作用荷重分布図」及び「最大せん断ひずみ分布」を記

載する。 
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表 6－1 照査時刻の考え方（1 断面当たり＊） 

 

注記＊：除じん機エリア及び海水ポンプエリアは時刻 1～時刻 9，ストレーナエリアは 

時刻 2～時刻 9 を選定しており，地震動 1 波当たり 26 時刻の照査を行う。 

  

照査
時刻

損傷
モード

荷重抽出時刻 抽出する応答値

時刻１
曲げ・軸力系

の破壊
壁

（面外）

下部構造における
頂底版間の層間変
位が最大となる時

刻

中部２節点，下部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻２

時刻３

時刻４
せん断破壊
（面外）

壁
（面外）

総水平荷重が最大
となる時刻

底面地盤せん断応
力の積算値

時刻５

時刻６

時刻７
せん断破壊
（面内）

壁
（面内）

面部材の層間変位
が最大となる時刻

上部２節点，中部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻８

時刻９

着目部位

上部構造における
各側壁の転倒曲げ
モーメントが最大

となる時刻

上部構造における
各側壁の水平荷重
が最大となる時刻

上部構造における
各側壁の上部荷重
が最大となる時刻

(上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧+上部構造側壁の
慣性力)×上部構造
のアーム長の積算

値

上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧と上部構造側壁
の慣性力の積算値

上部構造に隣接す
る側面地盤の上半
分の水平土圧と側
壁の慣性力の積算

値

曲げ・軸力系
の破壊及び
せん断破壊
（面外）

せん断破壊
（面外）

曲げ・軸力系
の破壊

壁
（面外）

壁
（面外）

壁
（面外）
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6.1.1 各照査時刻における荷重抽出時刻の算定結果 

(1) 下部構造における頂底版間の層間変位が最大となる時刻（時刻①） 

地震応答解析結果のうち，下部構造における頂底版間の最大層間変位の算定結果

を表 6－2 及び表 6－3 に示す。 

 

表 6－2 頂底版間の最大層間変位の算定結果（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大層間変位 

（mm） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ -4.58 30.72 30.71 30.71 

－＋ 4.57 30.72 30.71 30.71 

＋－ -4.62 30.72 30.71 30.71 

－－ 4.61 30.72 30.71 30.71 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 4.23 7.91 7.91 7.91 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 3.80 15.61 15.60 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 3.98 7.52 7.51 7.51 

－＋ -3.98 7.52 7.51 7.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 3.24 24.98 24.98 24.98 

－＋ -3.24 24.98 24.98 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 2.97 25.95 25.95 25.95 

－＋ -2.97 25.95 25.95 25.95 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -4.58 30.72 30.71 30.71 

－＋ 4.60 30.72 30.71 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -4.59 30.72 30.71 30.71 

－＋ 4.58 30.72 30.71 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -5.91 8.94 9.04 9.04 

－＋ 5.92 8.94 8.93 8.93 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -5.92 8.94 9.04 9.04 

－＋ 5.93 8.94 8.93 8.93 
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表 6－3 頂底版間の最大層間変位の算定結果（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大層間変位 

（mm） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ -2.70 30.72 30.71 30.71 

－＋ 2.68 30.72 30.71 30.71 

＋－ -2.70 30.72 30.71 30.71 

－－ 2.70 30.72 30.71 30.71 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 2.43 7.91 7.91 7.91 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 2.35 15.61 15.60 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 2.25 7.52 7.51 7.51 

－＋ -2.25 7.52 7.51 7.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 1.92 24.98 24.98 24.98 

－＋ -1.92 24.98 24.98 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ -1.70 24.42 24.42 24.42 

－＋ 1.70 24.42 24.42 24.42 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -2.68 30.72 30.71 30.71 

－＋ 2.67 30.72 30.71 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -2.70 30.72 30.71 30.71 

－＋ 2.69 30.72 30.71 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -3.09 8.66 8.56 8.56 

－＋ 3.09 8.57 8.56 8.56 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -3.08 8.66 8.56 8.56 

－＋ 3.05 8.57 8.56 8.56 
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(2) 上部構造における左側壁の転倒曲げモーメントが最大となる時刻（時刻②） 

地震応答解析結果のうち，上部構造における左側壁の最大転倒モーメントの算定

結果を表 6－4～表 6－6 に示す。 

 

表 6－4 上部構造における左側壁の最大転倒モーメント（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大転倒 

モーメント 

（kN・m） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 31,047 25.82 25.81 25.80 

－＋ 27,700 30.72 30.72 30.71 

＋－ 26,744 25.82 25.82 25.80 

－－ 29,190 25.74 25.75 25.74 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 19,316 7.94 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 16,098 15.63 15.60 15.61 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 18,343 7.52 7.62 7.62 

－＋ 16,108 7.41 7.42 7.42 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 20,048 25.00 24.99 24.99 

－＋ 20,529 24.39 24.39 24.39 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 19,489 25.71 25.71 25.70 

－＋ 17,829 24.44 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 30,328 25.82 25.81 25.80 

－＋ 30,900 30.73 30.72 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 32,456 25.82 25.81 25.80 

－＋ 28,129 30.72 30.72 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 21,558 13.30 13.20 13.29 

－＋ 28,971 8.58 8.57 8.57 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 20,716 13.30 13.20 13.29 

－＋ 28,214 8.59 8.57 8.57 
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表 6－5 上部構造における左側壁の最大転倒モーメント（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大転倒 

モーメント 

（kN・m） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 115,518 25.82 25.81 25.80 

－＋ 107,522 30.72 30.72 30.71 

＋－ 95,780 10.28 10.27 10.25 

－－ 107,390 8.96 8.95 8.95 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 82,419 7.94 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 70,512 15.63 15.60 15.61 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 85,363 7.63 7.63 7.63 

－＋ 66,686 7.41 7.42 7.42 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 86,038 25.00 24.99 24.99 

－＋ 87,440 24.39 24.39 24.39 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 68,798 26.08 26.07 26.07 

－＋ 69,416 24.44 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 113,319 25.82 25.81 25.80 

－＋ 111,813 30.73 30.72 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 116,030 25.82 25.81 25.80 

－＋ 110,040 30.72 30.72 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 108,183 10.61 10.61 10.53 

－＋ 135,985 8.58 8.57 8.57 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 107,263 10.29 10.27 10.25 

－＋ 134,960 8.59 8.57 8.57 
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表 6－6 上部構造における左側壁の最大転倒モーメント（ストレーナエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大転倒 

モーメント 

（kN・m） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 39,043 19.18 19.19 19.18 

－＋ 43,799 8.97 8.96 8.95 

＋－ 37,677 25.82 25.82 25.80 

－－ 44,287 8.96 8.95 8.95 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 30,706 7.94 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 30,463 15.63 15.60 15.61 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 32,723 7.63 7.63 7.63 

－＋ 27,064 7.41 7.42 7.42 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 32,442 25.00 24.99 24.99 

－＋ 34,743 24.39 24.39 24.39 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 28,029 26.08 26.07 26.07 

－＋ 29,376 24.44 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 43,319 25.82 25.81 25.80 

－＋ 43,719 8.97 8.96 8.95 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 42,699 25.82 25.81 25.80 

－＋ 43,624 8.97 8.96 8.95 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 57,247 25.80 25.80 25.80 

－＋ 67,848 30.72 30.70 30.70 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 57,333 25.80 25.80 25.80 

－＋ 58,818 30.72 30.70 30.70 
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(3) 上部構造における右側壁の転倒曲げモーメントが最大となる時刻（時刻③） 

地震応答解析結果のうち，上部構造における右側壁の最大転倒モーメントの算定

結果を表 6－7～表 6－9 に示す。 

 

表 6－7 上部構造における右側壁の最大転倒モーメント（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大転倒 

モーメント 

（kN・m） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 50,054 30.73 30.72 30.71 

－＋ 38,552 28.30 28.30 28.29 

＋－ 45,201 8.58 8.58 8.58 

－－ 39,095 10.27 10.26 10.25 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 26,853 8.17 8.16 8.15 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 26,764 15.43 15.43 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 25,315 7.33 7.42 7.41 

－＋ 36,062 7.52 7.52 7.62 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 32,804 24.39 24.39 24.38 

－＋ 33,584 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 27,062 24.44 24.43 24.43 

－＋ 27,567 25.96 25.96 26.06 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 50,857 30.73 30.72 30.71 

－＋ 40,219 28.30 28.30 28.29 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 49,814 30.73 30.72 30.71 

－＋ 38,308 28.30 28.30 28.29 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 52,096 8.58 8.57 8.57 

－＋ 33,069 19.18 19.18 19.17 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 51,547 8.58 8.57 8.57 

－＋ 32,654 19.18 19.18 19.17 

 

  

250



 

247 

表 6－8 上部構造における右側壁の最大転倒モーメント（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大転倒 

モーメント 

（kN・m） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 152,123 30.73 30.72 30.71 

－＋ 138,256 25.82 25.81 25.80 

＋－ 136,579 8.58 8.58 8.58 

－－ 124,219 10.27 10.26 10.25 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 81,067 7.83 7.83 7.82 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 86,099 15.43 15.43 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 76,166 7.33 7.42 7.41 

－＋ 104,727 7.52 7.52 7.62 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 104,761 24.39 24.39 24.38 

－＋ 106,885 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 80,748 24.44 24.43 24.43 

－＋ 86,238 25.72 25.71 25.70 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 150,272 30.73 30.72 30.71 

－＋ 137,213 25.82 25.81 25.80 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 151,645 30.73 30.72 30.71 

－＋ 121,440 25.82 25.81 25.80 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 157,703 8.58 8.57 8.57 

－＋ 127,918 25.80 25.80 25.80 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 158,590 8.58 8.57 8.57 

－＋ 124,943 25.80 25.80 25.80 
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表 6－9 上部構造における右側壁の最大転倒モーメント（ストレーナエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大転倒 

モーメント 

（kN・m） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 51,389 30.73 30.72 30.71 

－＋ 45,205 19.18 19.18 19.18 

＋－ 50,250 8.95 8.95 8.94 

－－ 44,234 25.82 25.81 25.80 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 29,544 8.17 8.16 8.15 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 32,438 15.43 15.43 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 29,534 7.33 7.42 7.41 

－＋ 36,805 7.53 7.63 7.63 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 38,512 24.39 24.39 24.38 

－＋ 37,460 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 32,536 24.44 24.43 24.43 

－＋ 31,748 24.87 24.87 24.86 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 51,320 30.73 30.72 30.71 

－＋ 47,335 25.82 25.81 25.80 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 51,635 30.73 30.72 30.71 

－＋ 48,844 25.82 25.81 25.80 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 75,336 30.72 30.71 30.70 

－＋ 68,273 25.80 25.80 25.80 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 64,531 30.72 30.71 30.70 

－＋ 65,719 25.80 25.80 25.80 
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(4) 総水平荷重が最大となる時刻（時刻④） 

地震応答解析結果のうち，最大総水平荷重の算定結果を表 6－10～表 6－12 に示

す。 

 

表 6－10 最大総水平荷重（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 120,639 8.56 8.56 8.57 

－＋ -120,860 8.56 8.56 8.57 

＋－ 124,560 8.93 8.93 8.94 

－－ -124,375 8.93 8.93 8.94 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ -117,223 7.91 7.90 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ -102,884 15.60 15.60 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ -126,283 7.51 7.51 7.50 

－＋ 126,065 7.51 7.51 7.50 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ -95,406 24.96 24.97 24.97 

－＋ 95,282 24.96 24.97 24.97 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ -91,050 25.94 25.94 25.95 

－＋ 91,216 25.94 25.94 25.95 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 120,643 8.56 8.56 8.57 

－＋ -120,863 8.56 8.56 8.57 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 120,580 8.56 8.56 8.57 

－＋ -120,790 8.56 8.56 8.57 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 114,124 8.55 8.55 8.55 

－＋ -113,770 8.55 8.55 8.55 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 113,579 8.55 8.55 8.55 

－＋ -113,182 8.55 8.54 8.55 
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表 6－11 最大総水平荷重（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 133,745 8.56 8.56 8.57 

－＋ -133,654 8.56 8.56 8.57 

＋－ 123,726 8.93 8.93 8.94 

－－ -123,765 30.72 30.71 30.70 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ -118,087 7.91 7.90 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ -112,610 15.60 15.60 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ -125,421 7.51 7.51 7.50 

－＋ 124,757 7.51 7.51 7.50 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ -104,222 24.96 24.97 24.97 

－＋ 103,950 24.96 24.97 24.97 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 90,031 24.41 24.41 24.41 

－＋ -92,384 24.41 24.41 24.41 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 133,913 8.56 8.56 8.57 

－＋ -133,789 8.56 8.56 8.57 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 133,686 8.56 8.56 8.57 

－＋ -133,568 8.56 8.56 8.57 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 137,829 8.55 8.55 8.55 

－＋ -127,515 8.55 8.55 8.55 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 135,961 8.55 8.55 8.55 

－＋ -128,980 8.55 8.54 8.55 
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表 6－12 最大総水平荷重（ストレーナエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 41,800 8.56 8.56 8.57 

－＋ -41,800 8.56 8.56 8.57 

＋－ 41,813 8.57 8.56 8.57 

－－ -41,813 8.57 8.56 8.57 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ -35,355 7.91 7.90 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ -37,874 15.60 15.60 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ -33,381 7.51 7.51 7.50 

－＋ 33,380 7.51 7.51 7.50 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ -29,663 24.96 24.97 24.97 

－＋ 29,664 24.96 24.97 24.97 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 26,672 24.41 24.41 24.41 

－＋ -26,672 24.41 24.41 24.41 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 41,829 8.56 8.56 8.57 

－＋ -41,830 8.56 8.56 8.57 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 41,745 8.56 8.56 8.57 

－＋ -41,745 8.56 8.56 8.57 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 44,079 8.55 8.55 8.55 

－＋ -43,639 8.55 8.55 8.55 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 43,941 8.55 8.55 8.55 

－＋ -43,943 8.55 8.54 8.55 
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(5) 上部構造における左側壁の水平荷重が最大となる時刻（時刻⑤） 

地震応答解析結果のうち，上部構造における左側壁の最大水平荷重の算定結果を

表 6－13～表 6－15 に示す。 

 

表 6－13 上部構造における左側壁の最大水平荷重（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 21,006 25.82 25.81 25.80 

－＋ 24,261 30.73 30.72 30.71 

＋－ 19,534 10.27 10.27 10.25 

－－ 21,976 30.72 30.73 30.71 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 18,311 7.91 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 14,554 15.61 15.60 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 17,755 7.52 7.62 7.62 

－＋ 12,702 7.33 7.42 7.41 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 16,865 24.99 24.99 24.99 

－＋ 16,904 24.39 24.39 24.38 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 15,043 25.71 25.71 25.70 

－＋ 14,488 24.44 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 20,647 25.82 25.81 25.80 

－＋ 25,140 30.73 30.72 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 21,413 25.82 25.81 25.80 

－＋ 24,183 30.73 30.72 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 17,983 19.18 19.18 19.17 

－＋ 22,980 8.58 8.57 8.57 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 17,713 19.18 19.18 19.17 

－＋ 22,261 8.58 8.57 8.57 
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表 6－14 上部構造における左側壁の最大水平荷重（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 32,823 25.82 25.81 25.80 

－＋ 33,854 30.73 30.72 30.71 

＋－ 30,148 10.27 10.27 10.25 

－－ 32,734 8.59 8.59 8.58 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 26,126 7.91 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 22,056 15.61 15.60 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 27,740 7.53 7.63 7.62 

－＋ 20,730 7.33 7.42 7.41 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 26,354 24.99 24.99 24.99 

－＋ 26,107 24.39 24.39 24.38 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 23,479 25.71 25.71 25.70 

－＋ 21,699 24.44 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 32,630 25.82 25.81 25.80 

－＋ 34,780 30.73 30.72 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 33,086 25.82 25.81 25.80 

－＋ 34,385 30.73 30.72 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 34,538 14.67 14.67 14.67 

－＋ 39,188 8.58 8.57 8.57 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 33,243 14.67 14.67 14.66 

－＋ 39,406 8.58 8.57 8.57 
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表 6－15 上部構造における左側壁の最大水平荷重（ストレーナエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 12,601 25.82 25.81 25.80 

－＋ 14,351 30.73 30.72 30.71 

＋－ 12,342 25.82 25.82 25.80 

－－ 14,359 8.95 8.95 8.95 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 10,821 7.91 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 10,388 15.61 15.60 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 10,869 7.52 7.63 7.62 

－＋ 8,692 7.33 7.42 7.41 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 10,587 24.99 24.99 24.99 

－＋ 10,975 24.39 24.39 24.38 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 9,266 25.71 25.71 25.70 

－＋ 9,597 24.44 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 13,557 25.82 25.81 25.80 

－＋ 14,504 30.73 30.72 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 13,468 25.82 25.81 25.80 

－＋ 14,414 30.73 30.72 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 17,227 25.80 25.80 25.80 

－＋ 17,315 8.58 8.57 8.57 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 17,374 25.80 25.80 25.80 

－＋ 17,163 8.58 8.57 8.57 
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(6) 上部構造における右側壁の水平荷重が最大となる時刻（時刻⑥） 

地震応答解析結果のうち，上部構造における右側壁の最大水平荷重の算定結果を

表 6－16～表 6－18 に示す。 

 

表 6－16 上部構造における右側壁の最大水平荷重（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 27,031 30.73 30.72 30.71 

－＋ 20,976 28.30 28.30 28.29 

＋－ 24,721 8.58 8.58 8.58 

－－ 21,749 10.27 10.26 10.25 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 15,396 8.17 8.17 8.15 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 14,630 15.43 15.42 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 14,037 7.32 7.42 7.41 

－＋ 20,371 7.52 7.52 7.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 17,686 24.39 24.39 24.38 

－＋ 18,455 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 15,028 25.51 25.50 25.49 

－＋ 15,177 25.96 25.96 26.06 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 27,284 30.73 30.72 30.71 

－＋ 21,875 28.30 28.30 28.29 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 26,867 30.73 30.72 30.71 

－＋ 21,209 28.30 28.30 28.29 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 30,478 8.57 8.57 8.57 

－＋ 22,524 19.18 19.18 19.17 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 30,186 8.57 8.57 8.57 

－＋ 22,250 19.18 19.18 19.17 
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表 6－17 上部構造における右側壁の最大水平荷重（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 43,694 30.73 30.72 30.71 

－＋ 38,273 25.82 25.81 25.80 

＋－ 39,551 8.58 8.58 8.58 

－－ 36,977 10.27 10.26 10.25 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 24,849 7.83 7.83 7.82 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 25,269 15.43 15.42 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 22,996 7.32 7.42 7.41 

－＋ 32,058 7.53 7.63 7.62 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 30,293 24.39 24.39 24.38 

－＋ 31,280 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 24,576 24.43 24.43 24.42 

－＋ 27,936 25.72 25.71 25.70 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 43,313 30.73 30.72 30.71 

－＋ 38,093 25.82 25.81 25.80 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 43,903 30.73 30.72 30.71 

－＋ 35,982 25.82 25.81 25.80 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 42,420 8.57 8.57 8.57 

－＋ 37,134 25.80 25.80 25.80 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 42,877 8.57 8.57 8.57 

－＋ 36,587 25.80 25.80 25.80 

 

  

260



 

257 

表 6－18 上部構造における右側壁の最大水平荷重（ストレーナエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大水平荷重 

（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 16,587 30.73 30.72 30.71 

－＋ 14,228 25.82 25.81 25.80 

＋－ 16,064 8.95 8.95 8.94 

－－ 13,869 25.82 25.81 25.80 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 9,899 7.83 7.83 7.82 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 10,318 15.43 15.42 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 9,359 7.32 7.42 7.41 

－＋ 11,990 7.52 7.52 7.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 12,118 24.39 24.39 24.38 

－＋ 11,935 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 10,440 24.43 24.43 24.42 

－＋ 10,364 24.87 24.87 24.86 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 16,573 30.73 30.72 30.71 

－＋ 14,668 25.82 25.81 25.80 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 16,663 30.73 30.72 30.71 

－＋ 14,963 25.82 25.81 25.80 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 18,687 8.57 8.57 8.57 

－＋ 20,019 25.80 25.80 25.80 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 18,553 8.57 8.57 8.57 

－＋ 19,203 25.80 25.80 25.80 
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(7) 面部材の層間変位が最大となる時刻（時刻⑦） 

地震応答解析結果のうち，面部材の最大層間変位の算定結果を表 6－19～表 6－

21 に示す。 

 

表 6－19 面部材の最大層間変位（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大層間変位 

（mm） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ -2.18 30.73 30.72 30.71 

－＋ 2.10 30.72 30.72 30.71 

＋－ -2.23 30.72 30.71 30.71 

－－ 2.18 30.72 30.71 30.71 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.92 7.92 7.91 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.76 15.61 15.61 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.67 7.51 7.51 7.51 

－＋ -1.71 7.52 7.51 7.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 1.43 24.99 24.98 24.98 

－＋ -1.44 24.99 24.98 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 1.30 25.96 25.95 25.95 

－＋ -1.29 25.96 25.95 25.95 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -2.16 30.73 30.72 30.71 

－＋ 2.08 8.58 8.58 8.57 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -2.15 30.73 30.72 30.71 

－＋ 2.13 30.72 30.72 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -2.70 8.57 8.57 8.56 

－＋ 2.67 8.57 8.57 8.56 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -2.69 8.57 8.57 8.56 

－＋ 2.73 8.57 8.57 8.56 
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表 6－20 面部材の最大層間変位（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大層間変位 

（mm） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ -1.93 30.73 30.72 30.71 

－＋ 1.98 30.72 30.72 30.71 

＋－ -1.94 30.72 30.71 30.71 

－－ 2.00 30.72 30.71 30.71 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.74 7.92 7.91 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.66 15.61 15.61 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.47 7.51 7.51 7.51 

－＋ -1.44 7.52 7.51 7.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 1.42 24.99 24.98 24.98 

－＋ -1.40 24.99 24.98 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 1.15 25.96 25.95 25.95 

－＋ 1.15 24.43 24.42 24.42 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -1.94 30.73 30.72 30.71 

－＋ 1.99 30.72 30.72 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -1.98 30.73 30.72 30.71 

－＋ 2.01 30.72 30.72 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -2.38 8.57 8.57 8.56 

－＋ 2.47 8.57 8.57 8.56 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -2.44 8.57 8.57 8.56 

－＋ 2.46 8.57 8.57 8.56 
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表 6－21 面部材の最大層間変位（ストレーナエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大層間変位 

（mm） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ -1.15 8.58 8.58 8.57 

－＋ 1.15 8.58 8.58 8.57 

＋－ -1.16 8.58 8.58 8.57 

－－ 1.16 8.58 8.58 8.57 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.94 7.92 7.91 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.03 15.61 15.61 15.60 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.83 7.51 7.51 7.51 

－＋ -0.83 7.52 7.51 7.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.83 24.99 24.98 24.98 

－＋ -0.83 24.99 24.98 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ -0.74 24.43 24.42 24.42 

－＋ 0.74 24.43 24.42 24.42 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -1.15 8.58 8.58 8.57 

－＋ 1.15 8.58 8.58 8.57 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -1.15 8.58 8.58 8.57 

－＋ 1.15 8.58 8.58 8.57 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -1.59 8.57 8.57 8.56 

－＋ 1.59 8.57 8.57 8.56 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ -1.59 8.57 8.57 8.56 

－＋ 1.59 8.57 8.57 8.56 
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(8) 上部構造における左側壁の上部荷重が最大となる時刻（時刻⑧） 

地震応答解析結果のうち，上部構造における左側壁の最大上部荷重の算定結果を

表 6－22～表 6－24 に示す。 

 

表 6－22 上部構造における左側壁の最大上部荷重（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大上部水平

荷重（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 4,198 25.82 25.81 25.80 

－＋ 3,411 8.98 8.96 8.95 

＋－ 3,468 25.82 25.82 25.80 

－－ 3,750 25.74 25.75 25.74 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 2,117 7.94 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1,857 15.64 15.60 15.61 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 2,024 7.65 7.63 7.63 

－＋ 2,064 7.45 7.42 7.42 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 2,472 25.01 24.99 24.99 

－＋ 2,492 24.43 24.39 24.39 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 2,358 25.71 25.71 25.70 

－＋ 2,163 24.45 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 4,077 25.82 25.81 25.80 

－＋ 3,442 8.98 8.96 8.95 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 4,499 25.82 25.81 25.80 

－＋ 3,411 8.98 8.96 8.95 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 2,946 13.30 13.20 13.29 

－＋ 3,701 8.59 8.57 8.57 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 2,813 13.30 13.20 13.29 

－＋ 3,610 8.59 8.57 8.57 
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表 6－23 上部構造における左側壁の最大上部荷重（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大上部水平

荷重（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 14,210 25.82 25.81 25.80 

－＋ 12,842 30.75 30.72 30.71 

＋－ 11,261 10.30 10.27 10.25 

－－ 12,644 8.98 8.95 8.95 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 9,478 7.94 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 8,456 15.64 15.60 15.61 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 9,767 7.65 7.63 7.63 

－＋ 7,929 7.45 7.42 7.42 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 10,363 25.01 24.99 24.99 

－＋ 10,665 24.43 24.39 24.39 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 7,898 26.03 26.07 26.07 

－＋ 8,235 24.45 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 13,929 25.82 25.81 25.80 

－＋ 13,319 30.72 30.72 30.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 14,224 25.82 25.81 25.80 

－＋ 13,222 30.72 30.72 30.71 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 12,951 10.59 10.61 10.53 

－＋ 16,805 8.59 8.57 8.57 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 13,002 10.37 10.27 10.26 

－＋ 16,591 8.59 8.57 8.57 
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表 6－24 上部構造における左側壁の最大上部荷重（ストレーナエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大上部水平

荷重（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 4,480 19.21 19.19 19.18 

－＋ 5,020 8.98 8.96 8.95 

＋－ 4,272 25.82 25.82 25.80 

－－ 5,020 8.98 8.95 8.95 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 3,328 7.94 7.92 7.90 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 3,373 15.64 15.60 15.61 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 3,660 7.65 7.63 7.63 

－＋ 3,096 7.45 7.42 7.42 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 3,664 25.01 24.99 24.99 

－＋ 4,053 24.43 24.39 24.39 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 3,086 26.03 26.07 26.07 

－＋ 3,308 24.45 24.44 24.43 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 5,032 25.82 25.81 25.80 

－＋ 5,012 8.98 8.96 8.95 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 4,937 25.82 25.81 25.80 

－＋ 4,981 8.98 8.96 8.95 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 6,837 25.89 25.80 25.80 

－＋ 8,390 30.72 30.70 30.70 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 6,808 25.89 25.80 25.80 

－＋ 7,115 30.72 30.70 30.70 
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(9) 上部構造における左側壁の上部荷重が最大となる時刻（時刻⑨） 

地震応答解析結果のうち，上部構造における右側壁の最大上部荷重の算定結果を

表 6－25～表 6－27 に示す。 

 

表 6－25 上部構造における右側壁の最大上部荷重（除じん機エリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大上部水平

荷重（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 6,848 30.73 30.72 30.71 

－＋ 5,332 25.82 25.81 25.80 

＋－ 6,269 30.72 30.72 30.71 

－－ 5,312 10.27 10.26 10.25 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 3,560 8.15 8.14 8.14 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 3,689 15.43 15.43 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 3,506 7.33 7.42 7.41 

－＋ 4,746 7.52 7.52 7.62 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 4,694 24.39 24.39 24.39 

－＋ 4,597 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 3,848 24.44 24.43 24.43 

－＋ 3,790 25.96 25.96 26.06 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 7,089 30.73 30.72 30.71 

－＋ 5,661 28.30 28.30 28.29 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 6,865 30.73 30.72 30.71 

－＋ 5,378 25.82 25.81 25.80 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 7,830 8.58 8.57 8.57 

－＋ 4,295 10.60 10.61 10.52 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 7,746 8.58 8.57 8.57 

－＋ 4,259 10.60 10.60 10.52 
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表 6－26 上部構造における右側壁の最大上部荷重（海水ポンプエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大上部水平

荷重（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 17,858 30.73 30.72 30.71 

－＋ 16,628 25.82 25.81 25.80 

＋－ 15,741 8.58 8.58 8.58 

－－ 14,245 10.27 10.26 10.25 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 9,234 7.83 7.83 7.82 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 10,112 15.43 15.43 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 8,764 7.33 7.42 7.41 

－＋ 11,836 7.52 7.52 7.62 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 12,382 24.39 24.39 24.39 

－＋ 12,458 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 9,258 24.44 24.43 24.43 

－＋ 9,884 25.42 25.42 25.42 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 17,592 30.73 30.72 30.71 

－＋ 16,490 25.82 25.81 25.80 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 17,672 30.73 30.72 30.71 

－＋ 13,956 25.82 25.81 25.80 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 19,208 8.58 8.57 8.57 

－＋ 15,073 25.80 25.80 25.80 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 19,475 8.58 8.57 8.57 

－＋ 14,674 25.80 25.80 25.80 
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表 6－27 上部構造における右側壁の最大上部荷重（ストレーナエリア着目） 

解析 

ケース 
地震動 

最大上部水平

荷重（kN） 

時刻（s） 

除じん機 

エリア 

海水ポンプ 

エリア 

ストレーナ 

エリア 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 5,879 30.73 30.72 30.71 

－＋ 5,300 19.18 19.18 19.18 

＋－ 5,772 8.95 8.95 8.95 

－－ 5,136 25.82 25.81 25.80 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 3,354 8.15 8.14 8.14 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 3,719 15.43 15.43 15.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 3,372 7.33 7.42 7.41 

－＋ 4,188 7.53 7.63 7.63 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 4,537 24.39 24.39 24.39 

－＋ 4,297 24.99 24.99 24.98 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 3,712 24.44 24.43 24.43 

－＋ 3,595 25.42 25.42 25.42 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 5,868 30.73 30.72 30.71 

－＋ 5,534 25.82 25.81 25.80 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 5,910 30.73 30.72 30.71 

－＋ 5,742 25.82 25.81 25.80 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 9,569 30.72 30.71 30.70 

－＋ 8,182 25.80 25.80 25.80 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 7,697 30.72 30.70 30.70 

－＋ 7,925 25.80 25.80 25.80 
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6.1.2 作用荷重分布図 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査及びせん断破壊に対する照査のうち，せん断破

壊の照査値が最大となる解析ケースについて，作用分布図を図 6－1～図 6－6 に示

す。 

 

 

 

 

図中の矢印は荷重の作用方向を示す 

 

図 6－1 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）） 
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（水平） 

 

 

（鉛直） 

 

 

図 6－2 作用荷重分布図（加速度） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）） 
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図中の矢印は荷重の作用方向を示す 

 

図 6－3 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 
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（水平） 

 

 

（鉛直） 

 

 

 

図 6－4 作用荷重分布図（加速度） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 
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図 6－5 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 
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（水平） 

 

 

（鉛直） 

 

図 6－6 作用荷重分布図（加速度） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 
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6.1.3 最大せん断ひずみ 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査及びせん断破壊に対する照査のうち照査値が最

大となる解析ケースについて，地盤に発生した最大せん断ひずみ分布図を図 6－7

～図 6－12 に示す。 
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（a）全体図 

 

（b）構造物周辺拡大図 

 

図 6－7 最大せん断ひずみ分布図（曲げ・軸力系の破壊） 

（解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋），除じんエリア（Ａ－Ａ断面）） 

  

0.087（最大値） 
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（a）全体図 

 

（b）構造物周辺拡大図 

 

図 6－8 最大せん断ひずみ分布図（曲げ・軸力系の破壊） 

（解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋），海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 

  

0.066（最大値） 
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（a）全体図 

 

（b）構造物周辺拡大図 

 

図 6－9 最大せん断ひずみ分布図（曲げ・軸力系の破壊） 

（解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋），ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 

  

0.091（最大値） 
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（a）全体図 

 

（b）構造物周辺拡大図 

 

図 6－10 最大せん断ひずみ分布図（せん断破壊） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），除じんエリア（Ａ－Ａ断面）） 

  

0.222（最大値） 
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（a）全体図 

 

（b）構造物周辺拡大図 

 

図 6－11 最大せん断ひずみ分布図（せん断破壊） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 

  

0.281（最大値） 
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（a）全体図 

 

（b）構造物周辺拡大図 

 

図 6－12 最大せん断ひずみ分布図（せん断破壊） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 

  

0.195（最大値） 
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6.2 ３次元構造解析結果 

３次元構造解析に基づく各構造部材の構造解析結果を示す。各部材位置を図 6－13に，

各部材の要素座標系を図 6－14～図 6－16 に，シェル要素における断面力の方向を図 6

－17 に示す。 

 

注：手前の側壁は非表示としている。 

図 6－13 評価部位の位置（再掲）＊ 

注記＊：部材位置を説明するための図であり，解析モデルとは異なる。 
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図 6－14 各部材の要素座標系  

中床版①～③ 底版 
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黒（Ｘ，Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す 
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図 6－15 各部材の要素座標系 

  

黒（Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す 
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図 6－16 各部材の要素座標系 
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図 6－17 シェル要素における断面力の方向 

 

平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果については別途修

正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。  

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力 

Ｎｘｙ：面内せん断力 
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6.2.1 解析ケースと照査値 

耐震評価においては，「補－026－01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価に

ついて」のうち「10. 屋外重要土木構造物の耐震評価における追加解析ケースの

選定」に基づき，すべての基準地震動Ｓｓに対して実施するケース①（基本ケース）

において，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査の各照査項

目ごとに照査値が 0.5 を超える照査項目について，最も厳しい（許容限界に対する

裕度が最も小さい）地震動を用いてケース②～⑤を実施する。 

また，上記解析ケースの結果を踏まえ，更に照査値が大きくなる可能性がある場

合は，追加解析を実施する。 

以降に，取水槽の曲げ・軸力系の破壊に対する照査，せん断破壊に対する照査及

び基礎地盤の支持性能に対する照査結果を示す。なお，各部材位置を図 6－18 に示

す。 
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注：手前の側壁は非表示としている。 

図 6－18 評価部位の位置（再掲）＊ 

注記＊：部材位置を説明するための図であり，解析モデルとは異なる。 
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(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する照査 

表 6－28～表 6－35 に曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値を

示す。 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査は，限界ひずみを許容限界とする。なお，詳細

については，「6.3.1 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果」に示す。 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査値は，照査値が 0.5 を超える評価結果に対し，

ばらつきを考慮しても 0.95 であり，要求機能を満足していると評価できる。 

 

表 6－28 曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値（底版）＊1 

解析ケース 

地震動 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.06 0.06 0.06 0.07 0.07 

－＋ 0.06 0.07 0.07 0.10 0.09 

＋－ 0.07 － － － － 

－－ 0.07 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.06 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.06 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.06 － － － － 

－＋ 0.06 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.04 － － － － 

－＋ 0.04 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.04 － － － － 

－＋ 0.04 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－29 曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値（中床版）＊1 

解析ケース 

地震動 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.81 0.79 0.80 0.56 0.56 

－＋ 0.80 0.81 0.81 0.79 0.71 

＋－ 0.63 － － － － 

－－ 0.60 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.56 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.49 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.60 － － － － 

－＋ 0.60 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.32 － － － － 

－＋ 0.36 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.35 － － － － 

－＋ 0.36 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－30 曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値（側壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.87 0.87 0.88 0.76 0.80 

－＋ 0.95 0.95 0.94 0.95 0.95 

＋－ 0.75 － － － － 

－－ 0.83 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.73 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.72 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.68 － － － － 

－＋ 0.51 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.19 － － － － 

－＋ 0.73 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.50 － － － － 

－＋ 0.50 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－31 曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値（隔壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.57 0.55 0.56 0.38 0.37 

－＋ 0.57 0.57 0.56 0.46 0.44 

＋－ 0.43 － － － － 

－－ 0.42 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.39 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.35 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.43 － － － － 

－＋ 0.42 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.23 － － － － 

－＋ 0.25 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.25 － － － － 

－＋ 0.25 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－32 曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値（導流壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.16 0.16 0.16 0.17 0.17 

－＋ 0.16 0.16 0.16 0.22 0.20 

＋－ 0.17 － － － － 

－－ 0.18 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.14 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.14 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.13 － － － － 

－＋ 0.13 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.09 － － － － 

－＋ 0.11 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.09 － － － － 

－＋ 0.10 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 

  

295



 

292 

表 6－33 曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値（妻壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.07 0.06 0.06 0.11 0.11 

－＋ 0.06 0.06 0.06 0.09 0.11 

＋－ 0.07 － － － － 

－－ 0.06 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.04 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.04 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.04 － － － － 

－＋ 0.05 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.03 － － － － 

－＋ 0.04 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.03 － － － － 

－＋ 0.03 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－34 曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値（分離壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.05 0.05 0.05 0.10 0.10 

－＋ 0.05 0.05 0.05 0.07 0.08 

＋－ 0.06 － － － － 

－－ 0.06 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.05 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.04 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.06 － － － － 

－＋ 0.05 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.03 － － － － 

－＋ 0.04 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.04 － － － － 

－＋ 0.04 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 

  

297



 

294 

表 6－35 曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと照査値（控壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 

－＋ 0.04 0.04 0.04 0.05 0.05 

＋－ 0.03 － － － － 

－－ 0.03 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.03 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.03 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.03 － － － － 

－＋ 0.03 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.02 － － － － 

－＋ 0.03 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.02 － － － － 

－＋ 0.02 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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(2) せん断破壊に対する照査 

表 6－36～表 6－43 にせん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値を示す。 

せん断破壊に対する照査は，限界ひずみを許容限界とする。なお，詳細について

は，「6.3.2 せん断破壊に対する評価結果」に示す。 

せん断破壊に対する照査値は，照査値が 0.5 を超える評価結果に対し，ばらつき

を考慮しても 0.95 であり，要求機能を満足していると評価できる。 

 

表 6－36 せん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値（底版）＊1 

解析ケース 

地震動 

せん断破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.56 0.57 0.56 0.62 0.60 

－＋ 0.58 0.59 0.58 0.69 0.64 

＋－ 0.61 － － － － 

－－ 0.62 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.54 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.56 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.57 － － － － 

－＋ 0.59 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.38 － － － － 

－＋ 0.44 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.39 － － － － 

－＋ 0.41 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－37 せん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値（中床版）＊1 

解析ケース 

地震動 

せん断破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.93 0.92 0.93 0.88 0.92 

－＋ 0.84 0.84 0.84 0.94 0.87 

＋－ 0.78 － － － － 

－－ 0.75 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.66 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.61 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.70 － － － － 

－＋ 0.76 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.48 － － － － 

－＋ 0.53 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.54 － － － － 

－＋ 0.50 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 

  

300



 

297 

表 6－38 せん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値（側壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

せん断破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.94 0.94 0.93 0.95 0.94 

－＋ 0.94 0.95 0.95 0.95 0.95 

＋－ 0.88 － － － － 

－－ 0.89 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.80 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.74 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.78 － － － － 

－＋ 0.82 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.70 － － － － 

－＋ 0.76 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.68 － － － － 

－＋ 0.78 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－39 せん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値（隔壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

せん断破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.73 0.73 0.73 0.83 0.91 

－＋ 0.93 0.85 0.82 0.88 0.94 

＋－ 0.76 － － － － 

－－ 0.87 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.68 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.59 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.65 － － － － 

－＋ 0.67 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.51 － － － － 

－＋ 0.59 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.51 － － － － 

－＋ 0.58 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－40 せん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値（導流壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

せん断破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.70 0.70 0.70 0.80 0.78 

－＋ 0.71 0.72 0.72 0.81 0.78 

＋－ 0.74 － － － － 

－－ 0.76 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.79 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.64 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.67 － － － － 

－＋ 0.65 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.45 － － － － 

－＋ 0.54 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.47 － － － － 

－＋ 0.50 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－41 せん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値（妻壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

せん断破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.43 0.43 0.44 0.46 0.46 

－＋ 0.43 0.44 0.44 0.45 0.44 

＋－ 0.40 － － － － 

－－ 0.41 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.39 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.39 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.38 － － － － 

－＋ 0.38 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.36 － － － － 

－＋ 0.36 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.37 － － － － 

－＋ 0.36 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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表 6－42 せん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値（分離壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

せん断破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.18 0.18 0.18 0.31 0.31 

－＋ 0.18 0.18 0.18 0.23 0.25 

＋－ 0.20 － － － － 

－－ 0.21 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.18 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.14 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.18 － － － － 

－＋ 0.17 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.12 － － － － 

－＋ 0.15 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.12 － － － － 

－＋ 0.14 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 

  

305



 

302 

表 6－43 せん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値（控壁）＊1 

解析ケース 

地震動 

せん断破壊に対する照査＊2 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.42 0.42 0.42 0.35 0.34 

－＋ 0.43 0.44 0.43 0.39 0.38 

＋－ 0.35 － － － － 

－－ 0.36 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.34 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.29 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.35 － － － － 

－＋ 0.34 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.21 － － － － 

－＋ 0.22 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.21 － － － － 

－＋ 0.20 － － － － 

注記＊1：部材位置を図 6－18 に示す。 

＊2：照査値は，構造強度を有すること，通水機能を損なわないこと，止水機能を損な 

わないこと及びＳクラスの施設を支持する機能に対する評価結果のうち厳しい値 

を記載。 
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(3) 基礎地盤の支持性能に対する照査 

表 6－44 に基礎地盤の支持性能に対する照査の実施ケースと照査値を示す。 

基礎地盤の支持性能に対する照査は，極限支持力度または支圧強度を許容限界と

する。なお，詳細については，「6.4 基礎地盤の支持性能に対する評価結果」に

示す。 

基礎地盤の支持性能に対する照査は，ばらつきを考慮しても許容限界に対して

0.5 未満であり，要求機能を満足していると評価できる。 

 

表 6－44 基礎地盤の支持性能に対する照査の実施ケースと照査値 

解析ケース 

地震動 

基礎地盤の支持性能に対する照査 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.24 0.24 0.24 0.25 0.24 

－＋ 0.24 0.24 0.24 0.24 0.24 

＋－ 0.24 － － － － 

－－ 0.24 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.25 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.22 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.24 － － － － 

－＋ 0.24 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.24 － － － － 

－＋ 0.24 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.20 － － － － 

－＋ 0.20 － － － － 
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6.2.2 構造部材のひずみ分布（曲げ・軸力系の破壊に対する照査） 

構造強度を有すること，通水機能を有すること及びＳクラスの施設を支持する機

能を損なわないことの確認における鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破壊に

対する照査について，許容限界をコンクリートの圧縮縁ひずみとした各部材におい

て最も厳しい照査値となる解析ケースの一覧を表 6－45 に，止水機能を損なわない

ことの確認として，許容限界を圧縮ひずみ及び主筋ひずみとした各部材において最

も厳しい照査値となる解析ケースの一覧を表 6－46 及び表 6－47 に示す。また，各

部材のコンクリートの圧縮縁ひずみ，コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみに

対して最大照査値となる評価時刻でのひずみ分布を図 6－19～図 6－27 に示す。 

なお，コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみのひずみ分布については，止水

機能が求められる部材のひずみ分布のみ示す。 

 

表 6－45 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

評価位置＊１ 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊２ 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 1 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 968μ 10000μ 0.10 

中床版 16 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 3117μ 10000μ 0.32 

側壁 44 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 7932μ 10000μ 0.80 

隔壁 136 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1132μ 10000μ 0.12 

導流壁 62 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 2129μ 10000μ 0.22 

妻壁 91 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1091μ 10000μ 0.11 

分離壁 67 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 183μ 10000μ 0.02 

控壁 71 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 420μ 10000μ 0.05 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（=1.2） 
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             側壁①                 側壁② 

 

 

             

                底版                  中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①                   導流壁② 

 

図 6－19 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 6610μ 

309



 

306 

 

     

               導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

         

          分離壁①    分離壁②    分離壁③   分離壁④   分離壁⑤ 

 

 

             

                 控壁①   控壁②   控壁③   控壁④  控壁⑤ 

 

図 6－20 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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                妻壁①                  妻壁② 

 

 

   

                隔壁①                隔壁② 

 

 

   

                 隔壁③               隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

 

 

図 6－21 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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表 6－46 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（コンクリートの圧縮ひずみ） 

評価位置＊１ 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊２ 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 － － － － － － 

中床版 31 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1613μ 2000μ 0.81 

側壁 43 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1868μ 2000μ 0.94 

隔壁 136 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1132μ 2000μ 0.57 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 － － － － － － 

分離壁 67 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 183μ 2000μ 0.10 

控壁 － － － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（=1.2） 
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             側壁①                 側壁② 

 

 

             

                底版                  中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①                   導流壁② 

 

図 6－22 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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               導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

         

          分離壁①    分離壁②    分離壁③   分離壁④   分離壁⑤ 

 

 

             

               控壁①     控壁②   控壁③    控壁④   控壁⑤ 

 

図 6－23 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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                妻壁①                  妻壁② 

 

 

   

                隔壁①                隔壁② 

 

 

   

                 隔壁③               隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

 

図 6－24 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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表 6－47 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（主筋ひずみ） 

評価位置＊１ 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊２ 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 － － － － － － 

中床版 28 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1624μ 1725μ 0.95 

側壁 43 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1637μ 1725μ 0.95 

隔壁 126 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1556μ 1725μ 0.91 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 － － － － － － 

分離壁 68 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 264μ 1725μ 0.16 

控壁 － － － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（=1.2） 

  

316



 

313 

 

  

             側壁①                 側壁② 
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図 6－25 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（主筋ひずみ） 

（側壁，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 6－26 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（主筋ひずみ） 

（側壁，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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                 隔壁③               隔壁④ 
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図 6－27 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（主筋ひずみ） 

（側壁，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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316 

【底版，中床版】 

 

図 6－28 評価位置図（底版，中床版） 

（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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【側壁，導流壁，分離壁，控壁】 

 

図 6－29 評価位置図（側壁，導流壁，分離壁，控壁） 

（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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【隔壁，妻壁】 

 

図 6－30 評価位置図（隔壁，妻壁） 

（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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6.2.3 構造部材の断面力分布（せん断破壊に対する照査） 

鉄筋コンクリート部材のせん断破壊に対する照査について，各部材において最も

厳しい照査値となる解析ケースの一覧を表 6－48 に示す。また，最大照査値となる

評価時刻における断面力分布（曲げモーメント，軸力，せん断力）を図 6－31～図

6－48 に示す。 

 

表 6－48 せん断破壊に対する照査 

評価位置＊１ 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊２ 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断 

耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

底版 1 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1244 1828 0.69 

中床版 21 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 164 174 0.94 

側壁 41 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 766 807 0.95 

隔壁 141 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 344 360 0.94 

導流壁 62 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1028 1272 0.81 

妻壁 92 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 985 2145 0.46 

分離壁 68 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 317 1033 0.31 

控壁 75 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 302 689 0.44 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（=1.05） 
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                底版                 中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①                   導流壁② 

 

図 6－31 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ） 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
245kN・m/m 

324



 

321 
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控壁①   控壁②   控壁③   控壁④   控壁⑤ 

 

図 6－32 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 6－33 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              側壁①                  側壁② 

 

 

           

                底版                 中床版①～③ 

 

 

     

               導流壁①                 導流壁② 

図 6－34 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋））  

-97kN・m/m 
（kN・m/m） 
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控壁①   控壁②   控壁③   控壁④   控壁⑤ 

 

図 6－35 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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                隔壁①                隔壁② 

 

 

   

                 隔壁③               隔壁④ 
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図 6－36 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              側壁①                  側壁② 

 

 

           

                底版                 中床版①～③ 

 

 

     

               導流壁①                 導流壁② 

 

図 6－37 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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控壁①  控壁② 控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 6－38 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

 

  

（kN・m/m） 

331



 

328 
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図 6－39 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              側壁①               側壁② 

 

 

           

                底版                 中床版①～③ 

 

 

     

               導流壁①              導流壁② 

 

図 6－40 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 6－41 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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                妻壁①                  妻壁② 

 

 

   

                隔壁①                隔壁② 

 

 

   

                 隔壁③               隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

 

 

 

図 6－42 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
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                底版                 中床版①～③ 

 

 

     

               導流壁①               導流壁② 

 

図 6－43 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 6－44 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 6－45 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              側壁①               側壁② 

 

 

           

                底版                 中床版①～③ 

 

 

     

               導流壁①              導流壁② 

 

図 6－46 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 6－47 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 6－48 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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6.3 構造部材の健全性に対する評価結果 

6.3.1 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

(1) 構造強度を有することに対する評価結果 

鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破壊に対する各部材での最大照査値につ

いて，表 6－49～表 6－55 に解析ケース・地震動ごとに示す。 

同表より，コンクリートの圧縮縁ひずみが，全ケースにおいて許容限界（コンク

リートの圧縮縁ひずみ：10000μ）を下回ることを確認した。 

また，表 6－56～表 6－69 に，PHb 工法を適用するコンクリートの圧縮ひずみ及

び主筋ひずみを記載しており，いずれも部材降伏に相当する限界ひずみ（コンクリ

ートの圧縮ひずみ：2000μ，主筋ひずみ：1725μ）に至っておらず，PHb 工法の適

用範囲内であることを確認した。 

なお，平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果につい

ては別途修正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。 
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表 6－49 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 596.18 10000μ 0.06 

中床版 11 2292.48 10000μ 0.23 

側壁 44 3937.18 10000μ 0.40 

隔壁 131 1121.43 10000μ 0.12 

導流壁 65 1588.10 10000μ 0.16 

妻壁 81 690.54 10000μ 0.07 

分離壁 67 95.76 10000μ 0.01 

控壁 75 316.20 10000μ 0.04 

－＋ 

底版 1 591.46 10000μ 0.06 

中床版 16 2359.76 10000μ 0.24 

側壁 44 4035.78 10000μ 0.41 

隔壁 136 1126.95 10000μ 0.12 

導流壁 61 1558.30 10000μ 0.16 

妻壁 81 536.08 10000μ 0.06 

分離壁 68 95.79 10000μ 0.01 

控壁 71 356.59 10000μ 0.04 

＋－ 

底版 3 637.55 10000μ 0.07 

中床版 11 1624.94 10000μ 0.17 

側壁 44 3103.75 10000μ 0.32 

隔壁 131 854.86 10000μ 0.09 

導流壁 65 1692.59 10000μ 0.17 

妻壁 81 674.66 10000μ 0.07 

分離壁 67 101.38 10000μ 0.02 

控壁 71 283.93 10000μ 0.03 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－50 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 1 649.37 10000μ 0.07 

中床版 16 1683.89 10000μ 0.17 

側壁 44 3643.24 10000μ 0.37 

隔壁 136 824.25 10000μ 0.09 

導流壁 61 1735.13 10000μ 0.18 

妻壁 81 579.07 10000μ 0.06 

分離壁 68 112.36 10000μ 0.02 

控壁 75 293.69 10000μ 0.03 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 1 518.12 10000μ 0.06 

中床版 16 1464.63 10000μ 0.15 

側壁 44 2559.39 10000μ 0.26 

隔壁 136 775.07 10000μ 0.08 

導流壁 61 1358.32 10000μ 0.14 

妻壁 94 365.15 10000μ 0.04 

分離壁 68 94.52 10000μ 0.01 

控壁 75 263.34 10000μ 0.03 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 1 505.35 10000μ 0.06 

中床版 16 1293.48 10000μ 0.13 

側壁 44 2158.90 10000μ 0.22 

隔壁 136 686.18 10000μ 0.07 

導流壁 61 1312.15 10000μ 0.14 

妻壁 81 380.38 10000μ 0.04 

分離壁 68 76.26 10000μ 0.01 

控壁 75 240.41 10000μ 0.03 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－51 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 1 514.55 10000μ 0.06 

中床版 16 1538.54 10000μ 0.16 

側壁 44 2369.22 10000μ 0.24 

隔壁 136 844.78 10000μ 0.09 

導流壁 61 1269.05 10000μ 0.13 

妻壁 81 344.99 10000μ 0.04 

分離壁 68 100.22 10000μ 0.02 

控壁 75 261.49 10000μ 0.03 

－＋ 

底版 3 501.01 10000μ 0.06 

中床版 11 1476.30 10000μ 0.15 

側壁 44 1462.00 10000μ 0.15 

隔壁 131 829.35 10000μ 0.09 

導流壁 65 1252.67 10000μ 0.13 

妻壁 81 469.40 10000μ 0.05 

分離壁 67 94.17 10000μ 0.01 

控壁 71 252.69 10000μ 0.03 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 1 338.37 10000μ 0.04 

中床版 16 747.50 10000μ 0.08 

側壁 44 568.06 10000μ 0.06 

隔壁 136 451.41 10000μ 0.05 

導流壁 61 829.16 10000μ 0.09 

妻壁 92 276.17 10000μ 0.03 

分離壁 68 59.18 10000μ 0.01 

控壁 75 190.29 10000μ 0.02 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－52 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 3 399.09 10000μ 0.04 

中床版 16 978.29 10000μ 0.10 

側壁 44 2507.75 10000μ 0.26 

隔壁 131 494.45 10000μ 0.05 

導流壁 65 1062.75 10000μ 0.11 

妻壁 91 336.21 10000μ 0.04 

分離壁 67 67.36 10000μ 0.01 

控壁 71 201.09 10000μ 0.03 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 1 313.60 10000μ 0.04 

中床版 16 721.39 10000μ 0.08 

側壁 44 1491.56 10000μ 0.15 

隔壁 131 481.66 10000μ 0.05 

導流壁 61 855.18 10000μ 0.09 

妻壁 94 278.47 10000μ 0.03 

分離壁 68 61.05 10000μ 0.01 

控壁 75 194.83 10000μ 0.02 

－＋ 

底版 3 344.05 10000μ 0.04 

中床版 16 871.85 10000μ 0.09 

側壁 44 1491.28 10000μ 0.15 

隔壁 131 482.24 10000μ 0.05 

導流壁 65 930.00 10000μ 0.10 

妻壁 94 285.02 10000μ 0.03 

分離壁 67 65.81 10000μ 0.01 

控壁 71 195.06 10000μ 0.02 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－53 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 587.76 10000μ 0.06 

中床版 11 2256.75 10000μ 0.23 

側壁 44 3989.79 10000μ 0.40 

隔壁 131 1098.74 10000μ 0.11 

導流壁 65 1566.30 10000μ 0.16 

妻壁 81 588.92 10000μ 0.06 

分離壁 67 93.55 10000μ 0.01 

控壁 75 311.29 10000μ 0.04 

－＋ 

底版 1 601.58 10000μ 0.07 

中床版 16 2364.80 10000μ 0.24 

側壁 44 4421.09 10000μ 0.45 

隔壁 136 1132.05 10000μ 0.12 

導流壁 61 1578.52 10000μ 0.16 

妻壁 91 508.42 10000μ 0.06 

分離壁 68 96.42 10000μ 0.01 

控壁 71 340.69 10000μ 0.04 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 3 589.27 10000μ 0.06 

中床版 11 2249.17 10000μ 0.23 

側壁 44 3945.52 10000μ 0.40 

隔壁 131 1107.00 10000μ 0.12 

導流壁 65 1567.58 10000μ 0.16 

妻壁 81 585.33 10000μ 0.06 

分離壁 67 93.84 10000μ 0.01 

控壁 71 310.57 10000μ 0.04 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－54 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 1 602.93 10000μ 0.07 

中床版 16 2334.90 10000μ 0.24 

側壁 44 4161.91 10000μ 0.42 

隔壁 136 1117.65 10000μ 0.12 

導流壁 61 1587.25 10000μ 0.16 

妻壁 81 523.42 10000μ 0.06 

分離壁 68 92.90 10000μ 0.01 

控壁 71 335.81 10000μ 0.04 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 686.49 10000μ 0.07 

中床版 11 1924.14 10000μ 0.20 

側壁 44 3280.08 10000μ 0.33 

隔壁 131 749.23 10000μ 0.08 

導流壁 65 1625.44 10000μ 0.17 

妻壁 91 1090.79 10000μ 0.11 

分離壁 67 183.33 10000μ 0.02 

控壁 75 342.77 10000μ 0.04 

－＋ 

底版 1 967.60 10000μ 0.10 

中床版 16 3116.54 10000μ 0.32 

側壁 44 7932.27 10000μ 0.80 

隔壁 136 914.16 10000μ 0.10 

導流壁 62 2128.92 10000μ 0.22 

妻壁 91 814.03 10000μ 0.09 

分離壁 68 135.30 10000μ 0.02 

控壁 71 419.94 10000μ 0.05 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－55 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 699.45 10000μ 0.07 

中床版 11 1873.53 10000μ 0.19 

側壁 44 3568.31 10000μ 0.36 

隔壁 131 739.48 10000μ 0.08 

導流壁 65 1674.83 10000μ 0.17 

妻壁 91 1087.48 10000μ 0.11 

分離壁 67 181.89 10000μ 0.02 

控壁 71 354.28 10000μ 0.04 

－＋ 

底版 1 894.11 10000μ 0.09 

中床版 16 2702.04 10000μ 0.28 

側壁 44 7686.19 10000μ 0.77 

隔壁 136 877.37 10000μ 0.09 

導流壁 62 1913.44 10000μ 0.20 

妻壁 91 1053.15 10000μ 0.11 

分離壁 68 145.44 10000μ 0.02 

控壁 71 403.32 10000μ 0.05 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

  

349



 

346 

表 6－56 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 596.18 2000μ 0.30 

中床版 22 885.24 2000μ 0.45 

側壁 51 802.57 2000μ 0.41 

隔壁 131 1121.43 2000μ 0.57 

導流壁 65 929.37 2000μ 0.47 

妻壁 91 505.55 2000μ 0.26 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 591.46 2000μ 0.30 

中床版 17 870.99 2000μ 0.44 

側壁 54 559.27 2000μ 0.28 

隔壁 136 1126.95 2000μ 0.57 

導流壁 61 918.39 2000μ 0.46 

妻壁 91 509.71 2000μ 0.26 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 3 637.55 2000μ 0.32 

中床版 33 870.01 2000μ 0.44 

側壁 51 682.45 2000μ 0.35 

隔壁 131 854.86 2000μ 0.43 

導流壁 65 969.55 2000μ 0.49 

妻壁 91 520.03 2000μ 0.27 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－57 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 1 649.37 2000μ 0.33 

中床版 33 863.59 2000μ 0.44 

側壁 51 540.48 2000μ 0.28 

隔壁 136 824.25 2000μ 0.42 

導流壁 61 969.19 2000μ 0.49 

妻壁 91 509.52 2000μ 0.26 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 1 518.12 2000μ 0.26 

中床版 33 743.16 2000μ 0.38 

側壁 51 363.62 2000μ 0.19 

隔壁 136 775.07 2000μ 0.39 

導流壁 61 832.00 2000μ 0.42 

妻壁 94 365.15 2000μ 0.19 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 1 505.35 2000μ 0.26 

中床版 33 677.36 2000μ 0.34 

側壁 51 359.31 2000μ 0.18 

隔壁 136 686.18 2000μ 0.35 

導流壁 61 805.75 2000μ 0.41 

妻壁 94 357.00 2000μ 0.18 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－58 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 1 514.55 2000μ 0.26 

中床版 22 774.15 2000μ 0.39 

側壁 51 330.23 2000μ 0.17 

隔壁 136 844.78 2000μ 0.43 

導流壁 61 786.34 2000μ 0.40 

妻壁 94 314.69 2000μ 0.16 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 501.01 2000μ 0.26 

中床版 17 770.41 2000μ 0.39 

側壁 51 510.86 2000μ 0.26 

隔壁 131 829.35 2000μ 0.42 

導流壁 65 778.89 2000μ 0.39 

妻壁 92 320.31 2000μ 0.17 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 1 338.37 2000μ 0.17 

中床版 33 441.61 2000μ 0.23 

側壁 51 218.97 2000μ 0.11 

隔壁 136 451.41 2000μ 0.23 

導流壁 61 487.19 2000μ 0.25 

妻壁 92 276.17 2000μ 0.14 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－59 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 3 399.09 2000μ 0.20 

中床版 33 554.16 2000μ 0.28 

側壁 51 448.13 2000μ 0.23 

隔壁 131 494.45 2000μ 0.25 

導流壁 65 632.53 2000μ 0.32 

妻壁 91 336.21 2000μ 0.17 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 1 313.60 2000μ 0.16 

中床版 33 491.53 2000μ 0.25 

側壁 51 368.40 2000μ 0.19 

隔壁 131 481.66 2000μ 0.25 

導流壁 61 515.90 2000μ 0.26 

妻壁 94 278.47 2000μ 0.14 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 344.05 2000μ 0.18 

中床版 33 478.22 2000μ 0.24 

側壁 51 368.89 2000μ 0.19 

隔壁 131 482.24 2000μ 0.25 

導流壁 65 552.55 2000μ 0.28 

妻壁 94 285.02 2000μ 0.15 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－60 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 587.76 2000μ 0.30 

中床版 22 857.90 2000μ 0.43 

側壁 51 754.11 2000μ 0.38 

隔壁 131 1098.74 2000μ 0.55 

導流壁 65 921.26 2000μ 0.47 

妻壁 91 498.29 2000μ 0.25 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 601.58 2000μ 0.31 

中床版 17 840.35 2000μ 0.43 

側壁 54 559.33 2000μ 0.28 

隔壁 136 1132.05 2000μ 0.57 

導流壁 61 933.30 2000μ 0.47 

妻壁 91 508.42 2000μ 0.26 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 3 589.27 2000μ 0.30 

中床版 22 846.66 2000μ 0.43 

側壁 51 755.27 2000μ 0.38 

隔壁 131 1107.00 2000μ 0.56 

導流壁 65 927.87 2000μ 0.47 

妻壁 91 492.82 2000μ 0.25 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－61 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 1 602.93 2000μ 0.31 

中床版 17 826.78 2000μ 0.42 

側壁 51 552.19 2000μ 0.28 

隔壁 136 1117.65 2000μ 0.56 

導流壁 61 934.66 2000μ 0.47 

妻壁 91 502.10 2000μ 0.26 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 686.49 2000μ 0.35 

中床版 33 928.75 2000μ 0.47 

側壁 55 1172.46 2000μ 0.59 

隔壁 131 749.23 2000μ 0.38 

導流壁 61 988.79 2000μ 0.50 

妻壁 91 1090.79 2000μ 0.55 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 967.60 2000μ 0.49 

中床版 33 1331.45 2000μ 0.67 

側壁 55 830.43 2000μ 0.42 

隔壁 136 914.16 2000μ 0.46 

導流壁 65 1080.15 2000μ 0.55 

妻壁 91 814.03 2000μ 0.41 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－62 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 699.45 2000μ 0.35 

中床版 33 957.33 2000μ 0.48 

側壁 55 1183.05 2000μ 0.60 

隔壁 131 739.48 2000μ 0.37 

導流壁 61 975.06 2000μ 0.49 

妻壁 91 1087.48 2000μ 0.55 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 894.11 2000μ 0.45 

中床版 33 1370.67 2000μ 0.69 

側壁 55 804.28 2000μ 0.41 

隔壁 136 877.36 2000μ 0.44 

導流壁 65 977.44 2000μ 0.49 

妻壁 91 1053.15 2000μ 0.53 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－63 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 1 1372.67 1725μ 0.80 

中床版 
17 

(23)*3 

1421.23 

(1131.44)*3 
1725μ 

0.83 

(0.66)*3 

側壁 51 1506.23 1725μ 0.88 

隔壁 
131 

(121)*3 

1520.14 

(614.83)*3 
1725μ 

0.55 

(0.36)*3 

導流壁 63 
1624.70 

(938.30)*3 
1725μ 

0.66 

(0.55)*3 

妻壁 92 1150.45 1725μ 0.67 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 1604.72 1725μ 0.94 

中床版 28 
1608.52 

(978.91)*3 
1725μ 

0.94 

(0.57)*3 

側壁 51 942.39 1725μ 0.55 

隔壁 136 1436.82 1725μ 0.84 

導流壁 63 
1615.24 

(968.27)*3 
1725μ 

0.94 

(0.57)*3 

妻壁 94 1018.29 1725μ 0.60 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 

  

357



 

354 

表 6－64 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋－ 

底版 1 1311.37 1725μ 0.77 

中床版 23 1413.80 1725μ 0.82 

側壁 51 1136.91 1725μ 0.66 

隔壁 106 1608.12 1725μ 0.94 

導流壁 65 1504.30 1725μ 0.88 

妻壁 92 1372.73 1725μ 0.80 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－－ 

底版 3 1555.18 1725μ 0.91 

中床版 22 1349.65 1725μ 0.79 

側壁 51 908.95 1725μ 0.53 

隔壁 101 1602.80 1725μ 0.93 

導流壁 61 1536.58 1725μ 0.90 

妻壁 94 1244.96 1725μ 0.73 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－65 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 3 1260.72 1725μ 0.74 

中床版 22 1279.10 1725μ 0.75 

側壁 51 503.17 1725μ 0.30 

隔壁 106 1016.64 1725μ 0.59 

導流壁 61 1106.59 1725μ 0.65 

妻壁 94 1323.60 1725μ 0.77 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 3 1260.24 1725μ 0.74 

中床版 22 1138.11 1725μ 0.66 

側壁 54 505.90 1725μ 0.30 

隔壁 101 1111.17 1725μ 0.65 

導流壁 61 1161.89 1725μ 0.68 

妻壁 94 1279.81 1725μ 0.75 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－66 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 3 1194.19 1725μ 0.70 

中床版 22 1319.46 1725μ 0.77 

側壁 51 486.00 1725μ 0.29 

隔壁 106 1113.95 1725μ 0.65 

導流壁 65 1028.17 1725μ 0.60 

妻壁 94 958.88 1725μ 0.56 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1049.90 1725μ 0.61 

中床版 23 1338.35 1725μ 0.78 

側壁 51 820.00 1725μ 0.48 

隔壁 101 1114.52 1725μ 0.65 

導流壁 61 1027.23 1725μ 0.60 

妻壁 92 946.43 1725μ 0.55 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－67 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 

底版 3 728.42 1725μ 0.43 

中床版 35 1076.12 1725μ 0.63 

側壁 51 117.62 1725μ 0.07 

隔壁 106 610.02 1725μ 0.36 

導流壁 62 556.07 1725μ 0.33 

妻壁 92 760.38 1725μ 0.45 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 880.70 1725μ 0.52 

中床版 35 904.52 1725μ 0.53 

側壁 51 732.96 1725μ 0.43 

隔壁 106 702.99 1725μ 0.41 

導流壁 65 735.97 1725μ 0.43 

妻壁 92 1129.68 1725μ 0.66 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－68 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 3 804.81 1725μ 0.47 

中床版 35 990.12 1725μ 0.58 

側壁 51 534.56 1725μ 0.31 

隔壁 106 592.28 1725μ 0.35 

導流壁 64 602.94 1725μ 0.35 

妻壁 92 1115.77 1725μ 0.65 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 833.33 1725μ 0.49 

中床版 35 985.34 1725μ 0.58 

側壁 51 547.11 1725μ 0.32 

隔壁 106 658.31 1725μ 0.39 

導流壁 65 663.68 1725μ 0.39 

妻壁 94 1091.39 1725μ 0.64 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－69 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 1 1381.43 1725μ 0.81 

中床版 
17 

(23)*3 

1414.86 

(1101.40)*3 
1725μ 

0.83 

(0.64)*3 

側壁 51 1400.99 1725μ 0.82 

隔壁 
131 

(121)*3 

1544.46 

(594.78)*3 
1725μ 

0.90 

(0.35)*3 

導流壁 63 1571.66 1725μ 0.92 

妻壁 92 1167.16 1725μ 0.68 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 1619.12 1725μ 0.94 

中床版 28 1623.72 1725μ 0.95 

側壁 51 990.40 1725μ 0.58 

隔壁 126 1397.64 1725μ 0.82 

導流壁 64 1618.57 1725μ 0.94 

妻壁 94 1076.00 1725μ 0.63 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－70 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひず

み 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 1 1351.82 1725μ 0.79 

中床版 
17 

(23)*3 

1409.18 

(1096.82)*3 
1725μ 

0.82 

(0.64)*3 

側壁 51 1390.69 1725μ 0.81 

隔壁 
131 

(121)*3 

1507.94 

(592.04)*3 
1725μ 

0.88 

(0.35)*3 

導流壁 63 1564.16 1725μ 0.91 

妻壁 92 1150.06 1725μ 0.67 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 1616.08 1725μ 0.94 

中床版 28 1607.45 1725μ 0.94 

側壁 51 984.96 1725μ 0.58 

隔壁 126 1395.61 1725μ 0.81 

導流壁 63 1615.44 1725μ 0.94 

妻壁 94 1019.04 1725μ 0.60 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－71 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1274.46 1725μ 0.74 

中床版 23 1245.38 1725μ 0.73 

側壁＊４ 54 1386.56 1725μ 0.81 

隔壁 106 1502.21 1725μ 0.88 

導流壁 
64 

(65)*3 

1635.24 

(1183.24)*3 
1725μ 

0.95 

(0.69)*3 

妻壁 92 
1633.52 

(1419.03)*3 
1725μ 

0.95 

(0.83)*3 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 
1636.15 

(1434.65)*3 
1725μ 

0.95 

(0.84)*3 

中床版 22 1466.29 1725μ 0.86 

側壁 51 
1522.59 

(1522.59)*3 
1725μ 

0.89 

(0.89)*3 

隔壁 
126 

(106)*3 

1556.39 

(1273.55)*3 
1725μ 

0.91 

(0.74)*3 

導流壁 
65 

(61)*3 

1637.00 

(1426.39)*3 
1725μ 

0.95 

(0.83)*3 

妻壁 
92 

(94)*3 

1505.58 

(1503.91)*3 
1725μ 

0.88 

(0.88)*3 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 

＊４：部材モデルを用いた健全性評価について，参考資料２に示す。 
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表 6－72 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（構造強度を有することの確認） 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：主筋ひずみ） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*１ 

照査用 

ひずみ*２ 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1301.77 1725μ 0.76 

中床版 23 1235.88 1725μ 0.72 

側壁＊４ 54 1330.10 1725μ 0.78 

隔壁 106 1499.39 1725μ 0.87 

導流壁 65 
1637.65 

(1121.28)*3 

1725μ 

 

0.95 

(0.65)*3 

妻壁 92 
1585.46 

(1389.08)*3 
1725μ 

0.92 

(0.81)*3 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1577.16 1725μ 0.92 

中床版 22 1496.20 1725μ 0.87 

側壁 51 
1628.27 

(1305.72)*3 
1725μ 

0.95 

(0.76)*3 

隔壁 106 1629.88 1725μ 0.95 

導流壁 61 
1634.30 

(1226.03)*3 
1725μ 

0.95 

(0.71)*3 

妻壁 
92 

(94)*3 

1570.93 

(1523.91)*3 
1725μ 

0.92 

(0.89)*3 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 

＊４：部材モデルを用いた健全性評価について，参考資料２に示す。 
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(2) 通水機能に対する評価結果 

通水機能が求められる部材について，鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破

壊に対する最大照査値を表 6－73～表 6－79 に解析ケース・地震動ごとに示す。 

同表より，コンクリートの圧縮縁ひずみが，全ケースにおいて許容限界（コンク

リートの圧縮縁ひずみ：10000μ）を下回ることを確認した。 

なお，平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果につい

ては別途修正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。 
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表 6－73 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 596.18 10000μ 0.06 

中床版 － － － － 

側壁 46 1498.16 10000μ 0.15 

隔壁 101 817.93 10000μ 0.09 

導流壁 65 1588.10 10000μ 0.16 

妻壁 93 381.94 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 591.46 10000μ 0.06 

中床版 － － － － 

側壁 56 1431.69 10000μ 0.15 

隔壁 106 865.61 10000μ 0.09 

導流壁 61 1558.30 10000μ 0.16 

妻壁 93 365.97 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 3 637.55 10000μ 0.07 

中床版 － － － － 

側壁 46 1147.67 10000μ 0.12 

隔壁 101 735.52 10000μ 0.08 

導流壁 65 1692.59 10000μ 0.17 

妻壁 92 393.79 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－74 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 1 649.37 10000μ 0.07 

中床版 － － － － 

側壁 56 1128.19 10000μ 0.12 

隔壁 106 755.54 10000μ 0.08 

導流壁 61 1735.13 10000μ 0.18 

妻壁 94 400.95 10000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 1 518.12 10000μ 0.06 

中床版 － － － － 

側壁 56 1017.47 10000μ 0.11 

隔壁 106 691.63 10000μ 0.07 

導流壁 61 1358.32 10000μ 0.14 

妻壁 94 365.15 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 1 505.35 10000μ 0.06 

中床版 － － － － 

側壁 56 932.90 10000μ 0.10 

隔壁 106 587.06 10000μ 0.06 

導流壁 61 1312.15 10000μ 0.14 

妻壁 94 357.00 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－75 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 1 514.55 10000μ 0.06 

中床版 － － － － 

側壁 56 1106.65 10000μ 0.12 

隔壁 106 727.51 10000μ 0.08 

導流壁 61 1269.05 10000μ 0.13 

妻壁 94 314.69 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 501.01 10000μ 0.06 

中床版 － － － － 

側壁 46 1089.36 10000μ 0.11 

隔壁 101 713.93 10000μ 0.08 

導流壁 65 1252.67 10000μ 0.13 

妻壁 92 320.31 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 1 338.37 10000μ 0.04 

中床版 － － － － 

側壁 56 549.94 10000μ 0.06 

隔壁 106 396.46 10000μ 0.04 

導流壁 61 829.16 10000μ 0.09 

妻壁 92 276.17 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－76 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 3 399.09 10000μ 0.04 

中床版 － － － － 

側壁 46 667.12 10000μ 0.07 

隔壁 101 420.90 10000μ 0.05 

導流壁 65 1062.75 10000μ 0.11 

妻壁 94 282.63 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 1 313.60 10000μ 0.04 

中床版 － － － － 

側壁 56 587.28 10000μ 0.06 

隔壁 106 383.25 10000μ 0.04 

導流壁 61 855.18 10000μ 0.09 

妻壁 94 278.47 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 344.05 10000μ 0.04 

中床版 － － － － 

側壁 46 607.62 10000μ 0.07 

隔壁 101 390.60 10000μ 0.04 

導流壁 65 930.00 10000μ 0.10 

妻壁 94 285.02 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－77 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 587.76 10000μ 0.06 

中床版 － － － － 

側壁 46 1474.36 10000μ 0.15 

隔壁 101 818.94 10000μ 0.09 

導流壁 65 1566.30 10000μ 0.16 

妻壁 92 369.05 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 601.58 10000μ 0.07 

中床版 － － － － 

側壁 56 1446.72 10000μ 0.15 

隔壁 106 870.47 10000μ 0.09 

導流壁 61 1578.52 10000μ 0.16 

妻壁 93 372.69 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 3 589.27 10000μ 0.06 

中床版 － － － － 

側壁 46 1470.78 10000μ 0.15 

隔壁 101 831.25 10000μ 0.09 

導流壁 65 1567.58 10000μ 0.16 

妻壁 92 380.47 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－78 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 1 602.93 10000μ 0.07 

中床版 － － － － 

側壁 56 1442.11 10000μ 0.15 

隔壁 106 854.94 10000μ 0.09 

導流壁 61 1587.25 10000μ 0.16 

妻壁 93 365.46 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 686.49 10000μ 0.07 

中床版 － － － － 

側壁 46 1455.44 10000μ 0.15 

隔壁 101 651.58 10000μ 0.07 

導流壁 65 1625.44 10000μ 0.17 

妻壁 92 453.27 10000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 967.60 10000μ 0.10 

中床版 － － － － 

側壁 56 1651.85 10000μ 0.17 

隔壁 106 699.22 10000μ 0.07 

導流壁 62 2128.92 10000μ 0.22 

妻壁 94 499.31 10000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－79 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 699.45 10000μ 0.07 

中床版 － － － － 

側壁 46 1468.14 10000μ 0.15 

隔壁 101 640.86 10000μ 0.07 

導流壁 65 1674.83 10000μ 0.17 

妻壁 92 474.77 10000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 894.11 10000μ 0.09 

中床版 － － － － 

側壁 56 1521.37 10000μ 0.16 

隔壁 106 683.07 10000μ 0.07 

導流壁 62 1913.44 10000μ 0.20 

妻壁 94 461.46 10000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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図 6－49 通水機能の要求される部材の範囲  
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(3) 止水機能に対する評価結果 

止水機能が求められる部材について，鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破

壊に対する最大照査値を表 6－80～表 6－93 に解析ケース・地震動ごとに示す。 

同表より，コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみが，全ケースにおいて許容

限界（コンクリートの圧縮ひずみ：2000μ，主筋ひずみ：1725μ）を下回ることを

確認した。 

なお，平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果につい

ては別途修正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。 
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表 6－80 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 1601.02 2000μ 0.81 

側壁 43 1491.15 2000μ 0.75 

隔壁 131 1121.43 2000μ 0.57 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 95.76 2000μ 0.05 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 1598.94 2000μ 0.80 

側壁 43 1502.79 2000μ 0.76 

隔壁 136 1126.95 2000μ 0.57 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 95.79 2000μ 0.05 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 － － － － 

中床版 29 1243.17 2000μ 0.63 

側壁 43 1223.81 2000μ 0.62 

隔壁 131 854.86 2000μ 0.43 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 101.38 2000μ 0.06 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－81 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 － － － － 

中床版 31 1181.89 2000μ 0.60 

側壁 43 1399.51 2000μ 0.70 

隔壁 136 824.25 2000μ 0.42 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 112.36 2000μ 0.06 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 1100.41 2000μ 0.56 

側壁 43 1117.22 2000μ 0.56 

隔壁 136 775.07 2000μ 0.39 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 94.52 2000μ 0.05 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 977.14 2000μ 0.49 

側壁 43 1021.81 2000μ 0.52 

隔壁 136 686.18 2000μ 0.35 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 76.26 2000μ 0.04 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－82 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 1193.94 2000μ 0.60 

側壁 43 1031.82 2000μ 0.52 

隔壁 136 844.78 2000μ 0.43 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 100.22 2000μ 0.06 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 1183.29 2000μ 0.60 

側壁 43 716.28 2000μ 0.36 

隔壁 131 829.35 2000μ 0.42 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 94.17 2000μ 0.05 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 636.81 2000μ 0.32 

側壁 43 347.94 2000μ 0.18 

隔壁 136 451.41 2000μ 0.23 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 59.18 2000μ 0.03 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－83 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 713.52 2000μ 0.36 

側壁 43 1110.34 2000μ 0.56 

隔壁 131 494.45 2000μ 0.25 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 67.36 2000μ 0.04 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 687.98 2000μ 0.35 

側壁 43 727.26 2000μ 0.37 

隔壁 131 481.66 2000μ 0.25 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 61.05 2000μ 0.04 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 705.03 2000μ 0.36 

側壁 43 742.97 2000μ 0.38 

隔壁 131 482.24 2000μ 0.25 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 65.81 2000μ 0.04 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－84 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 1575.27 2000μ 0.79 

側壁 43 1501.63 2000μ 0.76 

隔壁 131 1098.74 2000μ 0.55 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 93.55 2000μ 0.05 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 1612.98 2000μ 0.81 

側壁 43 1583.47 2000μ 0.80 

隔壁 136 1132.05 2000μ 0.57 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 96.42 2000μ 0.05 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 1580.23 2000μ 0.80 

側壁 43 1494.44 2000μ 0.75 

隔壁 131 1107.00 2000μ 0.56 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 93.84 2000μ 0.05 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－85 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 1600.23 2000μ 0.81 

側壁 43 1523.48 2000μ 0.77 

隔壁 136 1117.65 2000μ 0.56 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 92.90 2000μ 0.05 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 1117.33 2000μ 0.56 

側壁 43 1226.88 2000μ 0.62 

隔壁 131 749.23 2000μ 0.38 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 183.33 2000μ 0.10 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 1571.15 2000μ 0.79 

側壁 43 
1868.48 

(1491.63)*4 
2000μ 

0.94 

(0.75)*4 

隔壁 136 914.16 2000μ 0.46 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 135.30 2000μ 0.07 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－86 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 1116.79 2000μ 0.56 

側壁 43 1279.58 2000μ 0.64 

隔壁 131 739.48 2000μ 0.37 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 181.89 2000μ 0.10 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 31 1414.92 2000μ 0.71 

側壁 43 
1857.35 

(1485.62)*4 
2000μ 

0.93 

(0.75)*4 

隔壁 136 877.37 2000μ 0.44 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 145.44 2000μ 0.08 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－87 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（主筋ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひ

ずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 23 
1569.59 

(1131.44)*4 
1725μ 

0.91 

(0.66)*4 

側壁 43 1489.09 1725μ 0.87 

隔壁 
131 

(121)*4 

1520.14 

(614.83)*4 
1725μ 

0.89 

(0.36)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 66 91.73 1725μ 0.06 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 
1609.04 

(978.91)*4 
1725μ 

0.94 

(0.57)*4 

側壁 43 1624.46 1725μ 0.95 

隔壁 136 1436.82 1725μ 0.84 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 76.78 1725μ 0.05 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 － － － － 

中床版 23 1413.80 1725μ 0.82 

側壁 43 1280.47 1725μ 0.75 

隔壁 121 1038.19 1725μ 0.61 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 79.12 1725μ 0.05 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。  
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表 6－88 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（主筋ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 － － － － 

中床版 23 1243.20 1725μ 0.73 

側壁 43 1423.57 1725μ 0.83 

隔壁 116 912.36 1725μ 0.53 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 89.81 1725μ 0.06 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 1067.70 1725μ 0.62 

側壁 43 1253.77 1725μ 0.73 

隔壁 116 841.27 1725μ 0.49 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 76.06 1725μ 0.05 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 945.50 1725μ 0.55 

側壁 43 1233.23 1725μ 0.72 

隔壁 116 553.48 1725μ 0.33 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 58.26 1725μ 0.04 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－89 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（主筋ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 1178.65 1725μ 0.69 

側壁 43 1169.03 1725μ 0.68 

隔壁 136 773.16 1725μ 0.45 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 80.93 1725μ 0.05 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 23 1338.35 1725μ 0.78 

側壁 43 876.80 1725μ 0.51 

隔壁 131 919.82 1725μ 0.54 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 72.75 1725μ 0.05 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 32 674.35 1725μ 0.40 

側壁 43 322.31 1725μ 0.19 

隔壁 136 122.89 1725μ 0.08 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 52.06 1725μ 0.04 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－90 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（主筋ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 － － － － 

中床版 32 746.83 1725μ 0.44 

側壁 43 1246.42 1725μ 0.73 

隔壁 136 306.49 1725μ 0.18 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 54.84 1725μ 0.04 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 34 729.08 1725μ 0.43 

側壁 43 854.86 1725μ 0.50 

隔壁 136 148.66 1725μ 0.09 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 51.00 1725μ 0.03 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 32 727.31 1725μ 0.43 

側壁 43 858.63 1725μ 0.50 

隔壁 131 181.71 1725μ 0.11 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 54.42 1725μ 0.04 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

  

387



 

384 

表 6－91 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（主筋ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひず

み 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 23 
1534.75 

(1101.40)*4 1725μ 
0.89 

(0.64)*4 

側壁 43 1494.44 1725μ 0.87 

隔壁 
131 

(121)*4 
1544.46 

(594.78)*4 1725μ 
0.90 

(0.35)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 66 91.94 1725μ 0.06 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 1623.86 1725μ 0.95 

側壁 43 1635.91 1725μ 0.95 

隔壁 126 1397.64 1725μ 0.82 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 77.21 1725μ 0.05 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 23 
1544.20 

(1096.82)*4 1725μ 
0.90 

(0.64)*4 

側壁 43 1506.77 1725μ 0.88 

隔壁 131 
1507.94 

(592.04)*4 1725μ 
0.88 

(0.35)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 66 90.86 1725μ 0.06 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－92 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（主筋ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひず

み 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 1619.62 1725μ 0.94 

側壁 43 1619.24 1725μ 0.94 

隔壁 126 1395.61 1725μ 0.81 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 75.03 1725μ 0.05 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 23 1245.38 1725μ 0.73 

側壁 53 1302.17 1725μ 0.76 

隔壁 121 1226.22 1725μ 0.72 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 263.90 1725μ 0.16 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 32 1415.17 1725μ 0.83 

側壁 43 
1633.32 

(1061.91)*4 
1725μ 

0.95 

(0.62)*4 

隔壁 126 1556.39 1725μ 0.91 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 66 96.96 1725μ 0.06 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－93 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（主筋ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひず

み 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 23 1235.88 1725μ 0.72 

側壁 43 1368.56 1725μ 0.80 

隔壁 121 1228.44 1725μ 0.72 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 249.75 1725μ 0.15 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 32 1350.02 1725μ 0.79 

側壁 43 
1636.66 

(1045.45)*4 
1725μ 

0.95 

(0.61)*4 

隔壁 126 1351.28 1725μ 0.79 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 107.94 1725μ 0.07 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 

  

390



 

387 

 

 

 

 

図 6－50 止水機能が要求される部材の範囲  
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(4) Ｓクラスの施設等を支持する機能に対する評価結果 

Ｓクラスの施設等を支持する機能が求められる部材について，鉄筋コンクリート

部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 6－94～表 6－100 に解析ケー

ス・地震動ごとに示す。 

同表より，コンクリートの圧縮縁ひずみが，全ケースにおいて許容限界（コンク

リートの圧縮縁ひずみ：10000μ）を下回ることを確認した。 

なお，平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果につい

ては別途修正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。 
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表 6－94 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 11 2292.48 10000μ 0.23 

側壁 44 3937.18 10000μ 0.40 

隔壁 151 500.26 10000μ 0.06 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 505.55 10000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 2359.76 10000μ 0.24 

側壁 44 4035.78 10000μ 0.41 

隔壁 151 391.46 10000μ 0.04 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 509.71 10000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 － － － － 

中床版 11 1624.94 10000μ 0.17 

側壁 44 3103.75 10000μ 0.32 

隔壁 151 413.04 10000μ 0.05 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 520.03 10000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－95 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 － － － － 

中床版 16 1683.89 10000μ 0.17 

側壁 44 3643.24 10000μ 0.37 

隔壁 151 293.71 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 509.52 10000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 1464.63 10000μ 0.15 

側壁 44 2559.39 10000μ 0.26 

隔壁 151 267.46 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 298.24 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 1293.48 10000μ 0.13 

側壁 44 2158.90 10000μ 0.22 

隔壁 151 264.14 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 322.06 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－96 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 1538.54 10000μ 0.16 

側壁 44 2369.22 10000μ 0.24 

隔壁 151 244.70 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 266.88 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 11 1476.30 10000μ 0.15 

側壁 44 1462.00 10000μ 0.15 

隔壁 151 238.64 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 285.82 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 747.50 10000μ 0.08 

側壁 44 568.06 10000μ 0.06 

隔壁 151 224.58 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 154.30 10000μ 0.02 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－97 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 978.29 10000μ 0.10 

側壁 44 2507.75 10000μ 0.26 

隔壁 151 250.24 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 336.21 10000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 721.39 10000μ 0.08 

側壁 44 1491.56 10000μ 0.15 

隔壁 151 252.65 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 242.56 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 871.85 10000μ 0.09 

側壁 44 1491.28 10000μ 0.15 

隔壁 151 209.80 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 234.24 10000μ 0.03 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－98 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 11 2256.75 10000μ 0.23 

側壁 44 3989.79 10000μ 0.40 

隔壁 151 416.11 10000μ 0.05 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 498.29 10000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 2364.80 10000μ 0.24 

側壁 44 4421.09 10000μ 0.45 

隔壁 151 377.54 10000μ 0.04 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 508.42 10000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 11 2249.17 10000μ 0.23 

側壁 44 3945.52 10000μ 0.40 

隔壁 151 471.92 10000μ 0.05 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 492.82 10000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－99 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 2334.90 10000μ 0.24 

側壁 44 4161.91 10000μ 0.42 

隔壁 151 258.72 10000μ 0.03 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 502.10 10000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 11 1924.14 10000μ 0.20 

側壁 44 3280.08 10000μ 0.33 

隔壁 151 584.99 10000μ 0.06 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 1090.79 10000μ 0.11 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 3116.54 10000μ 0.32 

側壁 44 7932.27 10000μ 0.80 

隔壁 151 506.15 10000μ 0.06 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 814.03 10000μ 0.09 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－100 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

ひずみ*3 

εｄ 

照査ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 11 1873.53 10000μ 0.19 

側壁 44 3568.31 10000μ 0.36 

隔壁 151 579.29 10000μ 0.06 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 1087.48 10000μ 0.11 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 16 2702.04 10000μ 0.28 

側壁 44 7686.19 10000μ 0.77 

隔壁 151 500.67 10000μ 0.06 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 1053.15 10000μ 0.11 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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図 6－51 支持機能が要求される部材の範囲 
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6.3.2 せん断破壊に対する評価結果 

(1) 構造強度を有することに対する評価結果 

鉄筋コンクリート部材のせん断破壊に対する各部材での最大照査値について，表

6－101～表 6－110 に解析ケース・地震動ごとに示す。 

同表より，照査用せん断力が，全ケースにおいてせん断耐力を下回ることを確認

した。 

また，表 6－111～表 6－120 に，PHb 工法を適用するもしくは適用しているコン

クリートの照査用せん断力が下回り，照査値がおおむね 0.8 に収まっていることか

ら， PHb 工法の適用範囲内であることを確認した。 

なお，平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果につい

ては別途修正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。 
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表 6－101 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1025.86 1860.37 0.56 

中床版 29 
1549.61 

(1549.61)*3 

1666.80 

(1666.80)*3 

0.93 

(0.93)*3 

側壁 46 
3379.47 

(3392.85)*3 

3599.43 

(3639.56)*3 

0.94 

(0.94)*3 

隔壁 
151 

(141) 

206.15 

(99.74)*3 

282.77 

(334.99)*3 

0.73 

(0.30)*3 

導流壁 65 
836.15 

(891.74)*3 

1197.51 

(1285.69)*3 

0.70 

(0.70)*3 

妻壁 93 952.09 2231.79 0.43 

分離壁 68 187.56 1056.92 0.18 

控壁 71 283.17 683.20 0.42 

－＋ 

底版 1 1049.79 1838.03 0.58 

中床版 34 
1271.46 

(1271.46)*3 

1520.07 

(1520.07)*3 

0.84 

(0.84)*3 

側壁 
56 

(41) 

3360.79 

(744.18)*3 

3605.96 

(802.71)*3 

0.94 

(0.93)*3 

隔壁 141 
274.03 

(174.66)*3 

295.29 

(261.26)*3 

0.93 

(0.67)*3 

導流壁 61 
896.78 

(862.96)*3 

1280.14 

(1285.66)*3 

0.71 

(0.68)*3 

妻壁 93 958.93 2235.12 0.43 

分離壁 67 187.23 1055.59 0.18 

控壁 75 294.95 691.13 0.43 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－102 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋－ 

底版 3 1069.36 1757.41 0.61 

中床版 29 
1276.68 

(1276.68)*3 

1639.44 

(1639.44)*3 

0.78 

(0.78)*3 

側壁 
51 

(51) 

734.56 

(703.75)*3 

843.09 

(822.98)*3 

0.88 

(0.86)*3 

隔壁 141 
201.48 

(108.22)*3 

265.67 

(335.05)*3 

0.76 

(0.33)*3 

導流壁 65 
943.36 

(943.36)*3 

1292.20 

(1292.20)*3 

0.74 

(0.74)*3 

妻壁 93 887.63 2257.71 0.40 

分離壁 68 208.06 1053.90 0.20 

控壁 71 233.77 669.12 0.35 

－－ 

底版 1 1092.69 1764.42 0.62 

中床版 29 
1220.15 

(1220.15)*3 

1642.48 

(1642.48)*3 

0.75 

(0.75)*3 

側壁 41 
759.25 

(684.95)*3 

857.11 

(799.73)*3 

0.89 

(0.86)*3 

隔壁 141 
221.85 

(190.30)*3 

255.32 

(268.41)*3 

0.87 

(0.71)*3 

導流壁 61 
976.77 

(945.74)*3 

1285.71 

(1293.49)*3 

0.76 

(0.74)*3 

妻壁 94 885.67 2177.19 0.41 

分離壁 67 219.00 1051.72 0.21 

控壁 75 247.03 686.51 0.36 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－103 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 1 1055.44 1989.53 0.54 

中床版 28 
531.55 

(531.55)*3 

817.28 

(817.28)*3 

0.66 

(0.66)*3 

側壁 
41 

(41) 

675.27 

(646.45)*3 

854.68 

(843.58)*3 

0.80 

(0.77)*3 

隔壁 141 
171.95 

(133.78)*3 

253.96 

(277.25)*3 

0.68 

(0.49)*3 

導流壁 
62 

(61) 

959.65 

(819.53)*3 

1229.90 

(1296.35)*3 

0.79 

(0.64)*3 

妻壁 94 833.72 2174.57 0.39 

分離壁 67 183.70 1052.30 0.18 

控壁 75 228.55 672.28 0.34 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 1 1029.01 1849.03 0.56 

中床版 28 
486.79 

(486.79)*3 

803.45 

(803.45)*3 

0.61 

(0.61)*3 

側壁 41 
623.12 

(531.06)*3 

842.87 

(830.60)*3 

0.74 

(0.64)*3 

隔壁 141 
152.42 

(114.99)*3 

261.25 

(288.35)*3 

0.59 

(0.40)*3 

導流壁 61 
811.74 

(792.71)*3 

1281.70 

(1287.77)*3 

0.64 

(0.62)*3 

妻壁 94 842.02 2174.02 0.39 

分離壁 67 145.60 1056.74 0.14 

控壁 75 193.40 681.62 0.29 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－104 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 1 1021.57 1822.62 0.57 

中床版 28 
571.31 

(571.31)*3 

820.25 

(820.25)*3 

0.70 

(0.70)*3 

側壁 
44 

(41) 

799.52 

(615.28)*3 

1034.05 

(822.35)*3 

0.78 

(0.75)*3 

隔壁 141 
177.57 

(132.26)*3 

275.02 

(298.03)*3 

0.65 

(0.45)*3 

導流壁 61 
862.49 

(829.28)*3 

1290.76 

(1296.34)*3 

0.67 

(0.64)*3 

妻壁 93 842.46 2254.62 0.38 

分離壁 67 185.46 1049.81 0.18 

控壁 75 235.40 677.48 0.35 

－＋ 

底版 3 1023.10 1753.53 0.59 

中床版 
35 

(29) 

1843.67 

(1216.02)*3 

2432.44 

(1635.98)*3 

0.76 

(0.75)*3 

側壁 
54 

(54) 

686.69 

(625.36)*3 

838.88 

(814.27)*3 

0.82 

(0.77)*3 

隔壁 
141 

(125) 

195.75 

(58.26)*3 

295.53 

(341.23)*3 

0.67 

(0.18)*3 

導流壁 65 
841.34 

(822.77)*3 

1295.75 

(1295.43)*3 

0.65 

(0.64)*3 

妻壁 93 850.97 2249.86 0.38 

分離壁 68 175.01 1047.59 0.17 

控壁 71 225.93 673.89 0.34 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－105 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 

底版 1 707.85 1902.59 0.38 

中床版 28 
380.89 

(380.89)*3 

801.71 

(801.71)*3 

0.48 

(0.48)*3 

側壁 45 
554.03 

(464.14)*3 

798.36 

(789.85)*3 

0.70 

(0.59)*3 

隔壁 
151 

(125) 

154.67 

(69.17)*3 

304.15 

(336.92)*3 

0.51 

(0.21)*3 

導流壁 61 
561.25 

(541.37)*3 

1273.72 

(1274.16)*3 

0.45 

(0.43)*3 

妻壁 92 777.44 2214.88 0.36 

分離壁 68 121.87 1057.07 0.12 

控壁 75 137.88 675.68 0.21 

－＋ 

底版 3 851.32 1977.54 0.44 

中床版 
18 

(23) 

152.65 

(403.17)*3 

293.29 

(801.07)*3 

0.53 

(0.51)*3 

側壁 54 
603.55 

(603.55)*3 

797.94 

(797.94)*3 

0.76 

(0.76)*3 

隔壁 
141 

(141) 

164.00 

(99.46)*3 

280.89 

(303.60)*3 

0.59 

(0.33)*3 

導流壁 64 
636.73 

(639.08)*3 

1197.05 

(1283.60)*3 

0.54 

(0.50)*3 

妻壁 94 783.09 2202.60 0.36 

分離壁 68 146.77 1048.21 0.15 

控壁 71 142.80 674.30 0.22 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－106 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 1 773.59 1986.06 0.39 

中床版 
18 

(23) 

154.88 

(395.41)*3 

291.11 

(809.97)*3 

0.54 

(0.49)*3 

側壁 
45 

(41) 

533.16 

(468.65)*3 

759.55 

(797.43)*3 

0.68 

(0.59)*3 

隔壁 
151 

(125) 

153.44 

(74.26)*3 

303.42 

(342.63)*3 

0.51 

(0.22)*3 

導流壁 
61 

(62) 

595.31 

(573.37)*3 

1282.90 

(1279.16)*3 

0.47 

(0.45)*3 

妻壁 92 806.55 2186.52 0.37 

分離壁 67 119.34 1051.89 0.12 

控壁 75 135.48 677.25 0.21 

－＋ 

底版 3 768.58 1878.40 0.41 

中床版 
20 

(29) 

154.39 

(790.55)*3 

309.58 

(1595.86)*3 

0.50 

(0.50)*3 

側壁 45 
601.46 

(601.46)*3 

776.30 

(776.30)*3 

0.78 

(0.78)*3 

隔壁 
151 

(122) 

178.50 

(43.16)*3 

312.76 

(213.73)*3 

0.58 

(0.21)*3 

導流壁 
64 

(65) 

580.11 

(582.79)*3 

1178.30 

(1275.15)*3 

0.50 

(0.46)*3 

妻壁 94 783.62 2181.39 0.36 

分離壁 67 142.37 1057.46 0.14 

控壁 71 134.19 675.53 0.20 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－107 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1040.70 1838.17 0.57 

中床版 29 
1528.94 

(1528.94)*3 

1665.71 

(1665.71)*3 

0.92 

(0.92)*3 

側壁 
46 

(51) 

3371.66 

(766.03)*3 

3604.03 

(823.35)*3 

0.94 

(0.94)*3 

隔壁 
141 

(141) 

189.43 

(99.79)*3 

259.60 

(341.74)*3 

0.73 

(0.30)*3 

導流壁 65 
826.68 

(883.39)*3 

1196.90 

(1286.76)*3 

0.70 

(0.69)*3 

妻壁 93 952.66 2235.19 0.43 

分離壁 68 186.19 1056.14 0.18 

控壁 71 282.34 682.22 0.42 

－＋ 

底版 1 1013.12 1741.78 0.59 

中床版 34 
1278.26 

(1278.26)*3 

1521.81 

(1521.81)*3 

0.84 

(0.84)*3 

側壁 
41 

(41) 

766.31 

(766.31)*3 

806.87 

(806.87)*3 

0.95 

(0.95)*3 

隔壁 
141 

(141) 

248.06 

(175.15)*3 

292.77 

(260.84)*3 

0.85 

(0.68)*3 

導流壁 61 
916.90 

(884.02)*3 

1281.45 

(1289.54)*3 

0.72 

(0.69)*3 

妻壁 93 969.12 2234.56 0.44 

分離壁 67 188.23 1055.51 0.18 

控壁 75 301.76 688.86 0.44 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－108 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

③ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1035.28 1858.70 0.56 

中床版 29 
1536.22 

(1536.22)*3 

1666.52 

(1666.52)*3 

0.93 

(0.93)*3 

側壁 
51 

(51) 

759.20 

(759.20)*3 

822.19 

(822.19)*3 

0.93 

(0.93)*3 

隔壁 
141 

(141) 

188.15 

(100.62)*3 

260.21 

(331.33)*3 

0.73 

(0.31)*3 

導流壁 
61 

(65) 

849.01 

(885.09)*3 

1224.47 

(1286.54)*3 

0.70 

(0.69)*3 

妻壁 93 961.45 2230.70 0.44 

分離壁 68 185.46 1055.81 0.18 

控壁 71 283.70 681.59 0.42 

－＋ 

底版 1 1002.69 1734.03 0.58 

中床版 28 
696.41 

(696.41)*3 

832.84 

(832.84)*3 

0.84 

(0.84)*3 

側壁 
56 

(41) 

3410.28 

(800.72)*3 

3609.21 

(866.52)*3 

0.95 

(0.93)*3 

隔壁 
141 

(141) 

237.40 

(160.80)*3 

291.88 

(262.55)*3 

0.82 

(0.62)*3 

導流壁 61 
919.57 

(881.17)*3 

1282.30 

(1290.32)*3 

0.72 

(0.69)*3 

妻壁 93 964.06 2233.39 0.44 

分離壁 67 184.91 1054.89 0.18 

控壁 75 295.43 690.45 0.43 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－109 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1183.60 1919.61 0.62 

中床版 
18 

(29) 

165.92 

(1141.74)*3 

190.31 

(1618.94)*3 

0.88 

(0.71)*3 

側壁 
55 

(54) 

696.54 

(792.97)*3 

735.73 

(853.87)*3 

0.95 

(0.93)*3 

隔壁 
141 

(122) 

227.18 

(43.75)*3 

275.11 

(65.53)*3 

0.83 

(0.67)*3 

導流壁 64 
910.81 

(945.65)*3 

1145.05 

(1263.22)*3 

0.80 

(0.75)*3 

妻壁 92 984.63 2144.93 0.46 

分離壁 68 311.99 1029.83 0.31 

控壁 71 229.23 670.46 0.35 

－＋ 

底版 1 1244.19 1827.52 0.69 

中床版 21 
163.66 

(163.66)*3 

174.26 

(174.26)*3 

0.94 

(0.94)*3 

側壁 
44 

(41) 

1109.02 

(736.08)*3 

1169.08 

(794.40)*3 

0.95 

(0.93)*3 

隔壁 
141 

(125) 

201.20 

(46.03)*3 

228.68 

(54.32)*3 

0.88 

(0.85)*3 

導流壁 62 
1028.26 

(1028.26)*3 

1272.36 

(1272.36)*3 

0.81 

(0.81)*3 

妻壁 92 1111.65 2514.89 0.45 

分離壁 67 236.72 1059.32 0.23 

控壁 75 266.45 700.20 0.39 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－110 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1142.90 1935.78 0.60 

中床版 
18 

(29) 

170.94 

(1216.62)*3 

186.66 

(1621.91)*3 

0.92 

(0.76)*3 

側壁 
54 

(55) 

748.87 

(738.87)*3 

804.33 

(795.27)*3 

0.94 

(0.93)*3 

隔壁 
141 

(122) 

172.31 

(57.10)*3 

189.74 

(97.74)*3 

0.91 

(0.59)*3 

導流壁 
64 

(63) 

886.25 

(904.41)*3 

1146.11 

(1221.04)*3 

0.78 

(0.75)*3 

妻壁 91 419.80 920.16 0.46 

分離壁 68 317.43 1033.48 0.31 

控壁 71 227.89 670.65 0.34 

－＋ 

底版 1 1179.56 1856.59 0.64 

中床版 34 
1315.88 

(1315.88)*3 

1526.86 

(1526.86)*3 

0.87 

(0.87)*3 

側壁 44 
1024.84 

(1060.53)*3 

1079.14 

(1169.08)*3 

0.95 

(0.91)*3 

隔壁 
141 

(125) 

343.90 

(48.82)*3 

366.22 

(60.88)*3 

0.94 

(0.81)*3 

導流壁 64 
891.93 

(961.83)*3 

1151.91 

(1250.79)*3 

0.78 

(0.77)*3 

妻壁 94 946.47 2159.96 0.44 

分離壁 67 260.65 1057.55 0.25 

控壁 75 258.61 688.62 0.38 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－111 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1025.86 1860.37 0.56 

中床版 23 614.44 825.17 0.75 

側壁 51 1061.19 1583.46 0.68 

隔壁 101 202.55 489.25 0.42 

導流壁 65 836.15 1197.51 0.70 

妻壁 93 952.09 2231.79 0.43 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1049.79 1838.03 0.58 

中床版 28 619.82 851.10 0.73 

側壁 41 2209.08 2859.90 0.78 

隔壁 101 358.35 664.56 0.54 

導流壁 61 896.78 1280.14 0.71 

妻壁 93 958.93 2235.12 0.43 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－112 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋－ 

底版 3 1069.36 1757.41 0.61 

中床版 17 789.47 1125.63 0.71 

側壁 51 893.00 1590.23 0.57 

隔壁 151 661.34 1421.45 0.47 

導流壁 65 943.36 1292.20 0.74 

妻壁 93 887.63 2257.71 0.40 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－－ 

底版 1 1092.69 1764.42 0.62 

中床版 17 771.63 1103.30 0.70 

側壁 41 2027.50 2914.74 0.70 

隔壁 101 290.57 629.42 0.47 

導流壁 61 976.77 1285.71 0.76 

妻壁 94 885.67 2177.19 0.41 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 

  

413



 

410 

表 6－113 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 1 1055.44 1989.53 0.54 

中床版 22 717.64 1124.82 0.64 

側壁 41 1741.95 2906.73 0.60 

隔壁 101 275.01 690.69 0.40 

導流壁 62 959.65 1229.90 0.79 

妻壁 94 833.72 2174.57 0.39 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 1 1029.01 1849.03 0.56 

中床版 22 578.16 1034.65 0.56 

側壁 41 1598.96 2851.96 0.57 

隔壁 151 472.84 1381.34 0.35 

導流壁 61 811.74 1281.70 0.64 

妻壁 94 842.02 2174.02 0.39 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－114 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 1 1021.56 1822.62 0.57 

中床版 22 755.03 1122.22 0.68 

側壁 41 1678.91 2894.26 0.59 

隔壁 151 648.75 1415.89 0.46 

導流壁 61 862.49 1290.76 0.67 

妻壁 93 842.46 2254.62 0.38 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 1023.10 1753.53 0.59 

中床版 35 1843.67 2432.44 0.76 

側壁 51 682.87 1561.59 0.44 

隔壁 151 573.07 1419.69 0.41 

導流壁 65 841.34 1295.75 0.65 

妻壁 93 850.97 2249.86 0.38 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－115 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 

底版 1 707.85 1902.59 0.38 

中床版 22 460.60 1082.32 0.43 

側壁 41 1007.63 2860.73 0.36 

隔壁 151 614.96 1470.34 0.42 

導流壁 61 561.25 1273.72 0.45 

妻壁 92 777.44 2214.88 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 851.32 1977.54 0.44 

中床版 17 472.07 1056.57 0.45 

側壁 41 1386.61 2857.07 0.49 

隔壁 151 553.93 1393.31 0.40 

導流壁 64 636.73 1197.05 0.54 

妻壁 94 783.09 2202.60 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－116 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 1 773.59 1986.06 0.39 

中床版 22 444.76 1089.73 0.41 

側壁 41 1177.24 2864.65 0.42 

隔壁 151 680.47 1442.81 0.48 

導流壁 61 595.31 1282.90 0.47 

妻壁 92 806.55 2186.52 0.37 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 768.58 1878.40 0.41 

中床版 17 436.12 1070.56 0.41 

側壁 41 1066.28 2869.62 0.38 

隔壁 151 538.78 1425.64 0.38 

導流壁 64 580.11 1178.30 0.50 

妻壁 94 783.62 2181.39 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－117 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1040.70 1838.17 0.57 

中床版 23 624.98 837.06 0.75 

側壁 51 981.01 1578.65 0.63 

隔壁 101 207.54 465.64 0.45 

導流壁 65 826.68 1196.90 0.70 

妻壁 93 952.66 2235.19 0.43 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1013.12 1741.78 0.59 

中床版 28 632.93 844.39 0.75 

側壁 41 2181.71 2864.24 0.77 

隔壁 101 348.89 682.50 0.52 

導流壁 61 916.90 1281.45 0.72 

妻壁 93 969.12 2234.56 0.44 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－118 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

③ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1035.28 1858.70 0.56 

中床版 23 618.54 832.87 0.75 

側壁 51 981.24 1582.79 0.62 

隔壁 101 204.04 460.40 0.45 

導流壁 61 849.01 1224.47 0.70 

妻壁 93 961.45 2230.70 0.44 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1002.69 1734.03 0.58 

中床版 28 635.81 863.16 0.74 

側壁 41 2156.74 2879.39 0.75 

隔壁 101 351.28 686.14 0.52 

導流壁 61 919.57 1282.30 0.72 

妻壁 93 964.06 2233.39 0.44 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－119 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1183.60 1919.61 0.62 

中床版 17 598.49 1047.82 0.58 

側壁 55 653.02 1036.99 0.63 

隔壁 151 651.33 1397.93 0.47 

導流壁 64 910.81 1145.05 0.80 

妻壁 92 984.63 2144.93 0.46 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1244.19 1827.52 0.69 

中床版 22 667.97 1082.90 0.62 

側壁 41 2116.01 2993.80 0.71 

隔壁 101 381.28 612.81 0.63 

導流壁 62 1028.26 1272.36 0.81 

妻壁 92 1111.65 2514.89 0.45 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－120 せん断破壊に対する評価結果 

（PHb 工法の適用範囲内の確認：せん断耐力） 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1 

照査用 

せん断力*2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1142.90 1935.78 0.60 

中床版 17 605.30 1068.15 0.57 

側壁 55 653.43 1030.63 0.64 

隔壁 136 801.67 1705.75 0.47 

導流壁 64 886.25 1146.11 0.78 

妻壁 91 419.80 920.16 0.46 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1179.56 1856.59 0.64 

中床版 22 635.04 1096.99 0.58 

側壁 41 2060.27 2974.26 0.70 

隔壁 101 392.20 631.75 0.63 

導流壁 64 891.93 1151.91 0.78 

妻壁 94 946.47 2159.96 0.44 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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(2) 通水機能に対する評価結果 

通水機能が求められる部材について，鉄筋コンクリート部材のせん断破壊に対す

る最大照査値を表 6－121～表 6－130 に解析ケース・地震動ごとに示す。 

同表より，照査用せん断力が，全ケースにおいてせん断耐力を下回ることを確認

した。 

なお，平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果につい

ては別途修正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。 
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表 6－121 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1025.86 1860.37 0.56 

中床版 － － － － 

側壁 46 
3379.47 

(3392.85)*4 

3599.43 

(3639.56)*4 

0.94 

(0.94)*4 

隔壁 102 104.78 217.83 0.49 

導流壁 65 
836.15 

(891.74)*4 

1197.51 

(1285.69)*4 

0.70 

(0.70)*4 

妻壁 93 952.09 2231.79 0.43 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1049.79 1838.03 0.58 

中床版 － － － － 

側壁 56 
3360.79 

(3037.16)*4 

3605.96 

(3629.42)*4 

0.94 

(0.85)*4 

隔壁 101 358.35 664.56 0.54 

導流壁 61 
896.78 

(862.96)*4 

1280.14 

(1285.66)*4 

0.71 

(0.68)*4 

妻壁 93 958.93 2235.12 0.43 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－122 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋－ 

底版 3 1069.36 1757.41 0.61 

中床版 － － － － 

側壁 
46 

(46) 

2831.84 

(2831.02)*4 

3579.50 

(3608.27)*4 

0.80 

(0.79)*4 

隔壁 101 248.34 705.42 0.36 

導流壁 65 
943.36 

(943.36)*4 

1292.20 

(1292.20)*4 

0.74 

(0.74)*4 

妻壁 93 887.63 2257.71 0.40 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－－ 

底版 1 1092.69 1764.42 0.62 

中床版 － － － － 

側壁 46 
2799.64 

(2780.50)*4 

3562.83 

(3598.38)*4 

0.79 

(0.78)*4 

隔壁 101 290.57 629.42 0.47 

導流壁 61 
976.77 

(945.74)*4 

1285.71 

(1293.49)*4 

0.76 

(0.74)*4 

妻壁 94 885.67 2177.19 0.41 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－123 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 1 1055.44 1989.53 0.54 

中床版 － － － － 

側壁 56 
2581.11 

(2336.61)*4 

3554.37 

(3567.82)*4 

0.73 

(0.66)*4 

隔壁 101 275.01 690.69 0.40 

導流壁 
62 

(61) 

959.65 

(819.53)*4 

1229.90 

(1296.35)*4 

0.79 

(0.64)*4 

妻壁 94 833.72 2174.57 0.39 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 1 1029.01 1849.03 0.56 

中床版 － － － － 

側壁 56 
2297.22 

(2100.74)*4 

3544.90 

(3556.94)*4 

0.65 

(0.60)*4 

隔壁 101 214.20 672.05 0.32 

導流壁 61 
811.74 

(792.71)*4 

1281.70 

(1287.77)*4 

0.64 

(0.62)*4 

妻壁 94 842.02 2174.02 0.39 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－124 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 1 1021.56 1822.62 0.57 

中床版 － － － － 

側壁 56 
2759.34 

(2495.08)*4 

3573.64 

(3592.95)*4 

0.78 

(0.70)*4 

隔壁 101 214.83 675.03 0.32 

導流壁 61 
862.49 

(829.28)*4 

1290.76 

(1296.34)*4 

0.67 

(0.64)*4 

妻壁 93 842.46 2254.62 0.38 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 1023.10 1753.53 0.59 

中床版 － － － － 

側壁 46 
2722.01 

(2732.69)*4 

3568.44 

(3598.31)*4 

0.77 

(0.76)*4 

隔壁 101 229.32 713.26 0.33 

導流壁 65 
841.34 

(822.77)*4 

1295.75 

(1295.43)*4 

0.65 

(0.64)*4 

妻壁 93 850.97 2249.86 0.38 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－125 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 

底版 1 707.85 1902.59 0.38 

中床版 － － － － 

側壁 56 
1767.87 

(1564.05)*4 

3483.62 

(3497.75)*4 

0.51 

(0.45)*4 

隔壁 101 142.15 680.60 0.21 

導流壁 61 
561.25 

(541.37)*4 

1273.72 

(1274.16)*4 

0.45 

(0.43)*4 

妻壁 92 777.44 2214.88 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 851.32 1977.54 0.44 

中床版 － － － － 

側壁 46 
1904.91 

(1869.29)*4 

3495.01 

(3516.46)*4 

0.55 

(0.54)*4 

隔壁 101 177.64 688.74 0.26 

導流壁 64 
636.73 

(639.08)*4 

1197.05 

(1283.60)*4 

0.54 

(0.50)*4 

妻壁 94 783.09 2202.60 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－126 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 1 773.59 1986.06 0.39 

中床版 － － － － 

側壁 46 
1901.32 

(1845.35)*4 

3497.52 

(3523.76)*4 

0.55 

(0.53)*4 

隔壁 101 152.70 682.53 0.23 

導流壁 
61 

(62) 

595.31 

(573.37)*4 

1282.90 

(1279.16)*4 

0.47 

(0.45)*4 

妻壁 92 806.55 2186.52 0.37 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 768.58 1878.40 0.41 

中床版 － － － － 

側壁 46 
1874.76 

(1827.81)*4 

3498.04 

(3522.94)*4 

0.54 

(0.52)*4 

隔壁 101 148.31 684.89 0.22 

導流壁 
64 

(65) 

580.11 

(582.79)*4 

1178.30 

(1275.15)*4 

0.50 

(0.46)*4 

妻壁 94 783.62 2181.39 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－127 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1040.70 1838.17 0.57 

中床版 － － － － 

側壁 46 
3371.66 

(3371.00)*4 

3604.03 

(3642.59)*4 

0.94 

(0.93)*4 

隔壁 102 102.36 217.97 0.47 

導流壁 65 
826.68 

(883.39)*4 

1196.90 

(1289.52)*4 

0.70 

(0.69)*4 

妻壁 93 952.66 2235.19 0.43 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1013.12 1741.78 0.59 

中床版 － － － － 

側壁 56 
3399.39 

(3089.70)*4 

3609.51 

(3632.91)*4 

0.95 

(0.86)*4 

隔壁 101 348.89 682.50 0.52 

導流壁 61 
916.90 

(884.02)*4 

1281.45 

(1289.52)*4 

0.72 

(0.69)*4 

妻壁 93 969.12 2234.56 0.44 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－128 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

③ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1035.28 1858.70 0.56 

中床版 － － － － 

側壁 46 
3359.23 

(3359.23)*4 

3640.43 

(3640.43)*4 

0.93 

(0.93)*4 

隔壁 102 101.01 218.09 0.47 

導流壁 
61 

(65) 

849.01 

(885.09)*4 

1224.47 

(1286.54)*4 

0.70 

(0.69)*4 

妻壁 93 961.45 2230.70 0.44 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1002.69 1734.03 0.58 

中床版 － － － － 

側壁 56 
3410.28 

(3089.08)*4 

3609.21 

(3634.70)*4 

0.95 

(0.85)*4 

隔壁 101 351.28 686.14 0.52 

導流壁 61 
919.57 

(881.17)*4 

1282.30 

(1290.32)*4 

0.72 

(0.69)*4 

妻壁 93 964.06 2233.39 0.44 

分離壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－129 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1183.60 1919.61 0.62 

中床版 － － － － 

側壁 46 
3904.55 

(2511.92)*4 

4938.28 

(3576.50)*4 

0.80 

(0.71)*4 

隔壁 105 117.06 266.35 0.44 

導流壁 64 
910.81 

(945.65)*4 

1145.05 

(1263.22)*4 

0.80 

(0.75)*4 

妻壁 92 984.63 2144.93 0.46 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1244.19 1827.52 0.69 

中床版 － － － － 

側壁 56 
4601.94 

(4476.40)*4 

4946.92 

(4938.40)*4 

0.94 

(0.91)*4 

隔壁 101 381.28 612.81 0.63 

導流壁 62 
1028.26 

(1028.26)*4 

1272.36 

(1272.36)*4 

0.81 

(0.81)*4 

妻壁 92 1111.65 2514.89 0.45 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－130 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 1142.90 1935.78 0.60 

中床版 － － － － 

側壁 46 
3930.16 

(2475.00)*4 

4936.07 

(3574.33)*4 

0.80 

(0.70)*4 

隔壁 101 340.32 773.07 0.45 

導流壁 
64 

(63) 

886.25 

(904.41)*4 

1146.11 

(1221.04)*4 

0.78 

(0.75)*4 

妻壁 92 951.97 2113.26 0.46 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 1179.56 1856.59 0.64 

中床版 － － － － 

側壁 56 
4360.63 

(4267.18)*4 

4952.40 

(4938.03)*4 

0.89 

(0.87)*4 

隔壁 101 392.20 631.75 0.63 

導流壁 64 
891.93 

(961.83)*4 

1151.91 

(1250.79)*4 

0.78 

(0.77)*4 

妻壁 94 946.47 2159.96 0.44 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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(3) 止水機能に対する評価結果 

止水機能が求められる部材について，鉄筋コンクリート部材のせん断破壊に対す

る最大照査値を表 6－131～表 6－140 に解析ケース・地震動ごとに示す。 

同表より，照査用せん断力が，全ケースにおいてせん断耐力を下回ることを確認

した。 

なお，平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果につい

ては別途修正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。 
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表 6－131 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 
1549.61 

(1549.61)*4 

1666.80 

(1666.80)*4 

0.93 

(0.93)*4 

側壁 53 
789.20 

(767.38)*4 

880.35 

(907.00)*4 

0.90 

(0.85)*4 

隔壁 141 
170.21 

(99.74)*4 

248.02 

(334.99)*4 

0.69 

(0.30)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 187.56 1056.92 0.18 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 34 
1271.46 

(1271.46)*4 

1520.07 

(1520.07)*4 

0.84 

(0.84)*4 

側壁 53 
712.99 

(712.99)*4 

897.71 

(897.71)*4 

0.80 

(0.80)*4 

隔壁 141 
274.03 

(174.66)*4 

295.29 

(261.26)*4 

0.93 

(0.67)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 187.23 1055.59 0.18 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－132 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋－ 

底版 － － － － 

中床版 29 
1276.68 

(1276.68)*4 

1639.44 

(1639.44)*4 

0.78 

(0.78)*4 

側壁 53 
728.07 

(683.93)*4 

873.82 

(894.40)*4 

0.84 

(0.77)*4 

隔壁 141 
201.48 

(108.22)*4 

265.67 

(335.05)*4 

0.76 

(0.33)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 208.06 1053.90 0.20 

控壁 － － － － 

－－ 

底版 － － － － 

中床版 29 
1220.15 

(1220.15)*4 

1642.48 

(1642.48)*4 

0.75 

(0. 75)*4 

側壁 53 
667.94 

(598.45)*4 

866.05 

(866.28)*4 

0.78 

(0.70)*4 

隔壁 141 
221.85 

(190.30)*4 

255.32 

(268.41)*4 

0.87 

(0.71)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 219.00 1051.72 0.21 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－133 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 
531.55 

(531.55)*4 

817.28 

(817.28)*4 

0.66 

(0.66)*4 

側壁 43 
666.26 

(615.21)*4 

1133.46 

(1151.97)*4 

0.59 

(0.54)*4 

隔壁 141 
171.95 

(133.78)*4 

253.96 

(277.25)*4 

0.68 

(0.49)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 183.70 1052.30 0.18 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 
486.79 

(486.79)*4 

803.45 

(803.45)*4 

0.61 

(0.61)*4 

側壁 
53 

(43) 

482.23 

(577.13)*4 

836.88 

(1124.82)*4 

0.58 

(0.52)*4 

隔壁 141 
152.42 

(114.99)*4 

261.25 

(288.35)*4 

0.59 

(0.40)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 145.60 1056.74 0.14 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－134 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 
571.31 

(571.31)*4 

820.25 

(820.25)*4 

0.70 

(0.70)*4 

側壁 43 
621.44 

(573.48)*4 

1115.58 

(1134.07)*4 

0.56 

(0.51)*4 

隔壁 141 
177.57 

(132.26)*4 

275.02 

(298.03)*4 

0.65 

(0.45)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 185.46 1049.81 0.18 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 
1216.02 

(1216.02)*4 

1635.98 

(1635.98)*4 

0.75 

(0.75)*4 

側壁 53 
596.40 

(529.84)*4 

844.28 

(856.23)*4 

0.71 

(0.62)*4 

隔壁 
141 

(125) 

195.75 

(58.26)*4 

295.53 

(341.23)*4 

0.67 

(0.18)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 175.01 1047.59 0.17 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－135 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 
380.89 

(380.89)*4 

801.71 

(801.71)*4 

0.48 

(0.48)*4 

側壁 53 
428.45 

(307.04)*4 

809.23 

(830.40)*4 

0.53 

(0.37)*4 

隔壁 
141 

(125) 

151.89 

(69.17)*4 

328.70 

(336.92)*4 

0.47 

(0.21)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 121.87 1057.07 0.12 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 23 
403.17 

(403.17)*4 

801.07 

(801.07)*4 

0.51 

(0.51)*4 

側壁 53 
583.22 

(518.64)*4 

851.88 

(852.98)*4 

0.69 

(0.61)*4 

隔壁 141 
164.00 

(99.46)*4 

280.89 

(303.60)*4 

0.59 

(0.33)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 146.77 1048.21 0.15 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－136 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
30 

(23) 

149.58 

(395.41)*4 

284.73 

(809.97)*4 

0.53 

(0.49)*4 

側壁 53 
470.53 

(417.42)*4 

839.04 

(840.85)*4 

0.57 

(0.50)*4 

隔壁 
141 

(125) 

164.50 

(74.26)*4 

327.11 

(342.63)*4 

0.51 

(0.22)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 119.34 1051.89 0.12 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 
790.55 

(790.55)*4 

1595.86 

(1595.86)*4 

0.50 

(0.50)*4 

側壁 53 
499.31 

(430.81)*4 

817.04 

(844.38)*4 

0.62 

(0.52)*4 

隔壁 
141 

(122) 

164.62 

(43.16)*4 

314.07 

(213.73)*4 

0.53 

(0.21)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 142.37 1057.46 0.14 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－137 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 
1528.94 

(1528.94)*4 

1665.71 

(1665.71)*4 

0.92 

(0.92)*4 

側壁 53 
766.25 

(702.73)*4 

878.34 

(901.24)*4 

0.88 

(0.78)*4 

隔壁 141 
189.43 

(99.79)*4 

259.60 

(341.74)*4 

0.73 

(0.30)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 186.19 1056.14 0.18 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 34 
1278.26 

(1278.26)*4 

1521.81 

(1521.81)*4 

0.84 

(0. 84)*4 

側壁 53 
711.58 

(711.58)*4 

899.21 

(899.21)*4 

0.80 

(0.80)*4 

隔壁 141 
248.06 

(175.15)*4 

292.77 

(260.84)*4 

0.85 

(0.68)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 188.23 1055.51 0.18 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－138 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

③ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 
1536.22 

(1536.22)*4 

1666.52 

(1666.52)*4 

0.93 

(0.93)*4 

側壁 53 
775.68 

(732.42)*4 

879.16 

(896.85)*4 

0.89 

(0.82)*4 

隔壁 141 
188.15 

(100.62)*4 

260.21 

(331.33)*4 

0.73 

(0.31)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 185.46 1055.81 0.18 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 28 
696.41 

(696.41)*4 

832.84 

(832.84)*4 

0.84 

(0.84)*4 

側壁 43 
880.57 

(814.26)*4 

1169.08 

(1169.08)*4 

0.76 

(0.70)*4 

隔壁 141 
237.40 

(160.80)*4 

291.88 

(262.55)*4 

0.82 

(0.62)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 184.91 1054.89 0.18 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－139 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 
1141.74 

(1141.74)*4 

1618.94 

(1618.94)*4 

0.71 

(0.71)*4 

側壁 53 
848.01 

(777.00)*4 

902.33 

(871.20)*4 

0.94 

(0.90)*4 

隔壁 
141 

(122) 

227.18 

(43.75)*4 

275.11 

(65.53)*4 

0.83 

(0.67)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 311.99 1029.83 0.31 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 34 
1402.10 

(1402.10)*4 

1520.08 

(1520.08)*4 

0.93 

(0.93)*4 

側壁 43 
1081.80 

(1013.95)*4 

1169.08 

(1169.08)*4 

0.93 

(0.87)*4 

隔壁 
141 

(125) 

201.20 

(46.03)*4 

228.68 

(54.32)*4 

0.88 

(0.85)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 236.72 1059.32 0.23 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 

  

442



 

439 

表 6－140 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 29 
1216.62 

(1216.62)*4 

1621.91 

(1621.91)*4 

0.76 

(0.76)*4 

側壁 53 
814.83 

(769.72)*4 

881.92 

(877.10)*4 

0.93 

(0.88)*4 

隔壁 
141 

(122) 

172.31 

(57.10)*4 

189.74 

(97.74)*4 

0.91 

(0.59)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 68 317.43 1033.48 0.31 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 34 
1315.88 

(1315.88)*4 

1526.86 

(1526.86)*4 

0.87 

(0.87)*4 

側壁 43 
1072.89 

(1003.74)*4 

1169.08 

(1169.08)*4 

0.92 

(0.86)*4 

隔壁 
141 

(125) 

343.90 

(48.82)*4 

366.22 

(60.88)*4 

0.94 

(0.81)*4 

導流壁 － － － － 

妻壁 － － － － 

分離壁 67 260.65 1057.55 0.25 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：止水機能が要求される部材の範囲は図 6－50 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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(4) Ｓクラスの施設等を支持する機能に対する評価結果 

Ｓクラスの施設等を支持する機能が求められる部材について，鉄筋コンクリート

部材のせん断破壊に対する最大照査値を表 6－141～表 6－150 に解析ケース・地震

動ごとに示す。 

同表より，照査用せん断力が，全ケースにおいてせん断耐力を下回ることを確認

した。 

なお，平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，以降の結果につい

ては別途修正する（現状は，平均化範囲の見直し前の結果を記載している）。 
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表 6－141 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
17 

(21) 

1804.34 

(110.59)*4 

2438.23 

(306.54)*4 

0.75 

(0.37)*4 

側壁 54 
797.61 

(753.82)*4 

865.54 

(866.57)*4 

0.93 

(0.87)*4 

隔壁 151 206.15 282.77 0.73 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 306.87 853.32 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 71 283.17 683.20 0.42 

－＋ 

底版 － －   

中床版 
22 

(21) 

1795.85 

(109.67)*4 

2438.64 

(222.45)*4 

0.74 

(0.50)*4 

側壁 
45 

(54) 

746.76 

(698.82)*4 

807.03 

(868.29)*4 

0.93 

(0.81)*4 

隔壁 151 203.11 289.51 0.71 

導流壁 － －   

妻壁 91 303.59 856.42 0.36 

分離壁 － －   

控壁 75 294.95 691.13 0.43 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－142 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋－ 

底版 － － － － 

中床版 
17 

(21) 

789.47 

(128.91)*4 

1125.63 

(320.08)*4 

0.71 

(0.41)*4 

側壁 54 
722.73 

(722.73)*4 

863.27 

(863.27)*4 

0.84 

(0.84)*4 

隔壁 151 168.06 313.42 0.54 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 298.43 846.71 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 71 233.77 669.12 0.35 

－－ 

底版 － － － － 

中床版 
17 

(21) 

771.63 

(147.45)*4 

1103.30 

(293.69)*4 

0.70 

(0.51)*4 

側壁 
44 

(54) 

917.51 

(666.20)*4 

1064.20 

(850.79)*4 

0.87 

(0.79)*4 

隔壁 151 176.15 315.85 0.56 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 301.73 851.09 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 75 247.03 686.51 0.36 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－143 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
22 

(21) 

717.64 

(138.77)*4 

1124.82 

(292.84)*4 

0.64 

(0.48)*4 

側壁 44 
826.58 

(696.54)*4 

1064.62 

(1127.78)*4 

0.78 

(0.62)*4 

隔壁 151 148.02 320.59 0.47 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 266.80 830.57 0.33 

分離壁 － － － － 

控壁 75 228.55 672.28 0.34 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
22 

(21) 

578.16 

(124.86)*4 

1034.65 

(277.05)*4 

0.56 

(0.46)*4 

側壁 
45 

(44) 

568.12 

(615.25)*4 

771.16 

(1057.81)*4 

0.74 

(0.59)*4 

隔壁 151 150.64 330.43 0.46 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 279.22 837.49 0.34 

分離壁 － － － － 

控壁 75 193.40 681.62 0.29 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－144 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
22 

(21) 

755.03 

(118.55)*4 

1122.22 

(291.75)*4 

0.68 

(0.41)*4 

側壁 44 
799.52 

(631.21)*4 

1034.05 

(1036.88)*4 

0.78 

(0.61)*4 

隔壁 151 166.21 315.67 0.53 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 247.59 828.66 0.30 

分離壁 － － － － 

控壁 75 235.40 677.48 0.35 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 
35 

(21) 

1843.67 

(104.65)*4 

2432.44 

(323.04)*4 

0.76 

(0.33)*4 

側壁 54 
686.69 

(625.36)*4 

838.88 

(814.27)*4 

0.82 

(0.77)*4 

隔壁 151 170.09 305.57 0.56 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 257.20 825.62 0.32 

分離壁 － － － － 

控壁 71 225.93 673.89 0.34 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－145 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
20 

(21) 

146.51 

(111.67)*4 

336.98 

(311.92)*4 

0.44 

(0.36)*4 

側壁 45 
554.03 

(464.14)*4 

798.36 

(789.85)*4 

0.70 

(0.59)*4 

隔壁 151 154.67 304.15 0.51 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 138.87 818.25 0.17 

分離壁 － － － － 

控壁 75 137.88 675.68 0.21 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 
18 

(21) 

152.65 

(80.47)*4 

293.29 

(229.02)*4 

0.53 

(0.36)*4 

側壁 54 
603.55 

(603.55)*4 

797.94 

(797.94)*4 

0.76 

(0.76)*4 

隔壁 151 161.84 304.16 0.54 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 287.78 844.24 0.35 

分離壁 － － － － 

控壁 71 142.80 674.30 0.22 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－146 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

① 
Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
18 

(21) 

154.88 

(116.41)*4 

291.11 

(310.99)*4 

0.54 

(0.38)*4 

側壁 
45 

(54) 

533.16 

(442.71)*4 

795.55 

(811.81)*4 

0.68 

(0.55)*4 

隔壁 151 153.44 303.42 0.51 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 230.76 817.02 0.29 

分離壁 － － － － 

控壁 75 135.48 677.25 0.21 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 
20 

(21) 

154.39 

(122.87)*4 

309.58 

(292.41)*4 

0.50 

(0.43)*4 

側壁 45 
601.46 

(601.46)*4 

776.30 

(776.30)*4 

0.78 

(0.78)*4 

隔壁 151 178.50 312.76 0.58 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 225.80 816.27 0.28 

分離壁 － － － － 

控壁 71 134.19 675.53 0.20 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－147 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
17 

(21) 

1787.00 

(110.13)*4 

2437.80 

(306.05)*4 

0.74 

(0.36)*4 

側壁 54 
733.97 

(733.97)*4 

812.48 

(812.48)*4 

0.91 

(0.91)*4 

隔壁 151 208.61 292.40 0.72 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 298.19 851.40 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 71 282.34 682.22 0.42 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 
22 

(21) 

1797.13 

(118.74)*4 

2440.10 

(235.32)*4 

0.74 

(0.51)*4 

側壁 
44 

(54) 

1006.49 

(696.02)*4 

1088.03 

(871.29)*4 

0.93 

(0.80)*4 

隔壁 151 214.05 287.11 0.75 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 298.16 851.64 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 75 301.76 688.86 0.44 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－148 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

③ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
17 

(21) 

1785.75 

(110.40)*4 

2438.19 

(306.38)*4 

0.74 

(0.37)*4 

側壁 54 
789.27 

(756.75)*4 

875.17 

(869.09)*4 

0.91 

(0.88)*4 

隔壁 151 195.14 276.97 0.71 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 301.21 845.64 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 71 283.70 681.59 0.42 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 
22 

(21) 

1787.78 

(112.46)*4 

2438.42 

(223.77)*4 

0.74 

(0.51)*4 

側壁 
44 

(54) 

1018.64 

(650.71)*4 

1087.35 

(826.98)*4 

0.94 

(0.79)*4 

隔壁 151 205.69 286.28 0.72 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 294.73 841.85 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 75 295.43 690.45 0.43 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－149 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
18 

(21) 

165.92 

(148.08)*4 

190.31 

(255.20)*4 

0.88 

(0.59)*4 

側壁 
55 

(54) 

696.54 

(792.97)*4 

735.73 

(853.87)*4 

0.95 

(0.93)*4 

隔壁 151 181.38 316.37 0.58 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 392.39 920.16 0.43 

分離壁 － － － － 

控壁 71 229.23 670.46 0.35 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 21 
163.66 

(163.66)*4 

174.26 

(174.26)*4 

0.94 

(0.94)*4 

側壁 44 
1109.02 

(1071.82)*4 

1169.08 

(1169.08)*4 

0.95 

(0.92)*4 

隔壁 151 184.10 362.94 0.51 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 355.91 879.14 0.41 

分離壁 － － － － 

控壁 75 266.45 700.20 0.39 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－150 せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケー

ス 

地震動 評価位置*1,2 

照査用 

せん断力*3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 
18 

(21) 

170.94 

(149.88)*4 

186.66 

(235.79)*4 

0.92 

(0.64)*4 

側壁 
54 

(55) 

748.87 

(738.87)*4 

804.33 

(795.27)*4 

0.94 

(0.93)*4 

隔壁 151 190.64 334.64 0.57 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 419.80 920.16 0.46 

分離壁 － － － － 

控壁 71 227.89 670.65 0.34 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 21 
186.72 

(185.07)*4 

228.04 

(228.29)*4 

0.82 

(0.82)*4 

側壁 44 
1024.84 

(1060.53)*4 

1079.14 

(1169.08)*4 

0.95 

(0.91)*4 

隔壁 151 164.97 317.57 0.52 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 388.67 920.16 0.43 

分離壁 － － － － 

控壁 75 258.61 688.62 0.38 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊４：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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6.3.3 壁部材の面内せん断に対する評価結果 

(1) 構造強度を有することに対する評価結果 

各壁部材の面内せん断に対する最大照査値について，表 6－151～表 6－164 に解

析ケース・地震動ごとに示す。 

同表より，全ケースにおいて照査用面内せん断ひずみが，許容限界（限界せん断

ひずみ：2000μ）を下回ることを確認した。 

また，同表より，全部材において，照査用面内せん断ひずみは 2000μに至ってお

らず，PHb 工法の適用範囲内であることを確認した。 
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表 6－151 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1499.75 2000μ 0.75 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 360.37 2000μ 0.19 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1179.30 2000μ 0.59 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 385.59 2000μ 0.20 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1467.82 2000μ 0.74 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 555.16 2000μ 0.28 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－52 に示す。 

＊２：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－152 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1419.71 2000μ 0.71 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 714.77 2000μ 0.36 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1126.60 2000μ 0.57 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 397.27 2000μ 0.20 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1065.15 2000μ 0.54 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 363.29 2000μ 0.19 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－52 に示す。 

＊２：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－153 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1059.11 2000μ 0.53 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 393.28 2000μ 0.20 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1098.74 2000μ 0.55 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 233.25 2000μ 0.12 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 677.11 2000μ 0.34 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 145.78 2000μ 0.08 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－52 に示す。 

＊２：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－154 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 977.10 2000μ 0.49 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 202.85 2000μ 0.11 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 809.48 2000μ 0.41 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 270.40 2000μ 0.14 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 902.08 2000μ 0.46 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 246.32 2000μ 0.13 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－52 に示す。 

＊２：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－155 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1384.49 2000μ 0.70 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 335.92 2000μ 0.17 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1171.09 2000μ 0.59 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 386.05 2000μ 0.20 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1359.86 2000μ 0.68 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 346.59 2000μ 0.18 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－52 に示す。 

＊２：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 

  

460



 

457 

表 6－156 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1197.54 2000μ 0.60 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 380.60 2000μ 0.20 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1251.66 2000μ 0.63 

導流壁 － － － － 

妻壁 93 1373.99 2000μ 0.69 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1227.79 2000μ 0.62 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 1782.35 2000μ 0.90 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－52 に示す。 

＊２：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－157 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1251.01 2000μ 0.63 

導流壁 － － － － 

妻壁 93 1375.33 2000μ 0.69 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1272.05 2000μ 0.64 

導流壁 － － － － 

妻壁 81 1584.65 2000μ 0.80 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－52 に示す。 

＊２：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 

 

    

図 6－52 評価位置図（壁部材の面内せん断） 

（左：平面図，右：断面図） 
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表 6－158 壁部材の面内せん断に対する照査 

（PHb 工法の適用範囲内の確認） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 3 276.36  2000μ 0.14  

中床版 33 1325.38  2000μ 0.67  

側壁 54 391.46  2000μ 0.20  

隔壁 106 1499.75  2000μ 0.75  

導流壁 64 562.96  2000μ 0.29  

妻壁 92 320.79  2000μ 0.17  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 275.33  2000μ 0.14  

中床版 33 1349.99  2000μ 0.68  

側壁 51 537.99  2000μ 0.27  

隔壁 101 1179.30  2000μ 0.59  

導流壁 64 562.71  2000μ 0.29  

妻壁 94 306.84  2000μ 0.16  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 3 455.18  2000μ 0.23  

中床版 33 1452.05  2000μ 0.73  

側壁 54 435.15  2000μ 0.22  

隔壁 106 1467.82  2000μ 0.74  

導流壁 64 484.83  2000μ 0.25  

妻壁 92 323.29  2000μ 0.17  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－159 壁部材の面内せん断に対する照査 

（PHb 工法の適用範囲内の確認） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 1 648.54  2000μ 0.33  

中床版 33 1463.10  2000μ 0.74  

側壁 54 456.99  2000μ 0.23  

隔壁 101 1419.71  2000μ 0.71  

導流壁 61 535.24  2000μ 0.27  

妻壁 94 280.30  2000μ 0.15  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 2 217.47  2000μ 0.11  

中床版 33 1236.12  2000μ 0.62  

側壁 54 270.78  2000μ 0.14  

隔壁 101 1126.60  2000μ 0.57  

導流壁 62 416.50  2000μ 0.21  

妻壁 94 229.70  2000μ 0.12  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 2 205.46  2000μ 0.11  

中床版 33 1217.29  2000μ 0.61  

側壁 55 179.52  2000μ 0.09  

隔壁 101 1065.15  2000μ 0.54  

導流壁 62 424.08  2000μ 0.22  

妻壁 94 234.60  2000μ 0.12  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数 γα（=1.05） 
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表 6－160 壁部材の面内せん断に対する照査 

（PHb 工法の適用範囲内の確認） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 2 180.69  2000μ 0.10  

中床版 33 1179.63  2000μ 0.59  

側壁 51 172.38  2000μ 0.09  

隔壁 101 1059.11  2000μ 0.53  

導流壁 64 383.06  2000μ 0.20  

妻壁 94 185.15  2000μ 0.10  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 2 182.83  2000μ 0.10  

中床版 33 1168.41  2000μ 0.59  

側壁 54 397.71  2000μ 0.20  

隔壁 106 1098.74  2000μ 0.55  

導流壁 64 402.69  2000μ 0.21  

妻壁 93 177.74  2000μ 0.09  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 1 105.45  2000μ 0.06  

中床版 33 916.94  2000μ 0.46  

側壁 54 130.21  2000μ 0.07  

隔壁 101 677.11  2000μ 0.34  

導流壁 62 243.66  2000μ 0.13  

妻壁 92 145.78  2000μ 0.08  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数 γα（=1.05） 
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表 6－161 壁部材の面内せん断に対する照査 

（PHb 工法の適用範囲内の確認） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 2 154.87  2000μ 0.08  

中床版 33 1046.67  2000μ 0.53  

側壁 54 325.87  2000μ 0.17  

隔壁 106 977.10  2000μ 0.49  

導流壁 64 363.71  2000μ 0.19  

妻壁 92 196.47  2000μ 0.10  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 2 121.78  2000μ 0.07  

中床版 33 967.19  2000μ 0.49  

側壁 54 162.90  2000μ 0.09  

隔壁 106 809.48  2000μ 0.41  

導流壁 64 343.08  2000μ 0.18  

妻壁 92 270.40  2000μ 0.14  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 2 120.71  2000μ 0.07  

中床版 33 973.85  2000μ 0.49  

側壁 54 314.54  2000μ 0.16  

隔壁 106 902.08  2000μ 0.46  

導流壁 64 364.84  2000μ 0.19  

妻壁 94 246.32  2000μ 0.13  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数 γα（=1.05） 
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表 6－162 壁部材の面内せん断に対する照査 

（PHb 工法の適用範囲内の確認） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 2 226.08  2000μ 0.12  

中床版 33 1327.61  2000μ 0.67  

側壁 54 384.00  2000μ 0.20  

隔壁 106 1384.49  2000μ 0.70  

導流壁 64 531.90  2000μ 0.27  

妻壁 92 275.47  2000μ 0.14  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 1 251.86  2000μ 0.13  

中床版 33 1349.82  2000μ 0.68  

側壁 51 486.07  2000μ 0.25  

隔壁 101 1171.09  2000μ 0.59  

導流壁 64 551.42  2000μ 0.28  

妻壁 94 300.34  2000μ 0.16  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 3 207.20  2000μ 0.11  

中床版 33 1352.18  2000μ 0.68  

側壁 54 396.45  2000μ 0.20  

隔壁 106 1359.86  2000μ 0.68  

導流壁 64 523.08  2000μ 0.27  

妻壁 92 280.61  2000μ 0.15  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－163 壁部材の面内せん断に対する照査 

（PHb 工法の適用範囲内の確認） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 1 279.05  2000μ 0.14  

中床版 33 1310.28  2000μ 0.66  

側壁 51 492.43  2000μ 0.25  

隔壁 101 1197.54  2000μ 0.60  

導流壁 64 546.06  2000μ 0.28  

妻壁 94 304.25  2000μ 0.16  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 1 306.49  2000μ 0.16  

中床版 33 1470.47  2000μ 0.74  

側壁 55 403.73  2000μ 0.21  

隔壁 106 1251.66  2000μ 0.63  

導流壁 65 725.36  2000μ 0.37  

妻壁 93 1373.99  2000μ 0.69  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 304.43  2000μ 0.16  

中床版 33 1923.55  2000μ 0.97  

側壁 51 616.59  2000μ 0.31  

隔壁 101 1227.79  2000μ 0.62  

導流壁 61 1083.27  2000μ 0.55  

妻壁 93 1164.94  2000μ 0.59  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数 γα（=1.05） 
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表 6－164 壁部材の面内せん断に対する照査 

（PHb 工法の適用範囲内の確認） 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 1 416.58  2000μ 0.21  

中床版 33 1493.05  2000μ 0.75  

側壁 55 412.05  2000μ 0.21  

隔壁 106 1251.01  2000μ 0.63  

導流壁 65 684.90  2000μ 0.35  

妻壁 93 1375.33  2000μ 0.69  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 3 322.70  2000μ 0.17  

中床版 33 1892.90  2000μ 0.95  

側壁 51 561.00  2000μ 0.29  

隔壁 101 1272.05  2000μ 0.64  

導流壁 61 990.64  2000μ 0.50  

妻壁 93 1340.95  2000μ 0.68  

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数 γα（=1.05） 
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(2) 通水機能に対する評価結果 

通水機能が求められる部材のうち各壁部材の面内せん断に対する最大照査値に

ついて，表 6－165～表 6－171 に解析ケース・地震動ごとに示す。 

同表より，全ケースにおいて照査用面内せん断ひずみが，許容限界（限界せん断

ひずみ：2000μ）を下回ることを確認した。 
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表 6－165 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1499.75 2000μ 0.75 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 320.79 2000μ 0.17 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1179.30 2000μ 0.59 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 306.84 2000μ 0.16 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1467.82 2000μ 0.74 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 323.29 2000μ 0.17 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－166 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1419.71 2000μ 0.71 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 280.30 2000μ 0.15 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1126.60 2000μ 0.57 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 229.70 2000μ 0.12 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1065.15 2000μ 0.54 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 234.60 2000μ 0.12 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－167 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1059.11 2000μ 0.53 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 185.15 2000μ 0.10 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1098.74 2000μ 0.55 

導流壁 － － － － 

妻壁 93 177.74 2000μ 0.09 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 677.11 2000μ 0.34 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 145.78 2000μ 0.08 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－168 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 977.10 2000μ 0.49 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 196.47 2000μ 0.10 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 809.48 2000μ 0.41 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 270.40 2000μ 0.14 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 902.08 2000μ 0.46 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 246.32 2000μ 0.13 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－169 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1384.49 2000μ 0.70 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 275.47 2000μ 0.14 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1171.09 2000μ 0.59 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 300.34 2000μ 0.16 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1359.86 2000μ 0.68 

導流壁 － － － － 

妻壁 92 280.61 2000μ 0.15 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－170 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1197.54 2000μ 0.60 

導流壁 － － － － 

妻壁 94 304.25 2000μ 0.16 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1251.66 2000μ 0.63 

導流壁 － － － － 

妻壁 93 1373.99 2000μ 0.69 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1227.79 2000μ 0.62 

導流壁 － － － － 

妻壁 93 1164.94 2000μ 0.59 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 

  

476



 

473 

表 6－171 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 106 1251.01 2000μ 0.63 

導流壁 － － － － 

妻壁 93 1375.33 2000μ 0.69 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 101 1272.05 2000μ 0.64 

導流壁 － － － － 

妻壁 93 1340.95 2000μ 0.68 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：通水機能が要求される部材の範囲は図 6－49 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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(3) 止水機能に対する評価結果 

「6.3.1 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果」により，止水機能が求められ

る部材はおおむね弾性範囲に収まっており，顕著な漏水は発生しないと評価できる。

なお，止水性能が要求される部材のうちγ 1 を超過する部材については，念のため，

漏水量を算定する。 

漏水量の算定については，「参考資料 5 止水性能が要求される部材に対する漏

水量評価について」に示す。 
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(4) Ｓクラスの施設等を支持する機能に対する評価結果 

Ｓクラスの施設等を支持する機能が求められる部材のうち各壁部材の面内せん

断に対する最大照査値について，表 6－172～表 6－178 に解析ケース・地震動ごと

に示す。 

同表により，全ケースにおいて照査用面内せん断ひずみが，許容限界（限界せん

断ひずみ：2000μ）を下回ることを確認した。 
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表 6－172 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 172.86 2000μ 0.09 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 151.41 2000μ 0.08 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 161.01 2000μ 0.59 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 148.66 2000μ 0.16 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

＋－ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 167.88 2000μ 0.09 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 143.37 2000μ 0.08 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－173 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｄ －－ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 156.49 2000μ 0.08 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 138.53 2000μ 0.07 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 142.28 2000μ 0.08 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 114.14 2000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 151.25 2000μ 0.08 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 124.36 2000μ 0.07 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－174 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 128.06 2000μ 0.07 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 109.86 2000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 170.60 2000μ 0.09 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 103.81 2000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 125.29 2000μ 0.07 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 72.90 2000μ 0.04 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－175 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 133.59 2000μ 0.07 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 109.17 2000μ 0.06 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 121.33 2000μ 0.07 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 91.19 2000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 122.18 2000μ 0.07 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 98.56 2000μ 0.05 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－176 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

② Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 170.42 2000μ 0.09 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 142.57 2000μ 0.08 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 162.18 2000μ 0.09 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 164.22 2000μ 0.09 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 172.48 2000μ 0.09 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 152.19 2000μ 0.08 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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表 6－177 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

③ Ｓｓ－Ｄ －＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 156.03 2000μ 0.08 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 159.42 2000μ 0.08 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

④ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 911.45 2000μ 0.46 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 357.93 2000μ 0.18 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 1196.99 2000μ 0.60 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 367.17 2000μ 0.19 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 

  

485



 

482 

表 6－178 壁部材の面内せん断に対する照査 

解析 

ケース 
地震動 評価位置*1,2 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊3 

γｄ 

限界せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 821.32 2000μ 0.42 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 379.76 2000μ 0.19 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

－＋ 

底版 － － － － 

中床版 － － － － 

側壁 － － － － 

隔壁 151 1236.19 2000μ 0.62 

導流壁 － － － － 

妻壁 91 324.02 2000μ 0.17 

分離壁 － － － － 

控壁 － － － － 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：支持機能が要求される部材の範囲は図 6－51 に示す。 

＊３：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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6.3.4 水平２方向載荷による評価結果 

取水槽は，加振方向に平行に配置された耐震上見込むことができる面部材の配置

から，東西方向断面（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面）を弱軸方向として

耐震評価を実施している。 

主方向（弱軸方向）の荷重に対し，加振方向に平行に配置される妻壁や隔壁は面

内荷重に抵抗しているが，従方向（強軸方向）の地震力に対しては，面外荷重の影

響を受けることとなる。このため，取水槽は，弱軸方向の耐震評価に加えて，加振

方向に平行に配置された壁部材への影響を確認するため，従方向の荷重を作用させ

る。 

水平２方向載荷に使用する評価用地震動及び時刻は，弱軸方向において基準地震

動Ｓｓ全 12 波（基準地震動（6 波）及び位相反転を考慮した地震動（6 波））にば

らつきを考慮した解析ケース①～⑤のうち，要素の平均化を実施した要素のうち最

も照査値が厳しい地震動・時刻とする。また，従方向の荷重は，南北断面（Ｄ－Ｄ

断面）の地震応答解析から，主方向と同じ地震動・時刻の荷重を抽出する。水平方

向載荷の評価において組み合わせる荷重は，主方向荷重を水平方向及び鉛直方向荷

重，従方向荷重を水平方向荷重とし，従方向荷重は主方向荷重での地震時荷重算出

時刻の同時刻の荷重を使用する。 

水平２方向載荷による評価に用いる解析ケースと地震動の組合せを表 6－179 に

示す。曲げ・軸力系の破壊に対する照査について，主方向では，地震動：Ｓｓ－Ｄ

（＋＋），解析ケース：ケース①（有効応力解析，地盤物性：平均）が最大照査値

であることから，従方向は地盤物性のばらつきも考慮した，地震動：Ｓｓ－Ｄ（＋

＋），解析ケース：ケース⑥（全応力解析，地盤物性：平均）とする。せん断破壊

に対する照査について，主方向では，地震動：Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース：ケ

ース②（有効応力解析，地盤物性：平均＋σ）が最大照査値であることから，従方向

は地盤物性のばらつきも考慮した，地震動：Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース：ケー

ス⑦（全応力解析，地盤物性：平均＋σ）とする。 

水平２方向載荷に対する評価結果について，各部材において最も厳しい照査値と

なる解析ケース及び地震動の組合せを表 6－180～表 6－184 に示す。同表より，コ

ンクリートの圧縮縁ひずみ，主筋ひずみ，せん断力及び面内せん断ひずみが，それ

ぞれの許容限界を下回ることを確認した。 
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表 6－179 水平２方向載荷による評価に用いる解析ケースと地震動 

 解析ケース 
地震動 

主方向 従方向 

曲げ・軸力系の破壊に 

対する照査（主筋ひずみ） 
ケース① ケース⑥ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

せん断破壊に対する照査 ケース② ケース⑦ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

 

表 6－180 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（コンクリート圧縮縁ひずみ） 

評価位置*1 

解析ケース 

地震動 

照査 

時刻 

（s） 

照査用 

ひずみ*2 

εｄ 

照査 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 主方向 従方向 

底版 1 ケース② ケース⑦ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
30.72 605μ 10000μ 0.06 

中床版 11 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.71 2362μ 10000μ 0.24 

側壁 44 ケース② ケース⑦ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
30.73 4246μ 10000μ 0.42 

隔壁 131 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 1147μ 10000μ 0.11 

導流壁 61 ケース② ケース⑦ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
30.72 1742μ 10000μ 0.17 

妻壁 81 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 675μ 10000μ 0.07 

分離壁 70 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 107μ 10000μ 0.01 

控壁 71 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.71 924μ 10000μ 0.09 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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 表 6－181 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（コンクリートの圧縮ひずみ） 

評価位置*1 

解析ケース 

地震動 

照査 

時刻 

（s） 

照査用 

ひずみ*2 

εｄ 

照査ひ

ずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 主方向 従方向 

底版 ― ― ― ― ― ― ― ― 

中床版 29 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 1633μ 2000μ 0.82 

側壁 43 ケース② ケース⑦ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
30.72 1610μ 2000μ 0.81 

隔壁 131 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 1147μ 2000μ 0.57 

導流壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

妻壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

分離壁 70 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 107μ 2000μ 0.05 

控壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 
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表 6－182 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（主筋ひずみ） 

評価位置*1 

解析ケース 

地震動 

照査 

時刻 

（s） 

照査用 

ひずみ*2 

εｄ 

照査ひず

みεＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 
主 

方向 

従 

方向 

底版 ― ― ― ― ― ― ― ― 

中床版 
28 

(23) ＊3 

ケース② 

(ケース①)＊3 

ケース⑦ 

(ケース⑥) ＊3 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

（Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋））＊3 

30.73 

（30.73）＊3 

1616μ 

（1202μ）＊3 
1725μ 

0.94 

（0.70）＊3 

側壁 43 ケース② ケース⑦ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
30.72 1542μ 1725μ 0.90 

隔壁 
131 

(121) ＊3 

ケース① 

(ケース①) ＊3 

ケース⑥ 

(ケース⑥) ＊3 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

（Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋））＊3 

30.73 

(30.72)  ＊ 3 

1636μ 

（616μ）＊3 
1725μ 

0.95 

（0.36）＊3 

導流壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

妻壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

分離壁 66 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 102μ 1725μ 0.06 

控壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γα（=1.2） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 6－183 せん断破壊に対する照査 

評価位置 * 1 

解析ケース 

地震動 

照査 

時刻 

（s） 

照査用 

せん断力 *2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 主方向 従方向 

底版 1 ケース② ケース⑦ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
30.72 1034 1684 0.62 

中床版 
34 

(34) ＊3 

ケース② 

(ケース②)＊3 

ケース⑦ 

(ケース⑦) ＊3 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

（Ｓｓ－Ｄ 

（－＋））＊3 

30.72 

（30.72）＊3 

1389 

（1389）＊3 

1512 

（1512）＊3 

0.92 

（0.92）＊3 

側壁 
54 

(54) ＊3 

ケース① 

(ケース①) ＊3 

ケース⑥ 

(ケース⑥) ＊3 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

（Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋））＊3 

30.73 

（30.73）＊3 

789 

（753）＊3 

865 

（866）＊3 

0.92 

（0.87）＊3 

隔壁 
141 

(141) ＊3 

ケース② 

(ケース②) ＊3 

ケース⑦ 

(ケース⑦) ＊3 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

（Ｓｓ－Ｄ 

（－＋））＊3 

30.72 

(30.72)  ＊ 3 

190 

（190）＊3 

287 

（287）＊3 

0.66 

（0.66）＊3 

導流壁 

＊4 

61 

(61) ＊3 

ケース② 

(ケース②) ＊3 

ケース⑦ 

(ケース⑦) ＊3 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

（Ｓｓ－Ｄ 

（－＋））＊3 

30.72 

（30.72）＊3 

842 

（842）＊3 

1082 

（1082）＊3 

0.78 

（0.78）＊3 

妻壁 
81 

(91) ＊3 

ケース① 

(ケース①) ＊3 

ケース⑥ 

(ケース⑥) ＊3 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

（Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋））＊3 

30.71 

（30.73）＊3 

1934 

（0）＊3 

3935 

（178）＊3 

0.50 

（0.00）＊3 

分離壁 66 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 172 1060 0.17 

控壁 71 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.72 290 681 0.43 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（=1.05） 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 

＊４：部材モデルを用いた健全性評価について，参考資料２に示す。  
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表 6－184 壁部材の面内せん断に対する照査 

評価位置*1 

解析ケース 

地震動 

照査 

時刻 

（s） 

照査用 

面内せん断 

ひずみ＊2 

γｄ 

限界 

せん断 

ひずみ 

γＲ 

照査値 

γｄ／γＲ 主方向 従方向 

底版 ― ― ― ― ― ― ― ― 

中床版 ― ― ― ― ― ― ― ― 

側壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

隔壁 106 ケース① ケース⑥ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
30.73 1604μ 2000μ 0.80 

導流壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

妻壁 94 ケース② ケース⑦ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
30.73 404μ 2000μ 0.20 

分離壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

控壁 ― ― ― ― ― ― ― ― 

注記＊１：評価位置は図 6－28～図 6－30 に示す。 

＊２：照査用面内せん断ひずみ＝発生面内せん断ひずみ×構造解析係数γα（=1.05） 
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6.4 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

6.4.1 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能に対する評価結果を表 6－185～表 6－187 に示す。また，最

大接地圧分布図を図 6－53～図 6－55 に示す。 

同表より，取水槽の基礎地盤に発生する接地圧が，極限支持力度を下回ることを

確認した。 

 

表 6－185 基礎地盤の支持性能評価結果（除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）） 

解析 

ケース 
地震動 

接地圧 

Rd (N/mm2) 

極限支持力 

Ru (N/mm2) 

照査値 

Rd / Ru 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.91 3.9 0.24 

－＋ 0.91 3.9 0.24 

＋－ 0.92 3.9 0.24 

－－ 0.92 3.9 0.24 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.96 3.9 0.25 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.83 3.9 0.22 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.90 3.9 0.24 

－＋ 0.90 3.9 0.24 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.90 3.9 0.24 

－＋ 0.91 3.9 0.24 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.78 3.9 0.20 

－＋ 0.78 3.9 0.20 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.91 3.9 0.24 

－＋ 0.91 3.9 0.24 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.91 3.9 0.24 

－＋ 0.91 3.9 0.24 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.91 3.9 0.24 

－＋ 0.93 3.9 0.24 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.93 3.9 0.24 

－＋ 0.94 3.9 0.24 
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図 6－53 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｆ１（＋＋），除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）） 
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表 6－186 基礎地盤の支持性能評価結果（海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 

解析 

ケース 
地震動 

接地圧 

Rd (N/mm2) 

極限支持力 

Ru (N/mm2) 

照査値 

Rd / Ru 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.72 3.9 0.19 

－＋ 0.71 3.9 0.19 

＋－ 0.73 3.9 0.19 

－－ 0.73 3.9 0.19 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.76 3.9 0.20 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.74 3.9 0.19 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.70 3.9 0.18 

－＋ 0.71 3.9 0.19 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.75 3.9 0.20 

－＋ 0.76 3.9 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.66 3.9 0.17 

－＋ 0.65 3.9 0.17 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.72 3.9 0.19 

－＋ 0.71 3.9 0.19 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.72 3.9 0.19 

－＋ 0.71 3.9 0.19 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.95 3.9 0.25 

－＋ 0.92 3.9 0.24 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.89 3.9 0.23 

－＋ 0.93 3.9 0.24 
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図 6－54 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（＋＋），海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 
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表 6－187 基礎地盤の支持性能評価結果（ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 

解析 

ケース 
地震動 

接地圧 

Rd (N/mm2) 

極限支持力 

Ru (N/mm2) 

照査値 

Rd / Ru 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.48 3.9 0.13 

－＋ 0.49 3.9 0.13 

＋－ 0.48 3.9 0.13 

－－ 0.49 3.9 0.13 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.42 3.9 0.11 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.46 3.9 0.12 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.43 3.9 0.11 

－＋ 0.43 3.9 0.11 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.50 3.9 0.13 

－＋ 0.50 3.9 0.13 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.48 3.9 0.13 

－＋ 0.48 3.9 0.13 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.48 3.9 0.13 

－＋ 0.48 3.9 0.13 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.48 3.9 0.13 

－＋ 0.48 3.9 0.13 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.58 3.9 0.15 

－＋ 0.59 3.9 0.16 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.59 3.9 0.16 

－＋ 0.59 3.9 0.16 
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図 6－55 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（＋＋），ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 
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6.4.2 ＭＭＲ 

(1) 接地圧に対する評価 

ＭＭＲの支持性能に対する評価結果を表 6－188 及び表 6－189 に示す。また，最

大接地圧分布図を図 6－56 及び図 6－57 に示す。 

同表より，取水槽のＭＭＲに発生する接地圧が支圧強度を下回ることを確認した。 

 

表 6－188 ＭＭＲ（f’ck=18）（既設）の支持性能評価結果（ストレ－ナエリア） 

解析 

ケース 
地震動 

接地圧 

Rd (N/mm2) 

支圧強度 

f’ck 

(N/mm2) 

照査値 

Rd / f’ck 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.51 18 0.03 

－＋ 0.51 18 0.03 

＋－ 0.54 18 0.03 

－－ 0.54 18 0.03 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.38 18 0.03 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.42 18 0.03 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.40 18 0.03 

－＋ 0.40 18 0.03 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.41 18 0.03 

－＋ 0.41 18 0.03 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.38 18 0.03 

－＋ 0.38 18 0.03 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.50 18 0.03 

－＋ 0.50 18 0.03 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.50 18 0.03 

－＋ 0.51 18 0.03 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.63 18 0.04 

－＋ 0.62 18 0.04 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.66 18 0.04 

－＋ 0.66 18 0.04 
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図 6－56 ＭＭＲ（f’ck=18）（既設）の最大接地圧分布図 

（解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（＋＋），ストレ－ナエリア） 
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表 6－189 ＭＭＲ（f’ck =15.6）（既設）の支持性能評価結果（ストレ－ナエリア） 

解析 

ケース 
地震動 

接地圧 

Rd (N/mm2) 

支圧強度 

f’ck 

(N/mm2) 

照査値 

Rd / f’ck 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.57 15.6 0.04 

－＋ 0.57 15.6 0.04 

＋－ 0.56 15.6 0.04 

－－ 0.56 15.6 0.04 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.49 15.6 0.04 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.50 15.6 0.04 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.52 15.6 0.04 

－＋ 0.52 15.6 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.50 15.6 0.04 

－＋ 0.50 15.6 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.45 15.6 0.03 

－＋ 0.45 15.6 0.03 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.57 15.6 0.04 

－＋ 0.57 15.6 0.04 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.57 15.6 0.04 

－＋ 0.57 15.6 0.04 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.93 15.6 0.06 

－＋ 0.95 15.6 0.07 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.96 15.6 0.07 

－＋ 0.96 15.6 0.07 
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図 6－57 ＭＭＲ（f’ck=15.6）（既設）の最大接地圧分布図 

（解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋），ストレ－ナエリア） 
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(2) せん断破壊に対する評価 

ＭＭＲのせん断破壊に対する局所安全係数を表 6－190 及び表 6－191 に，引張破

壊に対する局所安全係数を表 6－192 及び表 6－193 に示す。 

また，引張破壊に対する局所安全係数が 1.0 を下回るケースについて，最大せん

断応力発生時刻及び最大引張応力発生時刻の局所安全係数分布を図 6－58～図 6－

61 に示す。 

 

ｆｓ＝Ｒ／Ｓ 

ここに，ｆｓ：局所安全係数 

    Ｒ：せん断強度または引張強度 

    Ｓ：発生せん断応力または発生引張応力 

 

同表及び同図より，引張破壊している要素の分布が極めて局所的でＭＭＲの安全

性に影響を及ぼすことはない。 

以上から，取水槽のＭＭＲの健全性を確認した。 
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表 6－190 ＭＭＲ（F’ck=18）（既設）のせん断破壊に対する支持性能の評価結果 

（ストレ－ナエリア） 

解析 

ケース 
地震動 

せん断応力 

Ｓ（N/mm2） 

せん断強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆｓ
＊ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.33 3.6 10.83 

－＋ 0.33 3.6 10.83 

＋－ 0.33 3.6 11.06 

－－ 0.33 3.6 11.06 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.27 3.6 13.54 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.28 3.6 12.81 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.26 3.6 13.94 

－＋ 0.26 3.6 13.94 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.23 3.6 16.00 

－＋ 0.23 3.6 16.00 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.25 3.6 14.47 

－＋ 0.25 3.6 14.47 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.33 3.6 10.85 

－＋ 0.33 3.6 10.87 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.33 3.6 10.81 

－＋ 0.33 3.6 10.84 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.71 3.6 5.09 

－＋ 0.70 3.6 5.18 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.72 3.6 5.02 

－＋ 0.72 3.6 5.02 

注記＊：最小安全率として最小値となる数値を記載。照査値 Ｒ／Ｓ ＞ 1.0 であることを

確認する。 
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表 6－191 ＭＭＲ（F’ck=15.6）（既設）のせん断破壊に対する支持性能の評価結果 

（ストレ－ナエリア） 

解析 

ケース 
地震動 

せん断応力 

Ｓ（N/mm2） 

せん断強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆｓ
＊ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.36 3.12 8.71 

－＋ 0.36 3.12 8.71 

＋－ 0.36 3.12 8.78 

－－ 0.36 3.12 8.78 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.31 3.12 10.16 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.33 3.12 9.36 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.29 3.12 10.79 

－＋ 0.29 3.12 10.79 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.25 3.12 12.73 

－＋ 0.25 3.12 12.73 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.26 3.12 12.12 

－＋ 0.26 3.12 12.12 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.36 3.12 8.71 

－＋ 0.36 3.12 8.71 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.36 3.12 8.72 

－＋ 0.36 3.12 8.72 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 1.10 3.12 2.85 

－＋ 1.11 3.12 2.81 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 1.12 3.12 2.79 

－＋ 1.12 3.12 2.79 

注記＊：最小安全率として最小値となる数値を記載。照査値 Ｒ／Ｓ ＞ 1.0 であることを

確認する。 
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表 6－192 ＭＭＲ（F’ck=18）（既設）の引張破壊に対する局所安全係数 

（ストレ－ナエリア） 

解析 

ケース 
地震動 

引張応力 

Ｓ（N/mm2） 

引張強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆｓ
＊ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.24 1.58 6.57 

－＋ 0.24 1.58 6.57 

＋－ 0.24 1.58 6.66 

－－ 0.24 1.58 6.68 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.18 1.58 8.86 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.23 1.58 6.93 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.16 1.58 10.08 

－＋ 0.16 1.58 10.08 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.16 1.58 9.74 

－＋ 0.16 1.58 9.74 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.13 1.58 12.03 

－＋ 0.13 1.58 12.03 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.24 1.58 6.59 

－＋ 0.24 1.58 6.59 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.24 1.58 6.60 

－＋ 0.24 1.58 6.60 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.41 1.58 3.85 

－＋ 0.42 1.58 3.81 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.44 1.58 3.58 

－＋ 0.44 1.58 3.58 

注記＊：最小安全率として最小値となる数値を記載。照査値 Ｒ／Ｓ ＞ 1.0 であることを

確認する。 
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表 6－193 ＭＭＲ（F’ck=15.6）（既設）の引張破壊に対する局所安全係数 

（ストレ－ナエリア） 

解析 

ケース 
地震動 

引張応力 

Ｓ（N/mm2） 

引張強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆｓ
＊ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.33 1.436 4.31 

－＋ 0.33 1.436 4.31 

＋－ 0.28 1.436 5.05 

－－ 0.28 1.436 5.05 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.15 1.436 9.52 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.32 1.436 4.55 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.11 1.436 13.39 

－＋ 0.11 1.436 13.39 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.15 1.436 9.44 

－＋ 0.15 1.436 9.44 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.09 1.436 15.71 

－＋ 0.09 1.436 15.71 

② Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.34 1.436 4.21 

－＋ 0.34 1.436 4.21 

③ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 0.34 1.436 4.22 

－＋ 0.34 1.436 4.22 

④ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 2.23 1.436 0.65 

－＋ 2.27 1.436 0.64 

⑤ Ｓｓ－Ｄ 
＋＋ 2.29 1.436 0.63 

－＋ 2.29 1.436 0.63 

注記＊：最小安全率として最小値となる数値を記載。照査値 Ｒ／Ｓ ＞ 1.0 であることを

確認する。 

  

507



 

504 

 

図 6－58 ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（ケース④，Ｓｓ－Ｄ（＋＋），ストレーナエリア，t=30.71s） 

 

 

図 6－59 ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋），ストレーナエリア，t=30.71s） 

  

 

MMR（F’ck=18） 

MMR（F’ck=15.6） 

 

MMR（F’ck=18） 

MMR（F’ck=15.6） 
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図 6－60 ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（＋＋），ストレーナエリア，t=30.71s） 

 

図 6－61 ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋），ストレーナエリア，t=30.71s） 

  

 

MMR（F’ck=18） 

MMR（F’ck=15.6） 

 

MMR（F’ck=18） 

MMR（F’ck=15.6） 
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7．まとめ 

取水槽については，基準地震動Ｓｓによる耐震評価として，構造部材の曲げ・軸力系の

破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持性能に対する評価を実施した。 

構造部材の健全性については，鉄筋及びコンクリートのひずみ，せん断力，壁部材の面

内せん断変形に伴う面内せん断ひずみが要求機能に応じた許容限界を下回ることを確認

した。 

基礎地盤の支持性能評価については，基礎地盤に発生する応力（接地圧）が極限支持力

度に基づく許容限界を下回ること及びＭＭＲがせん断破壊しないことを確認した。 

以上から，取水槽は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，構造強度を有すること，

通水機能を有すること，止水機能を損なわないこと及びＳクラスの施設等を支持する機能

を損なわないことを確認した。 
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参考 1-1 

 

参考資料１ 照査用応答値の平均化について 

 

1. はじめに 

取水槽は，要求機能に応じた許容限界に基づき耐震評価を行っている。取水槽における

要求機能のうち止水機能に対しては，断面が降伏に至らない状態であれば，漏水が生じる

ような顕著な（部材を貫通するような）ひび割れは発生しないことから，曲げ・軸力系の

破壊（面外変形）については部材降伏に対する限界ひずみ（コンクリートの圧縮ひずみ：

2000μ，主筋ひずみ：1725μ）を下回ることを確認することとしている。 

また，PHb 工法によるせん断補強を実施する箇所については，せん断補強鉄筋の定着部

のひび割れの影響を抑えるため，曲げについても，おおむね弾性範囲内で使用することと

している。おおむね弾性に対する許容限界として，部材降伏に対する限界ひずみ（コンク

リートの圧縮ひずみ：2000μ，主筋ひずみ：1725μ）を下回ることを確認することとして

いる。 

耐震評価の結果，照査用ひずみ（発生ひずみ×構造解析係数γａ）が限界ひずみを超え

る部材や，せん断破壊に対する照査値が 1.0 を超える部材及び PHb 設置箇所で照査値 0.8

程度を超える部材が一部存在し，細かい要素分割を行っている部材について断面厚さ程度

の範囲で平均化による評価を実施していることから，平均化範囲の考え方及び平均化によ

る照査結果について示す。 

なお，以下に示す内容は，要素の平均化範囲の見直し前の結果であり，平均化範囲見直

し後の結果については別途修正する。 

 

2. 取水槽のモデル化方針 

取水槽の３次元構造解析モデルは，土木学会マニュアルに準拠しモデル化を行っている。

土木学会マニュアルでは，要素分割において以下の記載がある。 

・要素分割は，断面厚さまたは有効高さの 1.0 倍程度とするのがよい。 

・要素長さを部材の断面厚さまたは有効高さの約 2.0 倍よりは大きくしてはならない。 

・要素分割を細かくせざるを得ない場合は，軸線方向に部材の断面厚さ又は有効高さの

1.0 倍程度の範囲で複数の要素での地震応答解析結果を平均的に評価するとよい。 

・要素の形状は，著しく扁平にならないように注意し，四角形要素の縦横比は基本的に

1：1 が望ましく，応力の流れがほぼ一様となる場合でも，縦横比で 1：5 を限度とす

ることが望ましい。 

・鉄筋コンクリート要素を用いる場合には，鉄筋位置と無筋領域を適切に考慮して要素

分割しなければならない。 

 

例えば底版のスパン方向の分割数は，断面厚さの 1.0 倍の要素分割だと 15 分割程度（断

面厚さ：1.9～2.0m，スパン方向長さ（水路の内空幅）：28.5m）になるが，取水槽は構造

平均化範囲の見直し（断面厚さの 1.0 倍以下）に伴い，５．以降の結果については別途

修正する。※現状は平均化範囲見直し前の結果を記載 
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参考 1-2 

 

物全体の最小部材厚である 0.7m による要素分割を基本としていることや剛域を配置して

いること等により，要素分割が細分化されている。  
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3. 許容限界を超える部材 

基準地震動Ｓｓに対する耐震評価の結果，各要素単位の照査において，照査用ひずみが

限界ひずみを上回る部材や，せん断破壊に対する照査値が 1.0 を超える部材が一部存在す

ることが判明した。照査用ひずみが限界ひずみを超える部材の最大照査値の一覧を表 3－

1 及び表 3－2 に，せん断破壊に対する照査値が 1.0 を上回る部材の最大照査値の一覧を

表 3－3 に示す。なお，照査値が 0.95 を上回る部材についても，照査値に十分な余裕を有

することを確認するために，平均化の結果を参考として確認する。ここで，評価対象箇所

の概念図を図 3－1 に示す。 

 

表 3－1 照査用ひずみ（主筋ひずみ）が許容限界を超える部材と要求機能 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ 

 

  

地震動 
評価 

位置 

要素幅 

ａ 

（mm） 

部材厚 

ｂ 

（mm） 

比率 

ａ/ｂ 

照査用 

ひずみ＊

（μ） 

限界 

ひずみ 

（μ） 

照査値 
要求 

機能 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
底版 745 2000 0.37 1683 1725 0.98 PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
中床版 325 1000 0.33 1774 1725 1.03 

止水機能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
側壁 667 700 0.95 2759 1725 1.60 

止水機能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
隔壁 325 1300 0.25 1931 1725 1.12 

止水機能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
導流壁 300 1200 0.25 2203 1725 1.28 PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
妻壁 200 2000 0.10 2089 1725 1.21 PHb の適用性 
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表 3－2 照査用ひずみ（圧縮ひずみ）が許容限界を超える部材と要求機能 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（=1.2） 

 

表 3－3 せん断破壊に対する照査値が 1.0 を上回る部材と要求機能 

注記＊：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（=1.05） 

 

  

地震動 
評価 

位置 

要素幅 

ａ 

（mm） 

部材厚 

ｂ 

（mm） 

比率 

ａ/ｂ 

照査用 

ひずみ＊

（μ） 

限界 

ひずみ 

（μ） 

照査値 
要求 

機能 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
側壁 633 700 0.9 1973 2000 0.99 止水機能 

地震動 
評価 

位置 

要素幅 

ａ 

（mm） 

部材厚 

ｂ 

（mm） 

比率 

ａ/ｂ 

照査用 

せん断力＊

(kN/m) 

せん断 

耐力

(kN/m) 

照査値 
要求 

機能 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
中床版 500 1000 0.5 2197 1656 1.33 

支持性能 

止水性能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
側壁 633 1000 0.633 1358 856 1.59 

支持性能 

通水性能 

止水性能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
隔壁 633 1500 0.5275 52.8 0.8 66.31 止水性能 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
導流壁 600 1200 0.5 1805 1272 1.42 

通水性能 

PHb の適用性 
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図 3－1 評価対象箇所概念図 

  

底版

隔壁

中床版

導流壁
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4. 照査用ひずみ及びせん断力の平均化の考え方 

4.1 平均化範囲 

要素分割について，「2. 取水槽のモデル化方針」のとおり，土木学会マニュアルで

断面厚さ又は有効高さの 1.0 倍程度とするのが良いとされており，また，「補足 024-01 

原子炉建物の地震応答計算書に関する補足説明資料」のうち「別紙 7-2-1 改造工事に

伴う重要増加を反映した検討における応力平均化の考え方」において，「原子力施設鉄

筋コンクリート構造計算基準・同解説（（社）日本建築学会，2005 年制定）」に基づき

部材厚の範囲で応力平均化を実施していることを踏まえ，照査用ひずみ及びせん断力の

平均化の範囲は，断面厚さの 1.0 倍以内で実施することとする。 

 

4.2 平均化の考え方 

ひずみの平均化は，許容限界を超えている当該要素に対し，曲げ変形の方向を考慮し

て主筋の軸方向に隣接する要素を対象とする。ひずみの平均化の計算は，当該要素のひ

ずみと隣接する要素のひずみをそれぞれの要素の面積に応じた加重平均として算出す

る。図 4－1 に中床版を例に平均化の概要図を示す。ここで，平均化する要素について

は，許容値を超えている要素に隣接する要素を基本とするが，それでもなお許容値を上

回る場合は，断面厚さの 1.0 倍以内で平均化する要素を追加する。 

 

 

 

図 4－1 ひずみの平均化の概念図（中床版・主筋ひずみの例） 

  

要素番号 面積(m²)
主筋ひずみ

(μ)
要素番号 面積(m²)

主筋ひずみ

(μ)

20789 0.2113 1774 20790 0.325 713 1131

20527 0.1991 1698 20528 0.3063 427 927

荷重選定時刻

平均化要素 平均化後の

主筋ひずみ

(μ)

平均化要素

Ss-D--_time1-1

0.825m 

主筋方向 主筋方向 
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せん断力の平均化は，ひずみと同様に，許容限界を超えている当該要素に対し，隣接

する要素を対象とする。せん断力の平均化の計算は，当該要素のせん断力と隣接する要

素のせん断力を，それぞれの要素の面積に応じた加重平均として算出する。図 4－2 に

中床版を例に平均化の概要図を示す。ここで，平均化する要素については，許容値を超

えている要素に隣接する要素を基本とするが，それでもなお許容値を上回る場合は，断

面厚さの 1.0 倍以内で平均化する要素を追加する。 

 

  

 

図 4－2 せん断力の平均化の概念図（中床版の例） 

 

  

要素番号 面積(m²)
せん断力

(kN/m)

せん断耐力

(kN/m)
要素番号 面積(m²)

せん断力

(kN/m)

せん断耐力

(kN/m)
要素番号 面積(m²)

せん断力

(kN/m)

せん断耐力

(kN/m)

せん断力の

絶対値

(kN/m)

せん断

耐力

(kN/m)

13754 0.25 16 1545 13755 0.275 15 1545 15 1545

13194 0.25 20 1568 13195 0.275 8 1568 13264 0.2679 -28 1568

13265 0.2946 -17 1568

平均化要素 平均化要素 平均化要素

Ss-D-+_time1-3

平均化後のせん断力

5 1568

ケース
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5. 主筋ひずみの平均化後の結果 

「4.2 平均化の考え方」に基づき算出した各部材の照査用主筋ひずみの平均化後の照

査値を，表 5－1 に示す。同表により，照査用主筋ひずみの平均化後の照査値が許容限界

を満足することを確認した。 

照査用主筋ひずみの平均化に用いた要素の諸元の詳細は「5.1 底版における平均化」

～「5.6 妻壁における平均化」に示す。 

 

表 5－1 平均化後の照査結果（照査用主筋ひずみ） 

解析ケース 地震動 
評価 

位置 

照査用 

主筋ひずみ＊  

（平均化後） 

（μ） 

限界ひずみ 

（μ） 

照査値 

（平均化後） 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
底版 1435 1725 0.83 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
中床版 1131 1725 0.66 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
側壁 1528 1725 0.89 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
隔壁 1274 1725 0.74 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
導流壁 1426 1725 0.83 

⑤ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
妻壁 1524 1725 0.88 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（=1.2） 
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5.1 底版における平均化 

底版の照査用主筋ひずみが最大となる時刻において平均化を実施した範囲の照査用

主筋ひずみ分布図を図 5－1 に示す。図 5－1 上段には底版に発生する照査用主筋ひずみ

分布図を示し，図 5－1 下段には上段にて赤枠で囲んだ箇所の拡大図を示す。拡大図に

ついては平均化する要素グループを青枠で示す。図 5－1 下段に青枠で示したグループ

ごとの平均化前後の照査用主筋ひずみを表 5－2 に示す。 

 

 

 

 

図 5－1 照査用主筋ひずみ分布図（底版） 

凡例 上段：要素番号 

下段：照査用主筋ひずみ(μ) 

赤枠部分を拡大 

(a) 照査用主筋ひずみ分布全体図（底版） 

グループ1

グループ2

グループ3

グループ4

グループ8

グループ7

グループ6

グループ5

(b) 照査用主筋ひずみ分布拡大図（底版） 
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5.2 中床版における平均化 

中床版の照査用主筋ひずみが最大となる時刻において平均化を実施した範囲の照査

用主筋ひずみ分布図を図 5－2 に示す。図 5－2 上段には底版に発生する照査用主筋ひず

み分布図を示し，図 5－2 下段には上段にて抽出した箇所の拡大図を示す。拡大図につ

いては平均化する要素グループを青枠で示す。図 5－2 下段の青枠で示したグループご

との平均化前後の照査用主筋ひずみを表 5－3 に示す。 

 

 

 

図 5－2 主筋ひずみ分布図（中床版） 

凡例 上段：要素番号 

下段：照査用主筋ひずみ(μ) 

グループ1

グループ2

(b) 照査用主筋ひずみ分布拡大図（中床版） 

(a) 照査用主筋ひずみ分布全体図（中床版） 

赤枠部分を拡大 
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5.3 側壁における平均化 

側壁の照査用主筋ひずみが最大となる時刻において，平均化を実施した範囲の照査用

主筋ひずみ分布図を図 5－3 に示す。図 5－3 上段には底版に発生する照査用主筋ひずみ

分布図を示し，図 5－3 下段には上段にて抽出した箇所の拡大図を示す。拡大図につい

ては平均化する要素グループを青枠で示す。図 5－3 下段の青枠で示したグループごと

の平均化前後の照査用主筋ひずみを表 5－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

赤枠部分を拡大

グループ1

凡例 上段：要素番号 

下段：照査用主筋ひずみ(μ) 

(a) 照査用主筋ひずみ分布全体図（側壁） 

(b) 照査用主筋ひずみ分布拡大図（側壁） 

図 5－3 照査用主筋ひずみ分布図（側壁） 

赤枠部分を拡大 
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5.4 隔壁における平均化 

隔壁の照査用主筋ひずみが最大となる時刻において，平均化を実施した範囲の照査用

主筋ひずみ分布図を図 5－4 に示す。図 5－4 上段には底版に発生する照査用主筋ひずみ

分布図を示し，図 5－4 下段には上段にて抽出した箇所の拡大図を示す。拡大図につい

ては平均化する要素グループを青枠で示す。図 5－4 下段の青枠で示したグループごと

の平均化前後の照査用主筋ひずみを表 5－5 に示す。 

 

 

図 5－4 照査用主筋ひずみ分布図（隔壁）  

凡例 上段：要素番号 

下段：照査用主筋ひずみ(μ) 

赤枠部分を拡大 

グループ1

(b) 照査用主筋ひずみ分布拡大図（隔壁） 

(a) 照査用主筋ひずみ分布全体図（隔壁） 
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5.5 導流壁における平均化 

導流壁の照査用主筋ひずみが最大となる時刻において，平均化を実施した範囲の照査

用主筋ひずみ分布図を図 5－5 に示す。図 5－5 上段には導流壁に発生する照査用主筋ひ

ずみ分布図を示し，図 5－5 下段には抽出した箇所の拡大図を示す。拡大図については

平均化する要素グループを示しており，図 5－5 下段で示したグループごとの平均化前

後の照査用主筋ひずみを表 5－6 に示す。 

 

 

 

 

図 5－5 照査用主筋ひずみ分布図（導流壁） 

 

  

①②③④⑤⑥

グループ番号

4要素にて平均化

凡例 上段：要素番号
下段：照査用主筋ひずみ(μ)

赤枠部分を拡大 

(b) 照査用主筋ひずみ分布拡大図（導流壁） 

(a) 照査用主筋ひずみ分布全体図（導流壁） 
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5.6 妻壁における平均化 

妻壁の照査用主筋ひずみが最大となる時刻において，平均化を実施した範囲の照査用

主筋ひずみ分布図を図 5－6 に示す。図 5－6 上段には妻壁に発生する照査用主筋ひずみ

分布図を示し，図 5－6 下段には抽出した箇所の拡大図を示す。拡大図については平均

化する要素グループ白枠で示しており，図 5－6 下段で示したグループごとの平均化前

後の照査用主筋ひずみを表 5－7 に示す。 

 

 

 

 

図 5－6 照査用主筋ひずみ分布図（妻壁） 

 

凡例 上段：要素番号 

下段：照査用主筋ひずみ(μ) 

(a) 照査用主筋ひずみ分布全体図（妻壁） 

(ｂ) 照査用主筋ひずみ分布拡大図（妻壁） 

赤枠部分を拡大 

グループ1
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6. 圧縮ひずみの平均化後の結果 

「4.2 平均化の考え方」に基づき算出した各部材の照査用圧縮ひずみの平均化後の照査

値を，表 6－1 に示す。同表により，照査用圧縮ひずみの平均化後の照査値が許容限界を満

足することを確認した。 

照査用圧縮ひずみの平均化に用いた要素の諸元の詳細は「6.1 側壁における平均化」に

示す。 

 

表 6－1 平均化後の照査結果（圧縮ひずみ） 

解析ケース 地震動 
評価 

位置 

照査用 

圧縮ひずみ＊  

（平均化後） 

（μ） 

限界ひずみ 

（μ） 

照査値 

（平均化後） 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
側壁 1492 2000 0.75 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（=1.2）  
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6.1 側壁における平均化 

側壁の圧縮ひずみが最大となる時刻において，平均化を実施した範囲の圧縮ひずみ分

布図を図 6－1 に，平均化前後の圧縮ひずみを表 6－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－1 照査用圧縮ひずみ分布図（側壁） 

  

凡例 上段：要素番号 

下段：照査用圧縮ひずみ(μ) 

(a) 照査用圧縮ひずみ分布全体図（側壁） 

(ｂ) 照査用圧縮ひずみ分布拡大図（側壁） 
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表 6－2 平均化前後の圧縮ひずみ一覧（側壁） 

 

 

 

 

 

 

注記＊：赤枠は平均化後の圧縮ひずみ最大値を示す。 

  

部材 

圧縮ひずみが許容限界 

を超過する要素 
隣接要素１ 

平均化後の 

照査用 

圧縮ひずみ＊  

（μ） 

要素 

番号 

面積 

(m2) 

照査用 

圧縮 

ひずみ 

（μ） 

要素 

番号 

面積 

(m2) 

照査用 

圧縮 

ひずみ 

（μ） 

側壁 27821 0.2375 1973 27819 0.2375 1010 1492 
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7. せん断力の平均化後の結果 

「4.2 平均化の考え方」に基づき算出した各部材のせん断力の平均化後の照査値を，表

7－1 に示す。同表により，せん断力の平均化後の照査値が許容限界を満足することを確認

した。 

せん断力の平均化に用いた要素の諸元の詳細は「7.1 中床版における平均化」～「7.5 

妻壁における平均化」に示す。なお，「7.1 中床版における平均化」～「7.5 妻壁にお

ける平均化」に示すせん断力は，構造解析係数γａを乗じない発生せん断力を示す。 

 

表 7－1 平均化後の照査結果（せん断力） 

注記＊：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（=1.05） 

 

  

解析ケース 地震動 評価位置 

照査用 

せん断力＊  

（平均化後） 

(kN/m) 

せん断耐力 

(kN/m) 

照査値 

（平均化後） 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
中床版 164 174 0.94 

② 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
側壁 766 807 0.95 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
隔壁 46 54 0.85 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
導流壁 1028 1272 0.81 
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凡例 上段：要素番号
下段：せん断力(kN/m)

7.1 中床版における平均化 

中床版のせん断力が最大となる時刻において，平均化を実施した範囲の照査用せん断

力分布図を図 7－1 に示す。図 7－1（a）に中床版で発生する照査用せん断力分布図を示

し，図 7－1（b）に照査用せん断力分布図にて赤枠で囲んだ箇所の拡大図を示す。拡大

図については，平均化する要素グループを青枠で示す。また，拡大図に青枠で示したグ

ループごとの平均化前後のせん断力及びせん断耐力を表 7－2 に示す。 

 

（a） せん断力分布全体図（中床版） 

 

 

 

（b） せん断力分布拡大図（中床版） 

図 7－1 せん断力分布図（中床版）  

赤枠部分を拡大 

グループ 1 

535



参考 1-26 

 

  

注
記
＊
1：

赤
枠
は
平
均
化
後
の
せ
ん
断
破
壊
に
対
す
る
照
査
値
が
最
大
と
な
る
，
せ
ん
断
力
及
び
せ
ん
断
耐
力
を
示
す
。

＊
2：

平
均

化
要

素
に

お
け

る
せ

ん
断

力
の

平
均

値
の

絶
対

値
を

示
す

。

表
7
－

2
 

平
均

化
前

後
の

せ
ん

断
力

及
び

せ
ん

断
耐

力
一

覧
（

中
床

版
）

 

 

部
材

 
グ

ル
ー

プ
番

号
 

平
均

化
要

素
 

平
均

化
要

素
 

平
均

化
後

の
 

せ
ん

断
力

及
び

せ
ん

断
耐

力
＊

1
 

要
素

 

番
号

 

面
積

 

(
m
2
)
 

せ
ん

断
力

 

(
k
N
/
m
)
 

せ
ん

断
 

耐
力

 

(
k
N
/
m
)
 

要
素

 

番
号

 

面
積

 

(
m
2
)
 

せ
ん

断
力

 

(
k
N
/
m
)
 

せ
ん

断
 

耐
力

(
k
N
/
m
)
 

せ
ん

断
力

＊
2
 

(
k
N
/
m
)
 

せ
ん

断
 

耐
力

 

(
k
N
/
m
)
 

中
床

版
 

1
 

1
9
4
8
4
 

0
.
1
1
4
2
 

1
7
3
 

1
5
7
 

1
9
5
6
3
 

0
.
1
2
6
7
 

1
4
0
 

1
9
0
 

1
5
6
 

1
7
4
 

536



参考 1-27 

 

凡例 上段：要素番号
下段：せん断力(kN/m)

7.2 側壁における平均化 

側壁のせん断力が最大となる時刻において，平均化を実施した範囲のせん断力分布図

を図 7－2 に示す。図 7－2（a）に側壁で発生するせん断力分布図を示し，図 7－2（b）

にせん断力分布図にて赤枠で囲んだ箇所の拡大図を示す。拡大図については，平均化す

る要素グループを青枠で示す。また，拡大図に青枠で示したグループごとの平均化前後

のせん断力を表 7－3 に示す。 

 

（a） せん断力分布全体図（側壁） 

 

 

 

 

 

（b） せん断力分布拡大図（側壁） 

図 7－2 せん断力分布図（側壁） 

 

  

赤枠部分を拡大

グループ1

グループ2

グループ3 グループ5 グループ7

グループ4 グループ6 グループ8
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凡例 上段：要素番号
下段：せん断力(kN/m)

7.3 隔壁における平均化 

隔壁のせん断力が最大となる時刻において，平均化を実施した範囲のせん断力分布図

を図 7－3 に示す。図 7－3（a）に隔壁で発生するせん断力分布図を示し，図 7－3（b）

にせん断力分布図にて赤枠で囲んだ箇所の拡大図を示す。拡大図については，平均化す

る要素グループを青枠で示す。また，拡大図に青枠で示したグループごとの平均化前後

のせん断力及びせん断耐力を表 7－4 に示す。 

 

（a） せん断力分布全体図（隔壁） 

 

（ｂ） せん断力分布拡大図（隔壁） 

図 7－3 せん断力分布図（隔壁） 

  

赤枠部分を拡大

グループ1
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凡例 上段：要素番号
下段：せん断力(kN/m)

7.4 導流壁における平均化 

導流壁のせん断力が最大となる時刻において，平均化を実施した範囲のせん断力分布

図を図 7－4 に示す。図 7－4（a）に導流壁に発生するせん断力分布図を示し，図 7－4

（b）にせん断力分布図にて赤枠で囲んだ箇所の拡大図を示す。拡大図については，平

均化する要素グループを青枠で示す。また，拡大図に青枠で示したグループごとの平均

化前後のせん断力及びせん断耐力を表 7－5 に示す。 

 

（a） せん断力分布全体図（隔壁） 

 

 

（ｂ） せん断力分布拡大図（隔壁） 

図 7－4 せん断力分布図（導流壁）  

赤枠部分を拡大

グループ1
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8. まとめ 

取水槽において，一部部材において照査用ひずみ及びせん断力が許容限界を越えること

から，基準類をもとに断面厚さの 1.0 倍以内で要素の主筋ひずみ及びせん断力を平均化す

る妥当性を確認し，平均化後の主筋ひずみ及びせん断力が許容限界を満足することを確認

した。 

 

参考文献 

1)コンクリート構造物の設計に FEM 解析を適用するためのガイドライン，日本コンク 

リート工学協会，1989 年 3 月 
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参考資料 2 部材モデルを用いた PHb 工法適用部材の健全性評価について 

 

1. はじめに 

PHb 工法適用部材については，せん断補強鉄筋の定着部のひび割れの影響を抑えるため，

曲げ・軸力系の破壊に対しておおむね弾性範囲となる状況下で使用することから，コンク

リート及び鉄筋のひずみが部材降伏に相当する限界ひずみ（コンクリートの圧縮ひずみ：

2000μ，主筋ひずみ：1725μ）を下回ることを確認することとしている。 

照査用ひずみ（発生ひずみ×構造解析係数γａ）が限界ひずみを上回る要素が含まれる

部材については，「参考資料 1 照査用応答値の平均化について」において，発生ひずみ

を合理的に評価することで限界ひずみを下回ることを確認した。しかし，一部の部材にお

いては，発生ひずみを平均化して合理的に評価したとしても，限界ひずみを上回る要素が

含まれる。 

以上を踏まえ，本資料においては当該部材を対象に，部材としての損傷状況をより精緻

に確認する。 

 

2. PHb 工法適用部材のうちおおむね弾性範囲を超える部材 

取水槽は，図 2－1～図 2－4 に示す範囲に PHb を設置している。このうち，図 2－5 及び

表 2－1 に示すストレーナエリアの西側壁については，照査用ひずみを平均化して合理的

に評価したとしても，限界ひずみを上回る要素が含まれており，おおむね弾性範囲を超過

する。 

ただし，図 2－6に一例として示した照査値が 1.0を超えるケースのひずみ分布図より，

おおむね弾性範囲を超える要素の分布は局所的であり，部材全体としてはおおむね弾性範

囲であると考えられる。その裏付けとして，当該部材について部材モデルを作成し，プッ

シュオーバー解析を実施することにより，荷重－変位曲線から部材全体の損傷状況を確認

することで，PHb 工法適用部材としての健全性を確認する。 

  

水平２方向の評価及び平均化範囲の見直し（断面高さの 1.0 倍以下）に伴い，部材モデ

ルを用いた評価の対象部材及び検討ケースが追加となるが，追加結果は追而とする。 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 2－1 PHb 設置箇所（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

■：PHb 工法適用箇所 

図 2－2 PHb 設置箇所（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

545



 

参考 2-3 

 

 

 

■：PHb 工法適用箇所 

図 2－3 PHb 設置箇所（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 PHb 設置箇所（Ｄ－Ｄ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

■：PHb 工法適用箇所 

■：RSW ポンプ棚撤去箇所 

■：部材追加箇所 

■：PHb 工法適用及び部材追加箇所 
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図 2－5 おおむね弾性範囲を超過する部材位置（上：平面図，下：Ｃ－Ｃ断面図） 

  

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｃ Ａ Ｂ 

（単位:mm） 

おおむね弾性範囲を 

超過する部材 

おおむね弾性範囲を 

超過する部材 

Ｄ 

Ｄ 
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表 2－1 おおむね弾性範囲を超える部材（西側壁（ストレーナエリア）） 

解析 

ケース 
地震動 時刻 

照査用主筋 

ひずみ＊ 

（平均化後） 

限界 

ひずみ 
照査値 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 時刻 3 2025μ 1725μ 1.18 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 
時刻 3 2165μ 1725μ 1.26 

時刻 9 1765μ 1725μ 1.02 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ 

 

 

解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）【時刻 3】 

  

解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）【左：時刻 3，右：時刻 9】 

図 2－6 照査値が 1.0 を超過する部材のひずみ分布図 
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3. 部材モデルによる評価方針 

3.1 部材モデルの概要 

部材に着目した評価を実施するにあたり，当該部材の荷重－変位関係を明確化する目

的で，部材モデルを作成する。 

部材モデルは，本文「4.2.1 構造物のモデル化」に示す３次元構造解析モデルから，

ストレーナエリアの西側壁を取り出し，他部材と連続している箇所の境界条件を固定と

した３辺固定版とした。部材モデルの概要を図 3－1 に示す。 

なお，境界条件以外の解析モデルの諸元については，３次元構造解析モデルと同様で

あり，部材モデルが外的要因（当該部材に隣接する要求機能の異なる他部材の変形等）

によって影響を受けないため，着目部材の損傷が PHb の適用範囲であるおおむね弾性の

範囲に収まることを精度よく確認することが出来る。 
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全体モデル（黄色：部材モデル対象箇所） 

 

部材モデル詳細図（赤線：固定条件） 

図 3－1 部材モデルの概要 
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3.2 プッシュオーバー解析における荷重の載荷方法 

部材モデルに対しては，「2. PHb 工法適用部材のうちおおむね弾性範囲を超える部材」

にて示した照査値が 1.0 を超える解析ケースにおける作用荷重（土圧や慣性力等による総

荷重）を与える。プッシュオーバー解析においては上述の作用荷重を 100%とし，荷重を 0%

から 300%まで 1%ずつ漸増させることで，部材全体の荷重－変位曲線を作成する。なお，

変位の抽出点は，最も変位の大きい部材上端の中心とする。 

 

3.3 荷重－変位曲線を踏まえた評価内容 

原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル・照査例（土木学

会，原子力土木委員会，2018 年）では，構造物全体系の挙動と照査指標の関係を図 3－

2 のとおり示しており，荷重－変位関係の第２折れ点に至るまでをおおむね弾性範囲と

している。 

本検討においては，部材モデルに対するプッシュオーバー解析より求まる荷重－変位

曲線より，荷重倍率 100%における変位が第２折れ点の手前であることを確認すること

で，部材全体がおおむね弾性範囲にあり，PHb 工法適用部材として健全であることを確

認する。 

 

 

図 3－2 構造物全体系の挙動と照査指標の関係（赤枠を追記） 
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4. 部材モデルによる評価結果 

部材モデルについて，プッシュオーバー解析により求めた荷重－変位曲線を図 4－1 に

示す。いずれのケースにおいても，荷重倍率 100%を十分に上回る範囲で第２折れ点に至っ

ており，荷重倍率 100%における当該部材が部材全体としておおむね弾性範囲にあること

を確認した。 

 

 

図 4－1 西側壁に働く荷重倍率と相対変位の関係 
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5. まとめ 

PHb 工法を適用する部材のうちストレーナエリアの西側壁については，発生ひずみを平

均化して合理的に評価したとしても，限界ひずみを上回る要素が含まれており，おおむね

弾性範囲を超過していた。そのため，当該部材について部材モデルを作成し，プッシュオ

ーバー解析を実施することにより，荷重－変位曲線から部材全体で概ね弾性範囲にあるこ

とを確認した。以上より，ストレーナエリアの西側壁についても，PHb 工法適用部材とし

ての健全性を確認した。 
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参考資料 3 ３次元構造解析モデルの妥当性について 

 

1. はじめに 

取水槽は，複数の妻壁及び隔壁を有する複雑な構造物であるため，３次元構造解析によ

り，構造部材の耐震評価を実施している。取水槽は，上流側から漸拡ダクト部，除じん機

エリア，海水ポンプエリア及びストレーナーエリアの４つのエリアから構成されているが，

耐震評価に使用する３次元構造解析モデルは，漸拡ダクト部を除くエリアを対象としてモ

デル化を実施している。 

本検討では，耐震評価に使用する３次元構造解析モデルと，漸拡ダクト部をモデル化対

象に含めた３次元構造解析モデルの解析結果を比較し，耐震評価に使用する３次元構造解

析モデル化範囲に漸拡ダクト部を含めた場合の影響を確認する。 

 

2. 検討内容 

2.1 耐震評価に使用する３次元構造解析モデルの概要 

取水槽の平面図を図 2－1 に示す。取水槽は，複数の妻壁及び隔壁を有する複雑な構

造物であるため，３次元構造解析により，構造部材の耐震評価を実施している。３次元

構造解析に用いる地震時荷重算出にあたり，図 2－2～図 2－4 に示す除じん機エリア，

海水ポンプエリア及びストレ－ナエリアの中心を通る断面を地震時荷重算出断面とし

ている。 

図 2－5 に示す漸拡ダクト部については，除じん機エリア，海水ポンプエリア及びス

トレーナーエリア（３エリアを合わせて以下「取水槽本体」という。）と別施工となっ

ており，取水槽本体は現場施工，漸拡ダクト部は別箇所にて制作し，現場に運搬後据え

付けられたもので両エリア間には施工ジョイントがあり，止水を目的として図 2－6 に

示す継手工が行われている。 

継手部は１次止水処理としてゴムガスケット，２次止水処置としてＭ型ジョイントに

よる止水を行っている。また，不同沈下や地震時のずれ防止を目的としてスリップバー

を配置し，止水機能保持を目的として２次コンクリートを打設している。 

このことから，取水槽本体と漸拡ダクト部は主筋が連続しておらず，一体化していな

い（縁が切れている）ことを確認している。 

以上を踏まえ，漸拡ダクト部を除いた除じん機エリア，海水ポンプエリア及びストレ

－ナエリアを３次元構造解析モデルのモデル化範囲とし，非線形シェル要素によりモデ

ル化している。３次元構造解析モデルの鳥瞰図を図 2－7 に示す。  
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図 2－1 取水槽 平面図 

 

 

図 2－2 取水槽断面図（除じん機エリア，Ａ－Ａ断面） 

  

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ 

Ｃ Ａ Ｂ Ｅ 

Ｄ 

Ｄ 
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図 2－3 取水槽断面図（海水ポンプエリア，Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

 

図 2－4 取水槽断面図（ストレーナエリア，Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

図 2－5 取水槽断面図（漸拡ダクト部，Ｅ－Ｅ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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（ⅰ）継手部付近の縦断図 

 

 

※工事記録に赤線で主筋を追記 

（ⅱ）Ａ部詳細（底版）        （ⅲ）Ｂ部詳細（頂版） 

 

図 2－6 取水槽 継手工概要図 

 

Ａ部 

ゴムガスケット 

Ｍ型ジョイント 

Ｍ型ジョイント 

ゴムガスケット 

Ｂ部 
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図 2－7 ３次元構造解析モデル（鳥瞰図） 
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2.2 漸拡ダクト部をモデル化範囲に含めた３次元構造解析モデル 

漸拡ダクト部については，「2.1 耐震評価に使用する３次元構造解析モデルの概要」

で示したとおり，構造物単体としては剛であるため，他の断面による評価に包含される

と判断できる。 

一方で，ジョイント要素よりも手前の除じん機エリアと接続している漸拡ダクト部の

一部区間については，除じん機エリアとの接合部周辺に悪影響を与えることが懸念され

るため，図 2－8 に示す範囲の漸拡ダクト部を非線形シェル要素により３次元でモデル

化し，耐震評価に使用する３次元構造解析モデルと，漸拡ダクト部をモデル化対象に含

めた３次元構造解析モデルの解析結果を比較する。 

図 2－9 に漸拡ダクト部をモデル化対象に含めた３次元構造解析モデルの鳥瞰図を示

す。漸拡ダクト部のモデル化にあたっては，図 2－10 に示す概略配筋図（Ｅ－Ｅ断面）

をもとに寸法及び鉄筋量を設定する。また，漸拡ダクト部の剛域設定については，図 2

－11 に示すとおりとする。 

 

 

 

 

 

図 2－8 取水槽縦断面（Ｄ－Ｄ断面） 

  

漸拡ダクト部 

モデル化範囲 

2700 

ｼﾞｮｲﾝﾄ部 
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図 2－9 漸拡ダクト部をモデル化対象に含めた３次元構造解析モデル（鳥瞰図） 
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図 2－10 概略配筋図（Ｅ－Ｅ断面）  
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図 2－11 漸拡ダクト部 剛域設定範囲（赤範囲：剛域） 
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2.3 検討条件 

2.3.1 検討ケース 

漸拡ダクト部が存在することにより，除じん機エリアとの接合部周辺に与える影響

を確認するため，除じん機エリアとの接合部周辺の照査値が厳しくなると考えられる

地震動，解析ケース，時刻を用いて３次元構造解析を実施する。 

表 2－1 に検討ケース及びケース選定の考え方を示す。１方向の検討においては，

漸拡ダクト部と接する部材（底版，中床版，側壁，導流壁，妻壁）について，曲げ・

軸力系の破壊に対する照査値及びせん断破壊に対する照査値を確認し，照査値が最大

となる地震動・時刻を選定する。照査結果を表 2－2 に示す。 

２方向の検討においては，本文「6.3.4 水平２方向載荷による評価結果」に示す

地震動・時刻を使用する。 

 

表 2－1 検討ケース及びケース選定の考え方 

No. 
加振 

方向 
地震動 

解析 

ケース 
時刻 ケース選定の考え方 

1 
１方向 

（東西） 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
ケース④ 8.94s 

 漸拡ダクト部と接する部材（底

版，中床版，側壁，導流壁，妻

壁）の曲げ・軸力系の破壊及び

せん断破壊に対する照査値が

最大となる地震動・時刻 

2 

２方向 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

主方向 

ケース② 

従方向 

ケース⑦ 

30.73s 

 「6.3.4 水平２方向載荷によ

る評価結果」に示す地震動・時

刻 

3 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

主方向 

ケース① 

従方向 

ケース⑥ 

30.73s 
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表 2－2 照査結果（１方向検討ケース選定用） 

（曲げ・軸力系の破壊に対する照査） 

評価位置＊ 
最大照査用 

圧縮縁ひずみ（μ） 
地震動 解析ケース 時刻 

底版 968 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

中床版 3117 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

側壁 1652 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

導流壁 2129 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

妻壁 752 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

 

（せん断破壊に対する照査） 

評価位置＊ 最大照査値 地震動 解析ケース 時刻 

底版 0.68 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 7 

中床版 － － － － 

側壁 0.93 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

導流壁 0.81 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

妻壁 0.30 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 2 

注記＊：評価位置を図 2－12 に示す。 

 

 

図 2－12 １方向検討ケース選定用評価部材位置  
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2.3.2 漸拡ダクト部の境界条件 

常時及び地震時の境界条件及び荷重条件の概要を図 2－13 に示す。漸拡ダクト部底

面の地盤ばねについては，耐震評価に使用する３次元構造解析モデルで算出した取水

槽底面のばね剛性を使用する。 

漸拡ダクト部に与える荷重については，除じん機エリアに発生する常時及び地震時

の荷重を設定する。漸拡ダクト部における荷重の組合せを表 2－3 に示す。 

 

 

（常時） 

 

（地震時（１方向））          （地震時（２方向））  

図 2－13 境界条件及び荷重条件のイメージ図 

 

  

step1：常時 step2：地震時(EW) step3：地震時(NS)

step1：常時 step2：地震時(EW) step3：地震時(NS)step1：常時 step2：地震時(EW) step3：地震時(NS)
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表 2－3 漸拡ダクト部の荷重条件 

種別 荷重＊ 

常時荷重 
静止土圧 

静水圧 

地震時荷重 

地震時増分荷重 

慣性力 

動水圧 

注記＊：荷重のかかる位置（高さ）に応じた除じん機エリアの荷重を使用 

 

2.3.3 比較項目 

耐震評価に使用する３次元構造解析モデルと，漸拡ダクト部をモデル化対象に含め

た３次元構造解析モデルの解析結果を比較に当たり，漸拡ダクト部と除じん機エリア

の接合部周辺に与える影響を確認するため，断面力分布図により評価を実施する。評

価における着目点を表 2－4 に示す。 

 

表 2－4 解析結果の評価における着目点 

比較項目 着目点 

断面力 

 漸拡ダクト部モデル化の有無によって，発生断面力の分布

の傾向が大きく変わっていないか 

 漸拡ダクト部と除じん機エリアの接合部周辺に応力集中し

ていないか 

 発生断面力の最大値が大幅に変動していないか 
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3. 比較結果 

3.1 比較結果（１方向加振（No.1）） 

１方向加振（東西方向）による影響検討は，導流壁及び側壁の面外変形に影響を及ぼ

すと考えられるため，図 3－1 に示す断面力に着目して確認する。 

図 3－2 及び図 3－3 に断面力のコンター図を示す。曲げモーメント及びせん断力と

も，漸拡ダクト部のモデル化の有無による違いは見られず，概ね同様の断面力分布とな

っている。また，妻壁や側壁等，漸拡ダクト部の接続部に応力集中が発生していないこ

とから，漸拡ダクト部のモデル化による取水槽本体への影響はほぼないものと考えられ

る。 

 

検討ケース 着目する断面力 

（１方向加振（東西方向）） 

 

 

 

図 3－1 着目する断面力 

  

EW方向影響検討　着目断面力

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向

EW方向影響検討　着目断面力

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
） 

  

図 3－2 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.1） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
） 

  

図 3－3 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.1） 
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3.2 比較結果（２方向加振（No.2 及び No.3）） 

２方向加振による影響検討は，導流壁及び側壁の面外変形に加え，妻壁及び隔壁の面

外変形に影響を及ぼすと考えられるため，図 3－4 に示す断面力に着目して確認する。 

ケース No.2 の断面力分布図を図 3－5～図 3－9 にケース，ケース No.3 の断面力分布

図を図 3－9～図 3－14 に示す。軸力，曲げモーメント及びせん断力とも，漸拡ダクト部

のモデル化の有無による違いは見られず，概ね同様の断面力分布となっている。また，

妻壁や側壁等，漸拡ダクト部の接続部に応力集中が発生していないことから，漸拡ダク

ト部のモデル化による取水槽本体への影響はほぼないものと考えられる。 

 

検討ケース 着目する断面力 

（２方向加振） 

 

（断面①） 

 

（断面②） 

 

図 3－4 着目する断面力 

  

NS方向影響検討　着目断面力

表示断面
載荷方向

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向

軸力(Ny)

せん断力(Qy)

曲げモーメント(My)

NS方向影響検討　着目断面力

表示断面
載荷方向

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向

軸力(Ny)

せん断力(Qy)

曲げモーメント(My)

NS方向影響検討　着目断面力

表示断面
載荷方向

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向

軸力(Ny)

せん断力(Qy)

曲げモーメント(My)

断面① 
断面② 
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 軸力Ｎｙ（kN/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
） 

  

図 3－5 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.2） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
） 

  

図 3－6 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.2） 
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 曲げモーメントＭｙ（kN・m/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
） 

  

図 3－7 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.2） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
） 

  

図 3－8 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.2） 
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 せん断力Ｑｙ（kN/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
）   

図 3－9 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.2） 
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 軸力Ｎｙ（kN/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
）   

図 3－10 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.3） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
）   

図 3－11 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.3） 
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 曲げモーメントＭｙ（kN・m/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
）   

図 3－12 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.3） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
）   

図 3－13 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.3） 
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 せん断力Ｑｙ（kN/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
本
解
析
） 

  

図 3－14 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.3） 
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4. まとめ 

取水槽の耐震評価に使用する３次元構造解析モデルに漸拡ダクト部を含めた場合の影

響を確認するため，漸拡ダクト部をモデル化対象に含めた３次元構造解析モデルとの比較

検討を実施した結果，漸拡ダクト部のモデル化の有無による断面力の違いは見られず，ま

た，漸拡ダクト部の接続部に応力集中が発生していないことから，漸拡ダクト部のモデル

化による取水槽本体への影響はほぼないものと考えられる。 

以上から，漸拡ダクト部をモデル化していない現行の３次元構造解析モデルが妥当であ

ることを確認した。 
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参考資料 4 照査時刻の選定の妥当性について 

 

1. はじめに 

取水槽の構造部材の健全性評価については，構造的特徴を踏まえ，損傷モードごと及び

部材ごとに評価が厳しくなる照査時刻（表 1－1）を選定している。取水槽の地震応答解析

断面は除じん機エリア，海水ポンプエリア及びストレーナエリアの 3 断面あり，除じん機

エリア及び海水ポンプエリアについては 1 断面当たり 9 時刻，ストレーナエリアについて

は 8 時刻選定し，地震動 1 波あたり 26 時刻の照査を３次元構造解析により耐震評価を実

施している。なお，表 1－1 に示すとおり，右向き・左向きに，荷重の載荷方向に着目し

て時刻を選定している。 

本検討では，表 1－1 に示す照査時刻（26 時刻）における地震時荷重の包絡（以下「照

査時刻包絡荷重」という。）と全時刻における地震時荷重の包絡（以下「全時刻包絡荷重」

という。）の深度分布を比較し，照査時刻以外の荷重状態が，耐震評価に影響を及ぼすこ

とがなく時刻選定が妥当であることを検証する。 
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表 1－1 照査時刻の考え方（1 断面当たり＊） 

 

注記＊：除じん機エリア及び海水ポンプエリアは時刻 1～時刻 9，ストレーナエリアは 

時刻 2～時刻 9 を選定しており，地震動 1 波当たり 26 時刻の照査を行う。  

照査
時刻

損傷
モード

荷重抽出時刻 抽出する応答値

時刻１
曲げ・軸力系

の破壊
壁

（面外）

下部構造における
頂底版間の層間変
位が最大となる時

刻

中部２節点，下部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻２

時刻３

時刻４
せん断破壊
（面外）

壁
（面外）

総水平荷重が最大
となる時刻

底面地盤せん断応
力の積算値

時刻５

時刻６

時刻７
せん断破壊
（面内）

壁
（面内）

面部材の層間変位
が最大となる時刻

上部２節点，中部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻８

時刻９

着目部位

上部構造における
各側壁の転倒曲げ
モーメントが最大

となる時刻

上部構造における
各側壁の水平荷重
が最大となる時刻

上部構造における
各側壁の上部荷重
が最大となる時刻

(上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧+上部構造側壁の
慣性力)×上部構造
のアーム長の積算

値

上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧と上部構造側壁
の慣性力の積算値

上部構造に隣接す
る側面地盤の上半
分の水平土圧と側
壁の慣性力の積算

値

曲げ・軸力系
の破壊及び
せん断破壊
（面外）

せん断破壊
（面外）

曲げ・軸力系
の破壊

壁
（面外）

壁
（面外）

壁
（面外）
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2. 確認手順 

取水槽の照査時刻は，除じん機エリア及び海水ポンプエリアについては 1 断面当たり 9

時刻，ストレーナエリアについては 8 時刻を選定しており，地震動 1 波当たり合計 26 時

刻の照査時刻について，図 2－1 及び図 2－2 に示す耐震評価フローに従い，計 156 ケース

の３次元構造解析による耐震評価を行っている。 

取水槽の耐震評価における照査時刻の妥当性の検証は，図 2－3 に示す確認フローに基

づき行うこととし，選定した 26 時刻とは異なる時刻における荷重状態が，耐震評価に影

響を及ぼさないことを確認する。 

確認方法は，取水槽の耐震評価で選定した照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重の深度分

布を比較し，照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重の大小関係を確認する。照査時刻包絡荷

重が全時刻包絡荷重を包含していない場合は，包含していない時刻を抽出し，その時刻の

荷重状態が取水槽の耐震評価に影響を与える可能性があるかを確認する。なお，取水槽が

地中構造物であり，主たる荷重が土圧であることを踏まえ，地震時荷重は土圧に着目する。 
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図 2－1 耐震評価フロー（基本フロー（地震動１波に対する評価フロー）） 

  

地震動１波に対する評価開始 

地震応答解析 
（２次元時刻歴応答解析） 

地震時荷重の算定 

３次元構造解析： 
照査時刻に対応する除じん機エリア，海水ポンプエリア 

及びストレーナエリアの各々の荷重を載荷 

構造部材の健全性評価 
Ａ：曲げ・軸力系の破壊に対する照査 

（照査時刻：地震動１波当たり 26 時刻） 

Ｂ：せん断破壊に対する照査 

（照査時刻：地震動１波当たり 26 時刻） 

終了 

照査時刻の選定： 
損傷モード毎及び部材毎に評価が厳しくなる時刻を選定 

（地震動１波当たり 26 時刻） 

Ｃ：基礎地盤の支持力照査 
（照査時刻： 

接地圧が最大となる時刻） 
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図 2－2 耐震評価フロー（取水槽の３次元構造解析フロー） 

  

評価開始

弱軸方向に対する評価

地震時荷重算出断面及び解析手法の選定
弱軸方向：3断面（除じん機エリア，海水ポンプエリア，ストレーナエリア）

解析手法：有効応力解析

（ア）基本ケース（地盤物性：平均値）

（イ）地盤物性のばらつきを考慮したケース

（ウ）非液状化を考慮したケース（解析手法：全応力解析）

（エ）更に照査値が大きくなる可能性がある場合は更なる解析ケースを実施

地震動12波（基準地震動Ｓｓ（6波）＋位相反転を考慮した地震動（6波））に対して基本フローを
実施

地震動選定方針により選定した地震動に対して，以下の条件にて基本フローを実施
〇地震動選定方針
・照査値が0.5を超える照査項目について，最も厳しい地震動を各１波選定（最大3波）
・全ての項目の照査値が0.5以下の場合は，照査値が最も厳しい地震動を１波選定

（イ）における地震動選定方針により選定した地震動に対して，以下の条件にて基本フローを実施

（オ）水平２方向載荷に対する評価

評価終了

以下の荷重の組合せにて３次元構造解析による照査を１ケース実施
〇主方向荷重：
弱軸方向ケースのうち，最も照査値が厳しい地震動，時刻での荷重

〇従方向荷重：
主方向荷重と同じ地震動，時刻における強軸方向（弱軸方向と直交する南北方向）ケースの荷重

最大ケース数
地震応答解析 36ケース（3断面×12波）
３次元構造解析による照査 312ケース（（2断面×9時刻＋1断面×8時刻）×12波）

地盤物性
上記地震動選定方針により

選定した地震動
平均値＋１σ
平均値－１σ

最大ケース数
地震応答解析 18ケース（3断面×3波×2物性）
３次元構造解析による照査 156ケース（（2断面×9時刻＋1断面×8時刻）×3波×2物性）

地盤物性
上記地震動選定方針により

選定した地震動
平均値
平均値＋１σ

最大ケース数
地震応答解析 18ケース（3断面×3波×2物性）
３次元構造解析による照査 156ケース（（2断面×9時刻＋1断面×8時刻）×3波×2物性）
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注記＊：深度方向の地震時荷重の分布の確認や３次元構造解析を行い確認する。 

図 2－3 確認フロー 

  

検討終了 

照査時刻包絡荷重が 

全時刻包絡荷重を 

包含しているか 

照査時刻の選定 

（地震動１波当たり 26 時刻） 

地震時荷重の整理 
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3. 確認結果 

3.1 地震時荷重の整理 

取水槽の耐震評価において選定した 26 時刻による照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷

重の比較を行う。比較に使用する地震動は，本紙「6.2 ３次元構造解析結果」に示すと

おり，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査のうち，照査値が最も厳しいＳ

ｓ－Ｄ（－＋），解析ケース②とする。 

除じん機エリア，海水ポンプエリア及びストレーナエリアの各断面の照査時刻包絡荷

重と全時刻包絡荷重の比較結果を図 3－1～図 3－3 に示す。 

図 3－3 のストレーナエリアの両側壁に作用する地震時荷重（土圧）については，照

査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重がおおむね一致していることが確認できる。一方，除

じん機エリア及び海水ポンプエリアについては，一部の範囲において，照査時刻包絡荷

重が全時刻包絡荷重を包含できておらず，その差が大きい箇所（図 3－1 の①，②及び

図 3－2 の①，②）があることから，当該箇所の時刻を抽出し，取水槽の耐震評価への

影響を確認する。 
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図 3－1 地震時荷重（土圧）の比較（除じん機エリア） 

 

図 3－2 地震時荷重（土圧）の比較（海水ポンプエリア） 

 

図 3－3 地震時荷重（土圧）の比較（ストレーナエリア） 
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3.2 取水槽の耐震評価への影響確認 

取水槽の各エリアにおいて照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重の差が大きい箇所（深度）

について，地震時荷重が最大となる時刻を抽出し，取水槽の耐震評価への影響を確認する。 

図 3－1～図 3－3 に示す地震時荷重の比較結果から，照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷

重の差が大きい箇所（深度）は以下のとおりとなる。 

（1） 除じん機エリア 

① 東側：EL.-7.6m～EL.-10.7m 付近 

② 西側：EL.-7.6m～EL.-10.7m 付近 

（2） 海水ポンプエリア 

① 東側：EL.-5.0m～EL.-10.7m 付近 

② 西側：EL.-7.3m～EL.-10.7m 付近 

（3） ストレーナエリア 

取水槽の両側壁に作用する地震時荷重については，照査時刻包絡荷重と全時刻包

絡荷重がおおむね一致している。 
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3.2.1 除じん機エリアへの影響確認 

（1） 「東側：EL.-7.6m～EL.-10.7m 付近」における耐震評価への影響 

当該深度における地震時荷重が大きくなる時刻（18.98 秒，8.86 秒）を抽出

し，抽出時刻の地震時荷重と全時刻包絡荷重との比較結果を図 3－4 に示す。 

 

全時刻包絡と照査時刻包絡の比較（図 3－1 の再掲） 

 

 「東側：EL.-7.6m～EL.-10.7m 付近」において，全時刻包絡との差が大きい。 

 当該位置で地震時荷重が大きくなる時刻を抽出 

全時刻包絡と抽出時刻（18.98 秒，8.86 秒） 

 

 EL.-7.6m～-10.7m 付近おいては，抽出時刻（18.98 秒，8.86 秒）の地震時荷重（青，緑）

が全時刻包絡（赤）を包含している。これらの荷重は，底版付近だけでなく，中床版付

近でも比較的大きくなっており，総水平荷重に影響を与えると考えられるが，別途，総

水平荷重が最大となる時刻（表 1－1 の時刻 4）を選定している。 

 総水平荷重が最大となる時刻（時刻 4）と抽出時刻（18.98 秒，8.86 秒）の比較を図 3－

5 に示す。 

図 3－4 荷重比較図（図 3－1 の①に着目）  
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抽出時刻（18.98 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

抽出時刻（8.86 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

 抽出時刻（18.98 秒）は，側面全体に土圧が加わっていることから，総水平荷重に影響を

与えると考えられるが，両側面で同等の土圧となっているため，その影響は小さいと推

測できる。 

 抽出時刻（8.86 秒）は，照査時刻 4 と同等の土圧であることが確認できる。 

 

以上より，総水平荷重が最大となる時刻（表 1－1 の時刻 4）を選定していることから，当

該荷重による除じん機エリアへの耐震評価に影響はないと考えられる。 

図 3－5 荷重比較図（照査時刻 4 との比較） 
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（2） 「西側：EL.-7.6m～EL.-10.7m 付近」における耐震評価への影響 

当該深度における地震時荷重が大きくなる時刻（10.10 秒，14.64 秒）を抽出

し，抽出時刻の地震時荷重と全時刻包絡荷重との比較結果を図 3－6 に示す。 

 

全時刻包絡と照査時刻包絡の比較（図 3－1 の再掲） 

 

 「西側：EL.-7.6m～EL.-10.7m 付近」において，全時刻包絡との差が大きい。 

 当該位置で地震時荷重が大きくなる時刻を抽出 

全時刻包絡と抽出時刻（10.10 秒，14.64 秒） 

 

 EL.-7.6m～-10.7m 付近においては，抽出時刻（10.10 秒，14.64 秒）の地震時荷重（青，

緑）が全時刻包絡（赤）を包含している。これらの荷重は，底版付近だけでなく，中

床版付近でも比較的大きくなっており，総水平荷重に影響を与えると考えられるが，

別途，総水平荷重が最大となる時刻（表 1－1 の時刻 4）を選定している。 

 総水平荷重が最大となる時刻（時刻 4）と抽出時刻（10.10 秒，14.64 秒）の比較を図

3－7 に示す。 

図 3－6 荷重比較図（図 3－1 の②に着目）  
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抽出時刻（10.10 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

抽出時刻（14.64 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

・抽出時刻（10.10 秒,14.64 秒）の荷重は，底版だけでなく，中小版付近でも大きくなっ

ており，東西の土圧を反転すると照査時刻 4 と近い傾向となっている。また，照査時刻 4

については，構造物の評価に与える影響は小さいこともあり，当該荷重による除じん機エ

リアへの耐震評価に影響はないと考えられる。 

図 3－7 荷重比較図（照査時刻 4 との比較） 
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3.2.2 海水ポンプエリアへの影響確認 

（1） 「東側：EL.-5.0m～EL.-10.7m 付近」における耐震評価への影響 

当該深度における地震時荷重が大きくなる時刻（7.89 秒，18.98 秒）を抽出

し，抽出時刻の地震時荷重と全時刻包絡荷重との比較結果を図 3－8 に示す。 

 

全時刻包絡と照査時刻包絡の比較（図 3－2 の再掲） 

 

 「東側：EL.-5.0m～EL.-10.7m 付近」において，全時刻包絡との差が大きい。 

 当該位置で地震時荷重が大きくなる時刻を抽出 

全時刻包絡と抽出時刻（7.89 秒，18.98 秒） 

 

 EL.-5.0m～-10.7m 付近おいては，抽出時刻（7.89 秒，18.98 秒）の地震時荷重（青，緑）

が全時刻包絡（赤）を包含している。これらの荷重は，底版付近だけでなく，中床版付

近でも比較的大きくなっており，総水平荷重に影響を与えると考えられるが，別途，総

水平荷重が最大となる時刻（表 1-1 の時刻 4）を選定している。 

 総水平荷重が最大となる時刻（時刻 4）と抽出時刻（7.89 秒，18.98 秒）の比較を図 3－

9 に示す。 

図 3－8 荷重比較図（図 3－2 の①に着目）  
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抽出時刻（7.89 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

抽出時刻（18.98 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

・抽出時刻（7.89 秒, 18.98 秒）の荷重は，底版だけでなく，中小版付近でも大きくなっ

ており，照査時刻 4 と近い傾向となっている。また，照査時刻 4 については，構造物の評

価に与える影響は小さいこともあり，当該荷重による海水ポンプエリアへの耐震評価に影

響はないと考えられる。 

図 3－9 荷重比較図（照査時刻 4 との比較） 
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（2） 「西側：EL.-7.3m～EL.-10.7m 付近」における耐震評価への影響 

当該深度における地震時荷重が最大となる時刻（10.09 秒）を抽出し，抽出時刻

の地震時荷重と全時刻包絡荷重との比較結果を図 3－10 に示す。 

 

全時刻包絡と照査時刻包絡の比較（図 3－2 の再掲） 

  

 「西側：EL.-7.3m～EL.-10.7m 付近」において，全時刻包絡との差が大きい。 

 当該位置で地震時荷重が大きくなる時刻を抽出 

全時刻包絡と抽出時刻（10.09 秒） 

 

 EL.-7.3m～-10.7m 付近おいては，抽出時刻（10.09 秒）の地震時荷重（青）が全時刻包

絡（赤）を包含している。これらの荷重は，底版付近だけでなく，中床版付近でも比較

的大きくなっており，総水平荷重に影響を与えると考えられるが，別途，総水平荷重が

最大となる時刻（表 1－1 の時刻 4）を選定している。 

 総水平荷重が最大となる時刻（時刻 4）と抽出時刻（10.09 秒）の比較を図 3－11 に示

す。 

図 3－9 荷重比較図（図 3－2 の②に着目） 
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抽出時刻（10.09 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

・抽出時刻（10.09 秒）の荷重は，底版だけでなく，中小版付近でも大きくなっており，

照査時刻 4 と近い傾向となっている。また，照査時刻 4 については，構造物の評価に与え

る影響は小さいこともあり，当該荷重による海水ポンプエリアへの耐震評価に影響はない

と考えられる。 

図 3－11 荷重比較図（照査時刻 4 との比較） 
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4. まとめ 

取水槽の３次元構造解析による耐震評価で選定している照査時刻の妥当性を検証する

ために，取水槽の耐震評価で選定した 26 時刻による照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重

の比較を行った。照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重の差が大きい箇所（深度）において，

地震時荷重が最大となる時刻を抽出し，土圧分布形状の確認や追加の３次元構造解析によ

り耐震評価への影響を確認した。 

照査時刻の荷重より大きい荷重は，底版付近に大きく作用している荷重であり，取水槽

の耐震性に影響を及ぼす荷重ではないこと及び現設計で実施している照査時刻の選定が

妥当であることを確認した。 
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参考資料 5 止水機能が要求される部材に対する漏水量評価について 

 

1. はじめに 

図 1－1 に示す取水槽の海水ポンプエリア及び循環水ポンプエリアについては，Ｓクラ

スの機器・配管が設置され，浸水防護重点化範囲として設定されている。このため，取水

槽には，津波時に部材からの漏水によりＳクラスの機器・配管の安全機能を損なうことが

ないよう，止水機能が要求される。 

止水機能を損なわないことの確認において，曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，

コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみについて部材降伏に相当するひずみ（コンクリ

ートの圧縮ひずみ 2000μ，主筋ひずみ 1725μ）とする。また，せん断破壊に対する許容

限界は，土木学会マニュアルに基づくせん断耐力とする。 

本文の「6.2 ３次元構造解析結果」に示すとおり，３次元構造解析による耐震評価か

ら，おおむね弾性範囲に収まっており，顕著な漏水は発生しないと評価できる。 

一方で，止水機能に対する許容限界のうち面内変形に対しては，面内せん断ひずみがＪ

ＥＡＧ４６０１－1987 で規定されているスケルトンカーブの第一折点（γ１）（以下「γ

１」という。）を下回れば面内せん断ひび割れは発生せず水密性はあると考えられる。γ

１を超過する場合は漏水量を算定し，止水機能を損なうおそれがないことを評価すること

としていることから，止水機能が要求される部材のうち，面内せん断ひずみがγ 1 を超過

した部材に対して，漏水量を算定する。 

本資料は，取水槽の３次元構造解析を行った上で漏水量を確認するものである。 

なお，当初は，漏水が懸念される部材に対してソリッドモデルを作成し，漏水量評価を

実施する計画であったが，耐震評価の結果，面内せん断ひずみが当初想定よりも小さく，

また面内せん断ひずみがγ1 を超過する要素の範囲が限定的であったことから，保守的な

解析結果となるシェルモデルを使用しても評価可能と判断し，耐震評価で使用する非線形

シェルモデルにより漏水量評価の解析を実施した。 
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図 1－1 取水槽の浸水想定範囲  
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2. 評価フロー 

漏水量評価の評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 漏水量評価フロー 

  

評価開始 

評価対象部材の選定 

漏水量算定 

Yes 

No 

部材の面内せん断 

ひずみがγ1 より 

小さい 

３次元構造解析及び代表部材選定 

評価終了 
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3. 評価対象部材の選定 

取水槽における止水機能が要求される範囲（部材）を図 3－1 に示す。止水機能は，「津

波の押し波時における外郭防護」，「地下水位の上昇に伴う内部溢水」，「循環水管単一

破損時における内部溢水」の 3 つの観点に対し，部材からの漏水により，海水ポンプエリ

ア等に浸水し，Ｓクラスの機器及び配管等の安全機能を損なうことがないよう止水するこ

とができることが要求される機能である。それぞれの観点から止水機能が要求される部材

を表 3－1 に整理する。 

「観点１」は，基準地震動Ｓｓを経験した後，津波の押し波に対する止水機能であり，

除じん機エリアから流入する津波に対する止水として隔壁②-1，②-2，隔壁③-1，分離壁

②，③及び中床版②が，水路部からの止水に対して中床版②が該当する。 

「観点２」は，地下水位の上昇に伴う静水圧の増加による地下水の侵入に対する止水機

能であり，取水槽周辺の地下水に対する止水として海水ポンプエリア及び循環水ポンプエ

リアの側壁①，②が該当する。 

「観点３」は，循環水管単一破損時における海水ポンプエリアへの内部溢水に対する止

水として隔壁④が該当する。 

本検討では，「観点１」～「観点３」のうち，基準地震動Ｓｓを経験した後に津波荷重

を受ける「観点１」が部材にとって最も厳しい状態となると考えられるため，「観点１」

に着目して評価対象部材を選定する。 
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図 3－1 止水機能が要求される部材の範囲 

  

隔壁②-1

隔壁④

側壁①

側壁②

中床版②

隔壁②-2

隔壁③-1

分離壁③

分離壁②
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表 3－1 各観点に対して止水機能が要求される部材 

  

 事象 
止水機能が 

要求される部材 

Ｓｓに対する 

止水機能要求 

（観点 1） 

津波の押し波時に 

おける外郭防護 

基準地震動Ｓｓを経験した後，取水路を

経路として津波が流入し，押し波が部材

に作用した際に求められる止水機能 

隔壁②-1，②-2，

隔壁③-1， 

分離壁②，③ 

中床版② 

有 

（観点 2） 

地下水の侵入による内

部溢水 

地下水位が上昇し，静水圧の増加による

地下水位の侵入に求められる止水機能 側壁①，② 有 

（観点 3） 

循環水管単一破損時に

おける内部溢水 

循環水管が単一で損傷し，循環水ポンプ

エリアに溢水した際に求められる止水機

能 

隔壁④ 有 
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4. ３次元構造解析及び代表部材選定 

止水機能に影響を及ぼすコンクリートのひび割れは，部材の面外変形及び面内変形に起

因する。面外変形については，照査用ひずみ及び照査用せん断力が，部材降伏に相当する

限界ひずみ（コンクリートの圧縮ひずみ 2000μ，主筋ひずみ 1725μ）及びせん断耐力を

下回り，漏水が生じるような貫通ひび割れは発生しないことを確認している。一方，面内

変形については，面内せん断力により部材を貫通するようなひび割れの発生が考えられる

ことから，漏水量評価を行う代表部材は，面内せん断ひずみに着目して選定する。 

基準地震動Ｓｓに対し，３次元構造解析を実施し算出した各部材の最大面内せん断ひず

み及びγ１を表 4－1 に示す。耐震評価の結果，中床版が最も面内せん断ひずみが大きく，

かつγ１を超過することから，中床版を代表部材として選定し，漏水量評価を実施する。 

 

表 4－1 評価対象部材の最大面内せん断ひずみ算定結果 

部位 
解析 

ケース 
地震波 

面内せん断 

ひずみ 

第一折点 

γ１
＊ 

中床版 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 2001μ 146μ 

隔壁 ① Ｓｓ－Ｄ（＋－） 1037μ 146μ 

分離壁 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 110μ 146μ 

注記＊：耐震壁のトリリニア・スケルトンカーブの第一折点γ 1を図 4－1 に示す。 

 

 

図 4－1 耐震壁のトリリニア・スケルトンカーブ（τ－γ関係）と評価式  

146 
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5. 漏水算定 

5.1 漏水算定フロー 

漏水量算定フローを図 5－1 に示す。漏水量評価は，基準地震動Ｓｓを経験した後に，

独立事象として，日本海東縁部の地震発生に伴う基準津波が襲来し，除じん機エリアの

水位が上昇し，水位が最高水位となった状態を想定する。漏水量評価において想定する

ケースの概念図を図 5－2 に示す。 

漏水量は，３次元構造解析によりひび割れ幅及びひび割れ長さを算定して評価を行う。

なお，解析モデルは，耐震評価に用いる３次元構造解析モデルとし，解析コード

「FINAS/STAR」を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 漏水量算定のフロー 

  

【基準地震動Ｓｓによる漏水量評価のための３次元構造解析】 

基準地震動Ｓｓを経験した後のひび割れ状態を再現するために，基準地震

動Ｓｓに対する３次元構造解析を行う。 

（面外荷重載荷（交番載荷），面内荷重載荷（交番載荷）） 

【基準津波による静水圧の載荷】 

基準地震動Ｓｓを経験後の基準津波（日本海東縁，取水槽における津波高

さ：10.6m）の襲来を想定し，津波時の静水圧を載荷する。 

【漏水量の算定】 

ひび割れ面に直交するひずみより，ひび割れ幅及びひび割れ長さを算定

し，ひび割れに対する漏水量を算定する。 

Step1 

Step2 

Step3 
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図 5－2 漏水量評価を行う想定ケースの概念図 

  

▽EL.+10600 

：基準津波時浸水範囲 

：基準津波時浸水範囲 
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5.2 基準地震動Ｓｓによる漏水量評価のための３次元構造解析（Step1） 

耐震評価において，面内せん断ひずみが大きく算出された地震応答解析ケース（Ｓｓ

－Ｄ（－＋），解析ケース⑤）における地震時増分荷重を用いて，漏水量評価のための

３次元構造解析を実施する。 

はじめに，水平２方向同時載荷を想定するため，中床版②の南北方向断面に対して，

図 5－3 に赤丸及び青線で示す部材の水平方向の相対変位が最大となる時刻の地震時増

分荷重を抽出し，当該荷重及び位相反転（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））した同時刻の荷重を３次

元構造解析モデルに交番載荷する。 

次に，中床版②の東西方向断面に対して，図 5－4 に赤丸及び青線で示す部材の水平

方向の相対変位が最大となる時刻の地震時増分荷重を抽出し，当該荷重及び位相反転

（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））した同時刻の荷重を３次元構造解析モデルに交番載荷する。 

載荷方法の概念図を図 5－5 に示す。 

 

 

図 5－3 荷重抽出時刻選定部材（南北断面（Ｄ－Ｄ断面）） 

 

図 5－4 荷重抽出時刻選定部材（東西断面（Ｂ－Ｂ断面）） 
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図 5－5 載荷方法の概念図  
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5.3 基準津波による静水圧の載荷（Step2） 

基準地震動Ｓｓの経験後の基準津波（日本海東縁，取水槽における津波高さ：10.6m）

の襲来を想定し，Step1 の結果を引継いだ状態で，津波の浸水を考慮し，基準津波によ

る静水圧を３次元モデルに載荷する。 

 

5.4 漏水量の算定（Step3） 

Step1 から得られる，ひび割れ面に直交するひずみ（以下「ひび割れ法線方向ひず

み」という。）を用いて，漏水量を算定する。具体的なひび割れ評価及び漏水量の算

定方法は以下の（1）～（5）のとおりである。 

 

（1） 各要素に発生するひび割れ法線方向ひずみ（最大主ひずみ）及びひび割れ

法線角（最大主ひずみ方向）を算定する。なお，ひび割れ本数は要素内で 1

本とし，ひび割れ長さは要素の端から端まで到達しているとする。 

（2） 算定したひび割れ法線方向ひずみ（最大主ひずみ）とひび割れ法線角（最大

主ひずみ方向）からひび割れ幅を算定する（図 5－6）。 

（3） 各要素で算定したひび割れ幅及びひび割れ長さから，「コンクリートのひ

び割れ調査，補修・補強指針-2009-付：ひび割れの調査と補修・補強事例

（社団法人日本コンクリート工学協会）」に示される式に基づき各要素の

漏水量を算定し，これらを合計し総漏水量を算定する（式 5－1 参照）。 

（4） 漏水量を保守的に評価するため，各要素に発生するひずみは，シェル要素

の Top と Bottom のひずみを比較し，大きい値を採用し，そのひび割れが貫

通するものとして漏水量を評価する。 

（5） 各要素で算定したひび割れ幅及びひび割れ長さから漏水量を算定する。 
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図 5－6 ひび割れ幅の算定方法の概念図 
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【漏水量算定式】 

Q=𝐶ｗ
𝐿∙ｗ

3
∙𝛥ｐ

12𝜈∙𝑡
    （式 5－1） 

 

ここで， 

・Q ：漏水量（mm3/s） 

・Cｗ ：低減係数 

・L ：ひび割れ長さ（mm） 

・w ：ひび割れ幅（mm） 

・Δp ：作用圧力（N/mm2）：基準津波による静水圧 

・ν ：水の粘性係数（1.138×10-9N・s/mm2） 

・t ：部材の厚さ（ひび割れ深さ）（1,000mm） 

 

低減係数Cｗは「沈埋トンネル側壁のひびわれからの漏水と自癒効果の確認実験（コン

クリート工学年次論文報告集 Vol.17，No.1，1995）」に基づき，図 5－7 の赤枠のとお

り算定する。 

 

 

図 5－7 低減係数とひび割れ幅の関係 

 

取水槽における津波水位の時刻歴波形を図 5－8 に示す。津波水位が最高水位（EL 

10.6m）となるのは一瞬であるが，保守的に水位が中床版②の下端である EL 1.1m を超

える時間の合計（5012s）を津波継続時間として考慮する。また，作用圧力の概念図を図

5－9 に示す。 
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図 5－8 海水ポンプ室における水位の時刻歴波形 

 

 

図 5－9 作用圧力の概念図 
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6. 評価結果 

代表部材である循環水ポンプエリアの中床版②に発生するひび割れ法線方向ひずみ（最

大主ひずみ）の分布図を図 6－1 に示す。ひび割れ法線方向ひずみがγ1（146μ）以上とな

るひずみを，ひび割れの発生があるものとしている。 

総漏水量は，「5.4 漏水量の算定」の方法により得られる各要素の漏水量を合計して

算出するが，一例として，ひび割れ法線方向ひずみが最大となる要素における単位時間当

たりの漏水量を表 6－1 に示す。 

循環水ポンプエリア及び海水ポンプエリアの総漏水量及び浸水深さの結果を表 6－2 に

示す。循環水ポンプエリアの漏水による浸水深さは 38.8mm であり，浸水影響を考慮する

機器がない同エリアの側壁高さ 7,700mm（EL 8.8m）と比較して十分小さいことを確認し

た。また，海水ポンプエリアについては，図 6－2 に示すとおり，ひび割れ法線方向ひず

みが 146μ以上となる要素がないため，漏水が発生しないことを確認した。  

 

 

図 6－1 各要素のひび割れ法線ひずみ（循環水ポンプエリア，中床版） 
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表 6－1 1 要素の単位時間当たりの漏水量（中床版における最大値） 

ε ひび割れ法線方向ひずみ（μ） 1640 

d 要素長さ（mm） 592 

L ひび割れ長さ（mm） 597 

w ひび割れ幅（mm） 0.827 

Cｗ 低減係数 0.012 

ν 水の粘性係数（N･s/mm2） 1.138×10-9 

Δp 作用圧力（N/mm2） 0.10605 

t 部材の厚さ（ひび割れ深さ）（mm） 1,000 

q 1 要素の単位時間当たりの漏水量（mm3/s） 30584.30 

 

表 6－2 総漏水量及び浸水深さ 

 漏水量（m3） 浸水深さ（mm） 

循環水ポンプエリア 8.8 38.8 

海水ポンプエリア 漏水なし 浸水なし 

 

 

図 6－2 ひび割れ法線方向ひずみ分布 

  

確認位置 ひび割れ法線方向ひずみ（最大主ひずみ）（μ）

海水ポンプエリア 

循環水ポンプエリア 
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7. まとめ 

本文の「6.2 ３次元構造解析結果」に示すとおり，３次元構造解析による耐震評価か

ら，おおむね弾性範囲に収まっており，顕著な漏水は発生しないと評価できるが，念のた

め，止水機能が要求される部材のうち津波に対する止水性能が要求され，耐震評価におい

て面内せん断ひずみが最も大きい中床版②に着目して，漏水量評価を実施した。 

基準地震動Ｓｓを経験後，日本海東縁部の地震発生に伴う基準津波が襲来した場合を想

定した漏水量評価の結果，取水槽の浸水深さは 38.8mm と僅かであり，影響が少ないこと

を確認した。 
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参考資料 6 静的地震力に対する耐震評価について 

 

1. 評価方針 

Ｃクラス施設に求められる静的地震力に対して，取水槽が耐震性を有することの確認

を行う。 

取水槽の静的地震力に対する耐震評価は，構造部材の曲げ・軸力系の破壊，せん断破

壊及び基礎地盤の支持性能に対する評価を実施する。 

構造部材の健全性評価については，構造部材の発生応力度が短期許容応力度を下回る

ことを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，基礎地盤に発生する応力（接地圧）が短期許容

支持力度を下回ること，ＭＭＲに発生する応力（接地圧）が支圧強度を下回ることを確

認する。 

耐震評価フローを図 1－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 取水槽の静的地震力に対する耐震評価フロー  

評価終了 

評価開始 

解析条件・荷重の設定 

静的解析モデルの作成 

３次元構造解析モデルの作成 静的解析 

土圧・慣性力 接地圧 

３次元構造解析 

構造部材の健全性評価 基礎地盤の支持性能 

評価結果は追而 
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2. 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

 コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会， 2002 年制定） 

 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（社団法人， 日本電気

協会電気技術基準調査委員会） 

 

3. 評価対象断面 

「取水槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に関する補足説明資料」のうち

「2. 評価条件」と同様とする。 

 

4.  荷重及び荷重の組合せ 

4.1 荷重 

静的地震力に対する耐震評価において考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，水圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(3) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重は，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測され

た観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35

を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則によ

り，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4) 地震荷重（Ｓｃ） 

地震荷重は静的地震力（kh＝0.16）を考慮する。 

静的地震力算定用の基準面は地表面とし，地震層せん断力係数を用いて，次式

により算出する。 
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Ｑ
ｉ

= ｎ ∙Ｚ ∙Ｃ
ｉ

∙Ｗ
ｉ
  

Ｃ
ｉ

= Ｒ
ｉ

∙Ａ
ｉ

∙Ｃ
０
  

 

ここで,  

Ｑ
ｉ
：第 i 層に生じる水平地震力 

ｎ
 
：施設の重要度分類に応じた係数 

Ｚ
 
：地震地域係数（1.0） 

Ｃ
ｉ
：第 i 層の地震層せん断力係数 

Ｗ
ｉ
：第 i 層が支える重量 

Ｒ
ｉ
：振動特性係数（0.8） 

Ａ
ｉ
：第 i 層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

Ｃ
０
：標準せん断力係数（0.2） 

 

4.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｃ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｃ 

 

Ｇ
 
：固定荷重 

Ｐ
 
：積載荷重 

Ｓ
Ｃ
：耐震 C クラスの施設に適用される静的地震力（kh＝0.16） 

 

5. 使用材料及び材料の物性値 

「取水槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に関する補足説明資料」のう

ち「2.5 使用材料及び材料の物性値」と同様とする。 

 

6. 隔壁への影響確認 

静的解析は「取水槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に関する補足説明資

料」のうち「3. 地震応答解析」の解析モデルを用い，静的非線形解析により応答値を算

定する。 

図 6－1 に静的解析モデルを示す。 

静的解析は底面固定とし，側方は水平震度による地盤の水平方向の変形を拘束しないよ

う水平ローラーとする。また，静的解析は取水槽に作用する土圧を算出することを目的に
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実施するため，隣接構造物としてモデル化するタービン建屋及び防波壁（多重鋼管式擁壁）

についても，取水槽に適用される静的地震力（kh＝0.16）を作用させる。 

 

 

 

図 6－1(1) 取水槽の解析モデル図（防じん機エリア） 

 

 

 

図 6－1(2) 取水槽の解析モデル図（海水ポンプエリア） 

 

 

図 6－1(3) 取水槽の解析モデル図（ストレーナエリア）  
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7. ３次元構造解析 

取水槽の耐震評価は，非線形シェル要素を用いた３次元構造解析により実施する。 

 

8. ３次元構造解析モデル 

材料の線形特性を考慮した非線形シェル要素でモデル化する。３次元構造解析モデル

を図 8－1 に，各部材の要素座標系を図 8－2 に，シェル要素における各要素の断面力の

方向を図 8－3 に示す。 

  

622



 

参考 6-6 

 

 

 

 

  

 

図 8－1 ３次元解析モデル図＊ 

注記＊：部材を説明するための図であり，解析モデルではない。  
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図 8－2（1） 各部材の要素座標系 

  

中床版①～③ 底版 

Ｙ 

Ｘ 

側壁① 側壁② 

導流壁① 導流壁② 

Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

y

x

y

x

x

y

x

y

y

x

y

x

Ｚ 

Ｙ 

Ｙ 

Ｘ 

Ｚ 

Ｙ 

黒（Ｘ，Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す 
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図 8－2（2） 各部材の要素座標系 

  

黒（Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す 
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Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

Ｚ 

Ｙ 

625



 

参考 6-9 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8－2（3） 各部材の要素座標系 
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図 8－3 シェル要素における断面力の方向 

 

  

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力 

Ｎｘｙ：面内せん断力 
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9. 許容限界 

9.1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造部材（鉄筋コンクリート）の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，短期許

容応力度とする。コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 9－1 及び表 9－2 に示す。 

 

表 9－1 コンクリートの短期許容応力度 

設計基準強度 
許容応力度 

(N/mm2) 

短期許容応力度＊1 

(N/m2) 

ｆ'ｃｋ＝23.5(N/mm2) 

ｆ'ｃｋ＝24.0(N/mm2)＊2 

許容曲げ圧縮応力度σ'ｃａ 8.8 13.2 

許容せん断応力度τａ 0.44 0.66 

注記＊1：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）により 

地震時の割り増し係数として 1.5 を考慮する。 

＊2：耐震評価上は，23.5N/mm2 で評価を実施している。 

 

表 9－2 鉄筋の許容応力度及び短期許容応力度 

鉄筋の種類 
許容応力度 

(N/mm2) 

短期許容応力度＊ 

(N/m2) 

SD345 許容曲げ圧縮応力度σ'sａ 196 294 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）により地 

震時の割り増し係数として 1.5 を考慮する。 

 

9.2 せん断破壊に対する許容限界 

非線形シェル要素によりモデル化を行う取水槽の静的地震力に対する耐震性を有す

ることの確認におけるせん断破壊に対する許容限界は，表 9－1 に示す短期許容応力度

とする。 

なお，せん断補強鉄筋が配置される部材の許容限界は，表 9－1 及び表 9－2 に示すコ

ンクリートと鉄筋の短期許容応力度から算定した短期許容せん断力とする。 

 

Ⅴ
ａ
=Ⅴ

ｃ
＋Ⅴ

ｓ
 

ここに，Ⅴ
ａ
：短期許容せん断力 

Ⅴ
ｃ
：コンクリートが分担するせん断力 

Ⅴ
ｓ
：せん断補強鉄筋が分担するせん断力 
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Ⅴ
ｃ
=
1

2
τ

ａｌ
・ｂ

ｗ
・ｚ 

ここに，τａｌ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

ｂ
ｗ
：部材の有効幅 

ｄ
 
：部材の有効高さ 

ｚ
 
：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で 

ｄ/1.15 とする。 

 

Ⅴ
ｓ
＝ {Ａ

ｗ
σ'ｓａ

(sin𝛼 + cos𝛼)/ｓ}ｚ 

ここに，Ａ
ｗ
 ：区間ｓにおけるせん断補強筋の総断面積 

σ′ｓａ：鉄筋の短期許容引張応力度 

α  ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

ｓ  ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

 

9.3 基礎地盤の支持力に対する許容限界 

9.3.1 支持地盤（ＣＬ級岩盤） 

支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，VI-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，ＣＬ級岩盤の極限支持力とする。 

支持地盤の接地圧に対する許容限界を表 9－3 に示す。 

 

表 9－3 支持地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

短期許容支持力度 ＣＬ級岩盤 2.6 
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9.3.2 ＭＭＲ 

ＭＭＲに発生する接地圧に対する許容限界は，「コンクリート標準示方書 2002」

に基づき，コンクリートの支圧強度とする。ＭＭＲの接地圧に対する許容限界を表

9－4 に示す。 

 

表 9－4 ＭＭＲの支持性能に対する許容限界 

評価項目 ＭＭＲ 
許容限界 

（N/mm2） 

支圧強度 

コンクリート 

（f’ck=15.6(N/mm2)） 
f’ck=15.6 

コンクリート 

（f’ck=18.0(N/mm2)） 
f’ck=18.0 

 

10. 評価結果 

追而 
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参考資料 7 機器・配管系の耐震評価に適用する影響検討ケースについて 

 

1. はじめに 

取水槽について，機器・配管系の耐震評価に適用する床応答への保守的な配慮として，

「取水槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に関する補足説明資料」の「3.5.2 

機器・配管系の耐震評価に適用する解析ケース」に示すとおり，コンクリートの物性値を

実強度に変更したケース（ケース⑨及び⑪）及び地下水位が構造物基礎下端より十分低い

状態を仮定したケース（ケース⑩及び⑫）について，解析を実施している。 

 

2. 解析方針 

2.1 コンクリート実強度による解析 

「取水槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に関する補足説明資料」の「3. 

地震応答解析」に基づき解析を実施する。変更した地下水位の条件を表 2－1 に示す。

影響検討ケースは，位相特性の偏りがなく全周期帯において安定した応答を生じさせる

基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。影響検討に用いる地震動は，Ｓｓ－

Ｄ（＋＋）を使用する。 

 

表 2－1 解析条件（コンクリート実強度） 

コンクリート実強度 

（N/mm2） 

ヤング係数 

（kN/mm2） 

37.6 30.3 

 

2.2 地下水位低下による解析 

「取水槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に関する補足説明資料」の「3. 

地震応答解析」に基づき解析を実施する。変更した地下水位の条件を表 2－2 に示す。

影響検討ケースは，位相特性の偏りがなく全周期帯において安定した応答を生じさせる

基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。影響検討に用いる地震動は，Ｓｓ－

Ｄ（＋＋）を使用する。 

 

表 2－2 解析条件（地下水位低下） 

解析断面 
設計地下水位 

（EL. m） 

Ａ－Ａ断面 
解析モデル範囲外と

して，考慮しない 
Ｂ－Ｂ断面 

Ｄ－Ｄ断面 
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3. 解析結果 

3.1 コンクリート実強度による解析 

ケース⑨及び⑪に係る地震応答解析結果として，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）に対する最大加速度分

布図を図 3－1～図 3－3 に示す。 

 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 3－1 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面，解析ケース⑨）  
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 3－2 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース⑨） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

図 3－3 最大応答加速度分布図（Ｄ－Ｄ断面，解析ケース⑪）  
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3.2 地下水位低下による解析 

ケース⑩及び⑫に係る地震応答解析結果として，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）に対する最大加速

度分布図を図 3－4～図 3－6 に示す。 

 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 3－4 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面，解析ケース⑩） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 3－5 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース⑩） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

図 3－6 最大応答加速度分布図（Ｄ－Ｄ断面，解析ケース⑫） 
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参考資料８ 地震応答解析結果に対する考察 

 

1. はじめに 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」の「4. 解析結果」において，地震応答解析のア

ウトプットとして最大応答加速度分布図を掲載している。本図は取水槽を構成する各節点

における全時刻での応答加速度の最大値を図化したものであるが，一部の地震動において

他の地震動と比較して数倍程度大きな応答加速度が算定されているため，本資料ではその

原因について考察する。 

 

2. 解析結果に対する考察 

2.1 Ｃ－Ｃ断面 

2.1.1 地震応答解析結果 

Ｃ－Ｃ断面では，表 2－1 に示すケースにおいて他の地震動と比較して数倍程度

大きな応答加速度が算定された。 

 

表 2－1 Ｃ－Ｃ断面において考察する解析ケース 

解析ケース 地震動 地震動の方向 参照先 

① Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 図 2－1 

① Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 図 2－2 

② Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 図 2－3 

② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 図 2－4 

③ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 図 2－5 

③ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 図 2－6 
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図 2－1 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平（解析ケース①） 

 

 

 

図 2－2 Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平（解析ケース①） 

 

 

 

図 2－3 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平（解析ケース②） 

  

←考察対象の節点 

考察対象の節点→ 

←考察対象の節点 

639



 

参考 8-3 

 

 

 

図 2－4 Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平（解析ケース②） 

 

 

 

図 2－5 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平（解析ケース③） 

 

 

 

図 2－6 Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平（解析ケース③） 

 

  

考察対象の節点→ 

←考察対象の節点 

考察対象の節点→ 
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2.1.2 解析結果に対する考察 

地震応答解析結果より，特定の地震動において数倍程度大きな応答加速度が算

定されていることが分かる。ここでは，基本ケースである解析ケース①を対象に

その原因について考察する。 

図 2－7 及び図 2－8 に示すＳｓ－Ｄ（＋＋）及びＳｓ－Ｄ（－＋）の加速度時

刻歴波形より，極めて局所的にパルス的な応答加速度が生じていることが分か

る。 

地表面付近では構造物－地盤間に配置したジョイント要素に生じる引張応力に

起因する剥離・再接触が高頻度で繰り返されることが想定され，再接触時に急激

に剛性が復元することによりパルス的な応答加速度を生じたものと考えられる。 

 

 

図 2－7 基本ケースにおける加速度時刻歴波形（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

 

 

図 2－8 基本ケースにおける加速度時刻歴波形（Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

パルス的な応答加速度 

パルス的な応答加速度 
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2.2 Ｄ－Ｄ断面 

2.2.1 地震応答解析結果 

Ｄ－Ｄ断面では，複数の解析ケースにおいて他の地震動と比較して数倍程度大きな応

答加速度が算定された。一例として，基本ケースである解析ケース⑥（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））

の最大加速度分布図を図 2－9 に示す。 

 

 

 

図 2－9 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平（解析ケース⑥） 

 

2.2.2 解析結果に対する考察 

地震応答解析結果より，特定の節点において他の節点と比較して数倍程度大き

な応答加速度が算定されていることが分かる。Ｄ－Ｄ断面の解析モデル図を図 2－

10 に示す。対象箇所である南妻壁において，下部は北側に平面要素が存在する

が，上部は平面要素が存在せず片持ち梁のような状態となっている。他の鉛直部

材は平面要素に接しており，応答加速度に急激な増幅が見られないことから，片

持ち梁の先端部における応答加速度の増幅がＤ－Ｄ断面における原因と考えられ

る。 

  

←考察対象の節点 
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参考 8-6 

 

 

（a）解析モデル全体図 

 

 

（b）解析モデル拡大図 

図 2－10 地震応答解析モデル図（Ｄ－Ｄ断面） 

考察対象箇所 

南妻壁 

平面要素と 

接続 

平面要素と 

接続なし 

N S 
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